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本耐震安全性評価書は泊発電所２号炉（以下，泊２号炉という。）で使用されている，

機器・構造物の高経年化に係わる耐震安全性評価についてまとめたものである。 

評価にあたり，泊２号炉高経年化対策に関する各機器・構造物における技術評価（以下

「技術評価」という。）の検討結果を前提条件として実施している。 

 

なお，本評価書では機器・構造物を「技術評価」と同様に以下のとおり分類し，評価を

行っている。 

 

１． ポンプ 

２． 熱交換器 

３． ポンプ用電動機 

４． 容器 

５． 配管 

６． 弁 

７． 炉内構造物 

８． ケーブル 

９． 電気設備 

１０． タービン設備 

１１． コンクリート構造物及び鉄骨構造物 

１２． 計測制御設備 

１３． 空調設備 

１４． 機械設備 

１５． 電源設備 
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１. 耐震安全性評価の目的 

「技術評価」検討においては機器の材質，環境条件等を考慮し，発生し得る経年劣化

事象に対してこれらが適切な保全対策を行うことにより管理し得るかについて検討した

が，保全対策を講じることによっても管理ができないという経年劣化事象は抽出されて

いない。したがって，耐震性を考慮した場合にも，耐震性に影響を与える経年劣化事象

を保全対策により適切に管理することで，安全の確保が可能であると考えられる。 

しかしながら，高経年プラントの耐震性については，上記経年劣化事象の管理の観点

からも，技術的評価を実施して安全性を確認しておく必要があると思われることから，

高経年化対策の検討の一環としてこれを実施するものである。 
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２. 耐震安全性評価の進め方 

2.1 評価対象機器 

評価対象機器は，「技術評価」における評価対象機器と同じとする。 

 

2.2 評価手順 

(1) 代表機器の選定 

「技術評価」における代表機器を本検討の代表機器として選定する。ただし，

「技術評価」において機器のグループ化を行ったが，同一グループ内に「技術評

価」の代表機器より耐震重要度の上位の機器が存在する場合には，これについて

も代表機器として評価することとする。 

 

(2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

a. 「技術評価」での検討結果の整理 

耐震安全性評価にあたっては，「技術評価」における保全対策等に対する評価

結果を取り入れることとする。 

「技術評価」においては，想定される経年劣化事象のうち，以下の経年劣化

事象に該当するものについて，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではな

い事象としている。 

1) 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考えがたい経年劣化事象であ

って，想定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの 

2) 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等に

より，今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さい

と考えられる経年劣化事象 

3) 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等に

より，運転を断続的に行うことを前提とした場合には経年劣化の進展が考え

られるが，冷温停止状態が維持されることを前提とした場合には経年劣化の

進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事

象（冷温停止状態が維持されることを前提とした場合には発生・進展が想定

されないが，耐震安全性評価のために評価する：◆） 

 

耐震安全性評価においては，想定されるすべての経年劣化事象のうち，2)に

ついては，現在発生しておらず，今後発生の可能性がない，又は小さい経年劣

化事象であることから，耐震安全性に有意な影響を与えるものではないと判断

し，評価の対象外とする。 

したがって，「技術評価」で検討された高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象及び高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象1)及び3)の経年劣

化事象を耐震安全性評価の対象とする。  
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b. 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出は，以下の３ステップで

実施する。（表１参照） 

【ステップ１】 

a.項の検討結果より，耐震安全性評価の対象となる経年劣化事象は，「技術

評価」における想定される経年劣化事象のうち，下記に該当するものを抽出

する。 

a) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

（冷温停止状態が維持されることを前提とした場合には発生・進展が

想定されないが，耐震安全性評価のために評価する事象を含む） 

b) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象1)及び3) 

（前項ａ．で1)及び3)に分類したもの） 

【ステップ２】 

ステップ１で抽出した耐震安全性評価の対象となる経年劣化事象のうち，

a)の高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を以下の観点で整理し，ⅰの事

象は除外，ⅱの事象についてはステップ３に進む。 

ⅰ 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

ⅱ 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない

もの 

ステップ１で抽出したb)の高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではな

い事象は，発生の可能性が否定できない経年劣化事象であり，上記ⅱの事象

と同じ内容であることから，ステップ３に進む。 

【ステップ３】 

ステップ２で抽出された経年劣化事象について，これらの事象が顕在化し

た場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」であ

るか「軽微若しくは無視」できるかを検討し，耐震安全上考慮する必要のあ

る経年劣化事象の抽出を行う。 

ステップ１で抽出したb)の高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではな

い事象に対する，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出につい

ては，まとめて表４に整理し，抽出された経年劣化事象について，個別機器

の耐震安全性評価において評価結果を記載する。 
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表１ 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出までの手順 

「技術評価」で想定される経年劣化事象 ステップ１ ステップ２ ステップ３ 備考  

高経年化対策上 

着目すべき 

経年劣化事象 

下記 △▲を除く経年劣化事象 ○ 

ⅰ 

高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象であるが，現

在発生しておらず，今後も

発生の可能性がないもの，

又は小さいもの 

× ×  

ⅱ 

現在発生しているか，又は

将来にわたって起こること

が否定できないもの 

○ 

振動応答特性上又は構造・強度上

「軽微若しくは無視」できない事象 
◎ 耐震安全上考慮す

る必要のある経年

劣化事象は個別機

器ごとに抽出 
振動応答特性上又は構造・強度上

「軽微若しくは無視」できる事象 
■ 

高経年化対策上 

着目すべき 

経年劣化事象 

ではない事象*1 

△ 

想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考

えがたい経年劣化事象であって，想定した劣化

傾向等に基づき適切な保全活動を行っているも

の（ただし，今後も経年劣化の進展が考えられ

ない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられ

る事象であるが，保全によりその傾向が維持で

きていることを確認している事象を含む。） 

（日常劣化管理事象） 

○ 

ⅰ 

日常劣化管理事象である

が，現在発生しておらず，

今後も発生の可能性がない

もの，又は小さいもの 

－ －  

ⅱ 

現在発生しているか，又は

将来にわたって起こること

が否定できないもの 

○ 

振動応答特性上又は構造・強度上

「軽微若しくは無視」できない事象  
◎ 

ステップ３に係る

検討については，

「表４」にて耐震

安全上考慮する必

要のある経年劣化

事象を抽出 

振動応答特性上又は構造・強度上

「軽微若しくは無視」できる事象  
■ 

▲ 

現在までの運転経験や使用条件から得られた材

料試験データとの比較等により，今後も経年劣

化の進展が考えられない，又は進展傾向が極め

て小さいと考えられる経年劣化事象（ただし，

今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進

展傾向が極めて小さいと考えられる事象である

が，保全によりその傾向が維持できていること

を確認している事象を除く。） 

（日常劣化管理事象以外） 

－ － －  

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 

▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 

○：評価対象として抽出 

－：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象であり，日常劣化管理事象以外であるもの，あるいは日常劣化管理事象であるが，現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又

は小さいものとして評価対象から除外 

×：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象であるが，現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいものとして評価対象から除外 

■：振動応答特性上又は構造・強度上「軽微若しくは無視」できる事象として評価対象から除外 

◎：耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象として抽出 

*1：冷温停止状態が維持されることを前提とした場合には発生・進展が想定されないが，耐震安全性評価のために評価する事象を含む 
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(3) 経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項で整理された考慮すべき経年劣化事象ごとに，耐震安全性に関する詳細評

価を実施する。 

耐震安全性評価は，「日本電気協会 原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601

-1984，JEAG4601-1987，JEAG4601-1991）」（以下，JEAG4601「原子力発電所耐震設

計技術指針」と記す）等に基づき行われ，評価の基本となる項目は，大別すると

以下のとおり分類される。 

① 機器の耐震重要度分類 

② 機器に作用する地震力の算定 

③ 想定される経年劣化事象のモデル化 

④ 振動特性解析（地震応答解析） 

⑤ 地震荷重と内圧等他の荷重との組合せ 

⑥ 許容限界との比較 

これらの項目のうち，経年劣化の影響を受けるものとしては，④及び⑥が考え

られるが，各経年劣化事象に対してこの手法に従って耐震安全性を評価すること

とし，耐震安全性評価にあたっての評価用地震力は各設備の耐震重要度分類に応

じて以下のとおり選定する。 

・Ｓクラス（旧ＡＳクラス及びＡクラス） 

－基準地震動ＳＳ
※1により定まる地震力 

－基準地震動Ｓ１（設計用最強地震による地震動）により定まる地震力とＳク

ラスの機器に適用される静的地震力の大きい方 

・Ｂクラス 

－Ｂクラスの機器に適用される静的地震力※2 

・Ｃクラス 

－Ｃクラスの機器に適用される静的地震力 

 

※1：発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（平成18年9月19日）により策

定したＳＳ地震動。 

※2：支持構造物の振動と共振のおそれがあるものについては，基準地震動Ｓ１に

より定まる地震力の1/2についても考慮する。 

 

なお，基準地震動ＳＳ及び基準地震動Ｓ１の最大加速度を表２に示す。 
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表２ 基準地震動ＳＳ及び基準地震動Ｓ１の最大加速度 

（単位：Gal） 

耐震設計審査指針（H18.9.19） 
により策定した基準地震動ＳＳ 

基準地震動Ｓ１ 

550 226 

 

(4) 評価対象機器全体への展開 

代表機器に想定される経年劣化事象の整理及び耐震安全上考慮する必要のある

経年劣化事象の整理の妥当性について確認したうえ，代表機器の評価結果を基に

評価対象機器全体に対して同様の評価が可能であるかを検討する。 

この結果，評価対象機器のうち同様と見なせないものについては，耐震安全性

評価を実施する。 

 

(5) 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

地震時に動的機能の維持が要求される機器（JEAG4601「原子力発電所耐震設計

技術指針」により動的機能維持が要求される機器）については，地震時の応答加

速度が各機器の機能確認済加速度以下であることを確認している。 

よって，経年劣化事象に対する動的機能維持評価については， 

・経年劣化事象に対する技術評価 

・技術評価において高経年化上有意と判断される経年劣化事象に対する耐震安

全性評価 

（部位ごとの耐震安全性評価及び設備全体として振動応答特性に有意な影響

を及ぼさないことの確認） 

を踏まえ，経年劣化事象を考慮しても地震時に動的機能が要求される機器の地震

時の応答加速度が各機器の機能確認済加速度以下であるかを検討する。 

なお，冷温停止状態が維持されることを前提とした評価では，制御棒が全挿入

状態であるため，制御棒挿入性評価については対象外とする。 

 

(6) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

以上の検討結果を基に，耐震安全性の観点から保全対策に反映すべき項目があ

るかを検討する。 
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2.3 耐震安全性評価に関する共通事項 

(1) 耐震安全性に影響を与えないことが自明な経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象のうち，絶縁低下，特性変化及び

導通不良については，以下のとおり発生する部位によらず機器の振動応答特性又

は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるものと判断されるため，本項

の評価を当該事象の耐震安全性評価とし，個別機器における記載を省略する。 

 

a. 絶縁低下（絶縁体の水トリー劣化による絶縁低下を含む） 

機器の質量等，耐震性に影響を及ぼすパラメータの変化とは無関係であり，

また，地震により絶縁低下の進行が助長されるものではないことから，耐震安

全性への影響は無視できるものと判断する。 

 

b. 特性変化 

計測制御設備等の特性変化は長期間の使用に伴い入出力の特性が変化する事

象であり，耐震性に影響を及ぼすパラメータの変化とは無関係である。また，

地震により特性変化の進行が助長されるものではないことから，耐震安全性へ

の影響は無視できるものと判断する。 

 

c. 導通不良 

機器の質量等，耐震性に影響を及ぼすパラメータの変化とは無関係であり，

また，地震により導通不良の進行が助長されるものではないことから，耐震安

全性への影響は無視できるものと判断する。 

 

(2) 基礎ボルトの耐震安全性評価  

基礎ボルトに関する耐震安全性評価は，3.14項で評価を実施するものとし，個

別機器の評価では記載を省略する。 

 

(3) 冷温停止状態が維持されることを前提とした評価における劣化評価期間 

冷温停止状態が維持されることを前提とした評価における劣化評価期間は，以

下のとおりとする。（表３参照） 

a. 冷温停止状態において発生・進展しない事象（低サイクル疲労等） 

想定が必要な期間は至近のプラント停止までとなるが，保守的に運転開始後 

60年までを評価期間とする。 

b. 冷温停止状態において発生・進展の可能性が想定される事象（全面腐食等） 

想定が必要な期間は運転開始後40年までとなるが，保守的に運転開始後60年

までを評価期間とする。 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（1/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

ポンプ ターボポンプ 
主軸，吐出しエルボ等接液

部の腐食（孔食他） 
■ 

剛性が十分にあることから，現状保全によって管理される程度の範囲の進行で

は，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加への影響は軽微であり，耐

震安全性に影響を与えるものではない。 

ポンプ ターボポンプ 
軸受箱の外面からの腐食

（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

ポンプ ターボポンプ 
ケーシング等の外面からの

腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

ポンプ ターボポンプ 
共通台板及び取付ボルトの

腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

ポンプ 往復ポンプ プランジャの摩耗 ■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

ポンプ 往復ポンプ 
潤滑油ユニットの外面から

の腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（2/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

ポンプ 往復ポンプ 減速機歯車の摩耗 ■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

ポンプ 往復ポンプ 
減速機ケーシングの外面か

らの腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

ポンプ 往復ポンプ 台板の腐食（全面腐食） ■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

熱交換器 
多管円筒形熱交換

器 

伝熱管の内面腐食（流れ加

速型腐食） 
◎ 

原子炉補機冷却水冷却器については，定期的な渦流探傷検査を実施している

が，現状保全によって管理される程度の腐食を想定した場合，部材断面の減少

による剛性低下は有意であるため，耐震安全性評価上着目すべき経年劣化事象

として抽出する。 

熱交換器 
多管円筒形熱交換

器 
伝熱管のスケール付着 ■ 

伝熱管のスケール付着による重量増加は，伝熱管本体の重量と比較して十分小

さく，スケール付着による固有振動数への影響は軽微であることから，耐震安

全性に影響を与えるものではない。 

熱交換器 
多管円筒形熱交換

器 

支持脚（スライド脚）の腐

食（全面腐食） 
■ 

耐震設計上，スライド脚のスライド方向への支持機能は期待せず，固定脚で支

持する設計としているため，スライド脚の腐食による固着については耐震安全

性に影響を与えるものではない。 

◎：耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象  

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（3/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

熱交換器 
多管円筒形熱交換

器 

支持脚等の腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

熱交換器 
多管円筒形熱交換

器 

取付ボルトの腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

熱交換器 
多管円筒形熱交換

器 

胴板等の外面からの腐食

（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

熱交換器 
多管円筒形熱交換

器 

管側耐圧構成品の海水によ

る腐食（異種金属接触腐食

を含む） 

■ 

ライニングの状況を確認し機器の健全性を確認しており，万一はく離等が生じ

た場合であっても，当該部における腐食の進展は部分的なものであり，かつ減

肉量も少ないと考えられ，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加への

影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

熱交換器 蒸気発生器 伝熱管の損傷 ■ 

粒界腐食割れ，ピッティング，管板直上部腐食損傷，フレッティング疲労，管

板拡管部及び拡管境界部応力腐食割れ，小曲げＵベンド部応力腐食割れ，デン

ティングは材料，施工法の改良により問題となる可能性はない。 

また，振れ止め金具（AVB)部摩耗は発生したとしても現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では固有振動数及び応力増加に対する影響は小さいこと

から，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

熱交換器 蒸気発生器 伝熱管のスケール付着 ■ 

伝熱管のスケール付着による重量増加は，伝熱管本体の重量と比較して十分小

さく，スケール付着による固有振動数への影響は軽微であることから，耐震安

全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（4/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

熱交換器 蒸気発生器 
管支持板穴へのスケール付

着 
■ 

管支持板穴のスケール付着は，主に伝熱管支持部以外のBEC穴における流路閉塞

事象であることから，伝熱管が固定支持となることはない。したがって，伝熱

管の振動性状に影響を与えないことから耐震安全性に影響を与えるものではな

い。 

熱交換器 蒸気発生器 
600系ニッケル基合金使用

部位の応力腐食割れ 
■ 

応力・温度条件をもとに評価した結果，応力腐食割れが発生する可能性は小さ

く，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

熱交換器 サンプルクーラ 
取付ボルト等の腐食（全面

腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

ポンプ用電動

機 

高圧ポンプ用電動

機 

フレーム，端子箱，空気冷

却器側板，上部・下部ブラ

ケット及び外扇カバーの腐

食（全面腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

ポンプ用電動

機 

高圧ポンプ用電動

機 

低圧ポンプ用電動

機 

取付ボルトの腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

ポンプ用電動

機 

低圧ポンプ用電動

機 

フレーム，端子箱，ブラケ

ット，カバー及びベッドの

腐食（全面腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（5/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

容器 原子炉格納容器 

原子炉格納容器鋼板（トッ

プドーム部及び円筒部）の

腐食 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

容器 
機械ペネトレーシ

ョン 

スリーブ等耐圧構成品の腐

食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

容器 
機械ペネトレーシ

ョン 

貫通配管の内面からの腐食

（全面腐食） 
■ 

系統機器の目視確認により，腐食の傾向のないことを確認するとともに，原子

炉格納容器漏えい率試験によりバウンダリ機能の健全性を確認しており，腐食

発生の可能性は小さく，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理される

程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加への影

響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

容器 
電気ペネトレーシ

ョン 

溶接リングの腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

容器 補機タンク 
胴板等耐圧構成品の外面か

らの腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

容器 補機タンク 
スカート及び支持脚の腐食

（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

容器 補機タンク 
支持脚（スライド脚）の腐

食（全面腐食） 
■ 

耐震設計上，スライド脚のスライド方向への支持機能は期待せず，固定脚で支

持する設計としているため，スライド脚の腐食による固着については耐震安全

性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（6/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

容器 フィルタ 
ベアリングプレートの腐食

（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

容器 フィルタ スクリーン流路の減少 ■ 

清掃等による管理を行っており，仮に異物の付着等が発生しても，現状保全に

よって管理される程度の範囲の進行では，固有振動数への影響は軽微であるこ

とから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

容器 脱塩塔 支持脚の腐食（全面腐食） ■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

配管 ステンレス鋼 
母管の高サイクル熱疲労割

れ（高低温水合流型） 
◎ 

余熱除去系統配管については，「日本機械学会 配管の高サイクル熱疲労に関す

る評価指針（JSME S 017-2003）」に基づき評価した結果，許容値を満足する結

果であるが，耐震安全性評価上着目すべき経年劣化事象として抽出する。 

配管 ステンレス鋼 

母管の高サイクル熱疲労割

れ（弁グランドリーク型，

弁シートリーク型） 

■ 

定期的に隔離弁の分解点検を実施し，機能を維持していることから，ステンレ

ス鋼配管母管の高サイクル熱疲労割れについては，耐震安全性に影響を与える

ものではない。 

配管 ステンレス鋼 
母管の外面からの応力腐食

割れ 
■ 

配管外面の塩分付着量測定又は保温材の健全性確認を行っており，現状保全に

よって管理される程度の範囲の進行では固有振動数の変化及び断面減少による

応力増加への影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものでは

ない。 

◎：耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（7/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

配管 ステンレス鋼 ヒートトレースの断線 ■ 

ヒートトレースの断線は，劣化による局部過熱の影響によるものであり，地震

力により断線が助長されるものではない。また，ヒートトレースが万一断線し

たとしても，機械的特性はほとんど変化しないため，耐震安全性に影響を与え

るものではない。 

配管 炭素鋼 
母管の腐食（流れ加速型腐

食） 
◎ 

主蒸気系統配管，主給水系統配管，補助蒸気系統配管及び蒸気発生器ブローダ

ウン系統配管については，減肉の管理を実施することにより機能を維持してい

る。現状保全によって管理される程度の腐食を想定した場合，部材断面の減少

による剛性低下は有意であるため，耐震安全性評価上着目すべき経年劣化事象

として抽出する。 

配管 炭素鋼 
母管の内面からの腐食（全

面腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

配管 
低合金鋼 

炭素鋼 

母管の外面からの腐食（全

面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

配管 炭素鋼 
母管の腐食（エロージョ

ン） 
■ 

エロージョンについては，局部的な範囲に限定されると考えられ，固有振動数

の変化及び断面減少による応力増加への影響は軽微であることから，耐震安全

性に影響を与えるものではない。 

配管 配管サポート 
ベースプレート，クランプ

等の腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

◎：耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（8/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

配管 配管サポート 
埋込金物の腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

配管 配管サポート ピン等摺動部材の摩耗 ■ 

配管熱移動による想定回数は少なく，また配管振動による発生荷重は小さいた

め，摩耗が発生する可能性は小さいことから，耐震安全性に影響を与えるもの

ではない。 

配管 配管サポート 
スライドプレートのテフロ

ンのはく離 
■ 

耐震設計上，スライド方向への支持機能は期待していないことから，スライド

プレートのテフロンのはく離は耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 

仕切弁 

玉形弁 

バタフライ弁 

スイング逆止弁 

リフト逆止弁 

弁体及び弁座シート面の摩

耗 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 
仕切弁 

玉形弁 

弁棒（パッキン受け部）の

摩耗 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 

仕切弁 

玉形弁 

バタフライ弁 

スイング逆止弁 

弁棒の腐食（隙間腐食） ■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（9/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

弁 

仕切弁 

玉形弁 

ダイヤフラム弁 

ヨークの腐食（全面腐食） ■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 

仕切弁 

玉形弁 

スイング逆止弁 

弁箱等の腐食（流れ加速型

腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 

仕切弁 

玉形弁 

バタフライ弁 

ダイヤフラム弁 

スイング逆止弁 

リフト逆止弁 

安全逃がし弁 

弁箱及び弁蓋の外面からの

腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 

仕切弁 

玉形弁 

スイング逆止弁 

リフト逆止弁 

安全逃がし弁 

弁箱等の腐食（全面腐食） ■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 

玉形弁 

バタフライ弁 

リフト逆止弁 

弁箱等の応力腐食割れ ■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行であれば剛性はほとんど変化しないことから，耐震安全

性に影響を与えるものではない。 

弁 
玉形弁 

バタフライ弁 

弁体及び弁座の腐食（エロ

ージョン） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（10/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

弁 バタフライ弁 
弁棒（パッキン，Ｏリング

及び軸保持部）の摩耗 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 

バタフライ弁 

ダイヤフラム弁 

スイング逆止弁 

弁箱等の腐食（異種金属接

触腐食を含む） 
■ 

ライニングの状況を確認し機器の健全性を確認しており，万一はく離等が生じ

た場合であっても，当該部における腐食の進展は部分的なものであり，かつ減

肉量も少ないと考えられ，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加への

影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 バタフライ弁 
弁棒等の腐食（孔食・隙間

腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 ダイヤフラム弁 弁棒の摩耗 ■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 スイング逆止弁 
弁体等の腐食（孔食・隙間

腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 スイング逆止弁 弁棒及びアームの摩耗 ■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（11/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

弁 リフト逆止弁 弁体の固着 ■ 

弁体の固着は腐食生成物の堆積によるものであり，堆積物の重量は弁重量に比

べ小さく，固有振動数への影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与

えるものではない。 

弁 電動装置 

フレーム及び駆動装置ハウ

ジングの外面からの腐食

（全面腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 電動装置 
ステムナット及びドライブ

スリーブの摩耗 
■ 

ステムナット及びドライブスリーブの摩耗は，弁棒との嵌合部での摺動により

発生するが，地震により摩耗が助長されるものではなく，また，現状管理され

る程度の摩耗による強度低下もほとんどないことから，耐震安全性に影響を与

えるものではない。 

弁 電動装置 
取付ボルトの腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 空気作動装置 

ケース，フレーム，ヨー

ク，シリンダ，レバー，鋼

管及び継手，アキュムレー

タの外面からの腐食（全面

腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

弁 空気作動装置 

ケースボルト，シリンダボ

ルト，ナット及び取付ボル

トの腐食（全面腐食） 

■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（12/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

炉内構造物 炉内構造物 
制御棒クラスタ案内管（案

内板）の摩耗 
■ 

冷温停止状態では制御棒は全挿入状態であるため，制御棒クラスタ案内管（案

内板）の摩耗は，制御棒挿入性に影響するものではなく，耐震安全性に影響を

与えるものではない。 

炉内構造物 炉内構造物 
炉内計装用シンブルチュー

ブの摩耗 
◎ 

炉内計装用シンブルチューブの摩耗については，渦流探傷検査により摩耗状況

を確認しているが，現状保全によって管理される程度の摩耗を想定した場合，

部材断面の減少による剛性低下は有意であるため，耐震安全性評価上着目すべ

き経年劣化事象として抽出する。 

炉内構造物 炉内構造物 
支持ピン（止めピン）の摩

耗 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

炉内構造物 炉内構造物 
炉心そうの中性子照射によ

る靭性低下 
◎ 

「日本機械学会 維持規格（JSME S NA1-2008）」に基づく評価では，照射誘起

型応力腐食割れ発生の可能性は小さいが，靭性値の低下は有意であるため，耐

震安全性評価上着目すべき経年劣化事象として抽出する。 

ケーブル ケーブルトレイ等 
ケーブルトレイ（本体）等

の腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

ケーブル ケーブルトレイ等 

電線管（本体）及びカップ

リングの外面からの腐食

（全面腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

◎：耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（13/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

ケーブル ケーブルトレイ等 
埋込金物（大気接触部）の

腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

ケーブル ケーブル接続部 
ボックスコネクタの腐食

（全面腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

ケーブル ケーブル接続部 架台の腐食（全面腐食） ■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

ケーブル ケーブル接続部 
オスコンタクト等の腐食

（全面腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電気設備 

メタルクラッド開

閉装置（メタク

ラ） 

パワーセンタ 

操作機構（遮断器）の固着 ■ 

固着の原因であるグリスの劣化は，温度等環境の影響によるものであり，地震

力により固着が助長されるものではなく，かつ本固着は耐震性に影響を及ぼす

パラメータの変化とは無関係であることから，耐震安全性に影響を与えるもの

ではない。 

電気設備 

メタルクラッド開

閉装置（メタク

ラ） 

パワーセンタ 

コントロールセン

タ 

主回路導体の腐食（全面腐

食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（14/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

電気設備 

メタルクラッド開

閉装置（メタク

ラ） 

パワーセンタ 

コントロールセン

タ 

筐体の腐食（全面腐食） ■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電気設備 

メタルクラッド開

閉装置（メタク

ラ） 

パワーセンタ 

コントロールセン

タ 

埋込金物（大気接触部）の

腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電気設備 動力変圧器 
接続銅板の腐食（全面腐

食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電気設備 動力変圧器 
鉄心締付ボルトの腐食（全

面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電気設備 

動力変圧器 

コントロールセン

タ 

取付ボルトの腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 

  



 

 

-
 
2
3
 
-
 
 

表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（15/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

コンクリート

構造物及び鉄

骨構造物 

鉄骨構造物 鉄骨の強度低下（腐食） ■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。  

計測制御設備 
プロセス計測制御

設備 

筐体，スタンション，ベー

スプレート，サポート及び

チャンネルベースの腐食

（全面腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

計測制御設備 
プロセス計測制御

設備 

取付ボルトの腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

計測制御設備 
プロセス計測制御

設備 

パイプハンガー及びパイプ

ハンガークランプの腐食

（全面腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

計測制御設備 

プロセス計測制御

設備 

制御設備 

埋込金物（大気接触部）の

腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

計測制御設備 
プロセス計測制御

設備 

計装用取出配管，計器元

弁，計装配管及び計器弁の

外面からの応力腐食割れ 

■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行であれば剛性はほとんど変化しないことから，耐震安全

性に影響を与えるものではない。 

計測制御設備 
プロセス計測制御

設備 

計装用取出配管（炭素鋼）

の内面からの腐食（全面腐

食） 

■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（16/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

計測制御設備 
プロセス計測制御

設備 

計装用取出配管及び計器元

弁（炭素鋼，銅合金又は銅

合金鋳物）の外面からの腐

食（全面腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

計測制御設備 制御設備 

筐体，チャンネルベース及

び取付ボルトの腐食（全面

腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

計測制御設備 制御設備 
主回路導体の腐食（全面腐

食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

空調設備 ファン 
ケーシング等の腐食（全面

腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

空調設備 ファン 
主軸及び軸継手の腐食（全

面腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

空調設備 

ファン 

電動機 

空調ユニット 

取付ボルトの腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（17/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

空調設備 電動機 
フレーム，端子箱及びブラ

ケットの腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

空調設備 空調ユニット 
骨組鋼材及び外板等の腐食

（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

空調設備 冷凍機 

圧縮機ケーシング及び吸込

管の外面の腐食（全面腐

食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

空調設備 冷凍機 

熱交換器胴板，水室及び冷

水系統の炭素鋼使用部位の

外面の腐食（全面腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

空調設備 冷凍機 
凝縮器伝熱管の内面腐食

（流れ加速型腐食） 
◎ 

定期的な渦流探傷検査を実施しているが，現状保全によって管理される程度の

腐食を想定した場合，部材断面の減少による剛性低下は有意であるため，耐震

安全性評価上着目すべき経年劣化事象として抽出する。 

空調設備 冷凍機 

凝縮器管側耐圧構成品の海

水による腐食（異種金属接

触腐食を含む） 

■ 

ライニングの状況を確認し機器の健全性を確認しており，万一はく離等が生じ

た場合であっても，当該部における腐食の進展は部分的なものであり，かつ減

肉量も少ないと考えられ，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加への

影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

◎：耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（18/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

空調設備 冷凍機 
凝縮器伝熱管のスケール付

着 
■ 

伝熱管のスケール付着による重量増加は，伝熱管本体の重量と比較して十分小

さく，スケール付着による固有振動数への影響は軽微であることから，耐震安

全性に影響を与えるものではない。 

空調設備 冷凍機 

架台，共通台板，取付ボル

ト及び支持脚の腐食（全面

腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

空調設備 冷凍機 
支持脚（スライド脚）の腐

食（全面腐食） 
■ 

耐震設計上，スライド脚のスライド方向への支持機能は期待せず，固定脚で支

持する設計としているため，スライド脚の腐食による固着については耐震安全

性に影響を与えるものではない。 

空調設備 ダクト 

接続鋼材，補強鋼材，接続

ボルト，サポート鋼材及び

埋込金物（大気接触部）の

腐食（全面腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

空調設備 ダクト 

外板，接続鋼材及び補強鋼

材の外面からの応力腐食割

れ 

■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行であれば剛性はほとんど変化しないことから，耐震安全

性に影響を与えるものではない。 

空調設備 ダクト 外板の腐食（全面腐食） ■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（19/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

空調設備 ダクト 伸縮継手の劣化 ■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行であれば剛性はほとんど変化しないことから，耐震安全

性に影響を与えるものではない。 

空調設備 ダンパ 

ケーシング，ダンパ羽根，

ハウジング及び閉鎖ウェイ

トの腐食（全面腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

空調設備 ダンパ 
シャフト及びブッシュ等の

摩耗 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

空調設備 ダンパ 
接続ボルトの腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

空調設備 ダンパ シャフトの固着 ■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，仮に摺動抵抗が増加して

も，機器の質量等，耐震に影響を及ぼすパラメータの変化とは関係なく，また，

地震力により摺動抵抗の増大が助長されるものではないことから，耐震安全性

に影響を与えるものではない。 

機械設備 重機器サポート 
サポートブラケット等大気

接触部の腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 重機器サポート 

サポートブラケット（サポ

ートリブ）の中性子及びγ

線照射脆化 

◎ 

原子炉容器サポートについては，運転開始後60年時点においても照射量は少な

く，脆性破壊が発生する可能性は小さいが，中性子及びγ線照射による材料の

靭性低下は有意であるため，耐震安全性評価上着目すべき経年劣化事象として

抽出する。 

◎：耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（20/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

機械設備 重機器サポート パッド摺動部の摩耗 ■ 

「技術評価」より当該部の摩耗量は少なく，また原子炉容器サポート部がすべ

て均等に摩耗することから，原子炉容器に傾きが生じる可能性は少なく，固有

振動数の変化及び評価断面の変化はほとんどないことから，耐震安全性に影響

を与えるものではない。 

機械設備 重機器サポート ヒンジ摺動部の摩耗 ◎ 

蒸気発生器サポート，１次冷却材ポンプサポートの支持脚ヒンジ摺動部の摩耗

については，現状保全によって管理される程度の摩耗を想定した場合，部材断

面の減少による剛性低下は有意であるため，耐震安全性評価上着目すべき経年

劣化事象として抽出する。 

機械設備 重機器サポート ピン等の摩耗 ■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 空気圧縮装置 

制御用空気圧縮機ケーシン

グ及び制御用空気だめ外面

等の大気接触部の腐食（全

面腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 空気圧縮装置 
制御用空気圧縮機クランク

シャフト等の摩耗 
■ 

剛性が十分にあることから，現状保全によって管理される程度の範囲の進行で

は，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加への影響は軽微であり，耐

震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 空気圧縮装置 
制御用空気圧縮機Ｖプーリ

の摩耗 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

◎：耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（21/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

機械設備 空気圧縮装置 

制御用空気圧縮機用電動機

フレーム，端子箱及びブラ

ケットの腐食（全面腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 空気圧縮装置 
制御用空気だめの腐食（全

面腐食） 
◎ 

目視確認により腐食の有無を確認しているが，制御用空気だめ内面について

は，現状保全によって管理される程度の腐食を想定した場合，部材断面の減肉

は有意であるため，耐震安全性評価上着目すべき経年劣化事象として抽出す

る。 

機械設備 空気圧縮装置 
ドレンセパレータ等の腐食

（全面腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 
燃料取扱設備（ク

レーン関係） 

走横行レール及びガータ等

の腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 
燃料取扱設備（ク

レーン関係） 

ワイヤロープの摩耗及び素

線切れ 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，耐荷重の低下はほとんどないため，耐震安全性に

影響を与えるものではない。 

機械設備 
燃料取扱設備（ク

レーン関係） 
ロッキングカムの摩耗 ■ 

ロッキングカムは，燃料集合体の支持機能を有するものではなく，また，クレ

ーンの主構造部ではない。このため，ロッキングカムの摩耗により，燃料集合

体の落下及びクレーン転倒に影響を生じることはないため，耐震安全性に影響

を与えるものではない。 

◎：耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（22/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

機械設備 
燃料取扱設備（ク

レーン関係） 

電動機（低圧）のフレーム

の腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 
燃料取扱設備（ク

レーン関係） 

電磁ブレーキのライニング

のはく離 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行であれば剛性はほとんど変化しないことから，耐震安全

性に影響を与えるものではない。 

機械設備 
燃料取扱設備（ク

レーン関係） 

筐体及びチャンネルベース

の腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 
燃料取扱設備（ク

レーン関係） 

取付ボルトの腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 燃料移送装置 
チェーン（ブッシュ部）の

摩耗 
■ 

チェーン（ブッシュ部）の摩耗は，ブッシュ部の長時間の摺動によるものであ

り，地震により摩耗が助長されるものではない。また，管理される程度の摩耗

による強度低下もほとんどないことから，耐震安全性に影響を与えるものでは

ない。 

機械設備 燃料移送装置 

枠，筐体，チャンネルベー

ス，取付ボルト及び基礎金

物（大気接触部）の腐食

（全面腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（23/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

機械設備 燃料移送装置 
減速機等の腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 燃料移送装置 
電動機（低圧）のフレーム

の腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 新燃料貯蔵設備 
サポート部材及び埋込金物

の腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 
原子炉容器上蓋付

属設備 
プランジャの摩耗 ■ 

プランジャは，圧力ハウジング内に支持されるラッチ機構の１部品であり，地

震時の荷重を受け持つ部材ではないことから，摩耗によって地震時の制御棒操

作機能を損なうことはないため，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 
原子炉容器上蓋付

属設備 

ラッチアーム及び駆動軸の

摩耗 
■ 

ラッチアームは，圧力ハウジング内に支持されるラッチ機構の１部品であり，

駆動軸は駆動軸サブアセンブリの１部品である。駆動軸は山部がラッチアーム

刃先上に乗ることで保持されている。 

許容摩耗量は幾何学的な拘束条件からラッチアーム刃先厚さとして決まるもの

であり，地震時においてもこの拘束条件及び許容摩耗量に変化はないことか

ら，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 
原子炉容器上蓋付

属設備 

耐震サポートの腐食（全面

腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（24/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

機械設備 
原子炉容器上蓋付

属設備 

コノシールガスケット取付

部の摩耗 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 
原子炉容器上蓋付

属設備 

ヘリコフレックスシール取

付部の腐食（隙間腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 制御棒クラスタ 被覆管の摩耗 ◎ 

被覆管の摩耗については，現状保全によって管理される程度の摩耗を想定した

場合，部材断面の減少による剛性低下は有意であるため，耐震安全性評価上着

目すべき経年劣化事象として抽出する。 

機械設備 制御棒クラスタ 

被覆管先端部の照射誘起割

れ（外径増加によるクラッ

ク） 

■ 

照射量の管理により，割れが発生する前に取替える対応としているが，万一，

割れが発生した場合においても，発生する割れは軸方向であることから，地震

により割れを進展させるものではない。また，制御棒と制御棒案内シンブルと

のギャップが十分確保されていることから，制御棒先端部に割れが発生したと

仮定しても制御棒の挿入性に影響はない。 

したがって，制御棒先端部の照射誘起割れによる耐震性への影響はない。  

機械設備 制御棒クラスタ 被覆管の照射クリープ ■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行であれば剛性はほとんど変化しないことから，耐震安全

性に影響を与えるものではない。 

機械設備 濃縮減容設備 
ステンレス鋼使用部位の応

力腐食割れ 
◎ 

蒸発器胴板及び加熱器伝熱管については，内面状態の確認や漏えい試験により

健全性を確認しているが，将来にわたって発生することが否定できないことか

ら，耐震安全性評価上着目すべき経年劣化事象として抽出する。 

◎：耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 

  



 

 

-
 
3
3
 
-
 
 

表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（25/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

機械設備 濃縮減容設備 
加熱器胴側胴板等の外面か

らの腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 濃縮減容設備 
炭素鋼耐圧構成品等の外面

からの腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 濃縮減容設備 
支持脚等の腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

機械設備 濃縮減容設備 
支持脚（スライド脚）の腐

食（全面腐食） 
■ 

耐震設計上，スライド脚のスライド方向への支持機能は期待せず，固定脚で支

持する設計としているため，スライド脚の腐食による固着については耐震安全

性に影響を与えるものではない。 

機械設備 基礎ボルト 
大気接触部の腐食（塗装あ

り部）（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関  

はずみ車等の外面からの腐

食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

シリンダライナ等純水接液

部の腐食（全面腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（26/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

吸気弁，排気弁の弁棒，

弁箱及びロートキャップ

の摩耗 

■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

空気冷却器管側耐圧構成

品の海水による腐食（異

種金属接触腐食を含む） 

■ 

ライニングの状況を確認し機器の健全性を確認しており，万一はく離等が生じ

た場合であっても，当該部における腐食の進展は部分的なものであり，かつ減

肉量も少ないと考えられ，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加への

影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

空気冷却器伝熱管の内面

の腐食（流れ加速型腐

食） 

◎ 

定期的な渦流探傷検査により伝熱管の健全性を確認しているが，現状保全によ

って管理される程度の腐食を想定した場合，部材断面の減少による剛性低下は

有意であるため，耐震安全性評価上着目すべき経年劣化事象として抽出する。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

空気冷却器伝熱管のスケ

ール付着 
■ 

伝熱管のスケール付着による重量増加は，伝熱管本体の重量と比較して十分小

さく，スケール付着による固有振動数への影響は軽微であることから，耐震安

全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

燃料油供給ポンプ軸と軸

スリーブの固着 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，仮に摺動抵抗が増加して

も，機器の質量等，耐震に影響を及ぼすパラメータの変化とは関係なく，また，

地震力により摺動抵抗の増大が助長されるものではないことから，耐震安全性

に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

燃料油供給ポンプ調圧弁

弁体等の摩耗 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

◎：耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（27/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

始動弁弁箱等の摺動部の

摩耗 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

燃料噴射ポンプ調整装置

組立品各リンクの固着 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，仮に摺動抵抗が増加して

も，機器の質量等，耐震に影響を及ぼすパラメータの変化とは関係なく，また，

地震力により摺動抵抗の増大が助長されるものではないことから，耐震安全性

に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

ピストン等の摺動部の摩

耗 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

ピストン上部燃焼室面等

の腐食（全面腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

ピストン上部頂面等燃焼

室構成部品へのカーボン

堆積 

■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，カーボン堆積による固有振動数への影響は軽微で

あることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

クランク軸等の高サイク

ル疲労割れ 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行であれば剛性はほとんど変化しないことから，耐震安全

性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（28/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

歯車及び歯車ポンプケー

シングの摩耗 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

ねじり振動防止装置の摩

耗 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

ねじり振動防止装置の腐

食（全面腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 カム軸等の摩耗 ■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

シリンダ冷却水ポンプ羽

根車の腐食（キャビテー

ション） 

■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 
ディーゼル機関 

過給機タービンハウジン

グ等へのカーボン堆積 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，カーボン堆積による固有振動数への影響は軽微で

あることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（29/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

ポンプ 

ケーシング等の内面から

の腐食（全面腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

ポンプ 

ケーシング等の外面の腐

食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

ポンプ 

台板及び取付ボルトの腐

食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

ポンプ 

フレーム，端子箱及びブ

ラケットの腐食（全面腐

食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

ポンプ 

主軸等の摩耗 ■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

ポンプ 

主軸等の高サイクル疲労

割れ 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行であれば剛性はほとんど変化しないことから，耐震安全

性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（30/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

ポンプ 

羽根車の腐食（キャビテ

ーション） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

熱交換器 

伝熱管の摩耗及び高サイ

クル疲労割れ 
■ 

伝熱管の摩耗及び高サイクル疲労割れは，邪魔板の管穴が腐食等により拡大し

た場合に発生するものであるが，現状保全によって管理される程度の範囲の進

行では，固有振動数への影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与え

るものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

熱交換器 

伝熱管の内面からのスケ

ール付着 
■ 

伝熱管のスケール付着による重量増加は，伝熱管本体の重量と比較して十分小

さく，スケール付着による固有振動数への影響は軽微であることから，耐震安

全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

熱交換器 

胴側耐圧構成品の内面及

び邪魔板の腐食（全面腐

食） 

■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

熱交換器 

管側耐圧構成品の海水に

よる腐食（異種金属接触

腐食） 

■ 

ライニングの状況を確認し機器の健全性を確認しており，万一はく離等が生じ

た場合であっても，当該部における腐食の進展は部分的なものであり，かつ減

肉量も少ないと考えられ，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加への

影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

熱交換器 

水室等の外面からの腐食

（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（31/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

熱交換器 

支持脚の腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

容器 

胴板等耐圧構成品の外面

からの腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

容器 

取付脚等の腐食（全面腐

食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

容器 

胴板等の内面からの腐食

（全面腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

容器 

エレメント等の目詰り ■ 

エレメント等の目詰りは，地震力により助長されるものではなく，また，エレ

メント等が目詰りしたとしても，待機側と切替えることで機械的特性はほとん

ど変化しないため，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

容器 

取付ボルトの腐食（全面

腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（32/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

配管 

母管の内面からの腐食

（全面腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

配管 

母管の外面からの腐食

（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

弁 

本体，弁箱及び弁蓋等の

内面からの腐食（全面腐

食） 

■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

弁 

本体及び弁蓋等の外面か

らの腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（機械） 

ディーゼル機関付属

設備 

弁 

弁棒，ピストン，手動弁

棒及び弁座の摩耗 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（電気） 
ディーゼル発電機 

フレーム，エンドカバ

ー，冷却ファン，軸受

台，インダクタ及びベッ

ドの腐食（全面腐食） 

■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（電気） 
ディーゼル発電機 

取付ボルトの腐食（全面

腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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表４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果（33/33） 

機器分類 型式 経年劣化事象 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果 

事象区分 判断理由 

電源設備 

（電気） 

直流電源設備 

計装用分電盤 

架台，筐体及び取付ボル

トの腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（電気） 

直流電源設備 

計装用分電盤 

埋込金物（大気接触部）

の腐食（全面腐食） 
■ 

塗膜等の管理を行っており，仮に腐食が発生しても，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（電気） 

直流電源設備 

計装用分電盤 

主回路導体の腐食（全面

腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（電気） 

無停電電源 

計装用分電盤 
筐体の腐食（全面腐食） ■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

電源設備 

（電気） 
無停電電源 

埋込ベース（大気接触

部）の腐食（全面腐食） 
■ 

日常の保全活動により機器の健全性を維持しており，現状保全によって管理さ

れる程度の範囲の進行では，固有振動数の変化及び断面減少による応力増加へ

の影響は軽微であることから，耐震安全性に影響を与えるものではない。 

■：現在発生しているか，又は，将来にわたって起こることが否定できないが，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無視」できるもの 
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３. 個別機器の耐震安全性評価 

 





 3.1.1 

3.1 ポンプ 

本章は，泊２号炉で使用されている主要なポンプに係わる経年劣化事象について，

耐震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号炉の主要機器については，既

に「技術評価」において経年劣化事象に対する健全性評価を行うとともに，現状保

全の評価を実施しているため，本章においてはこれら検討結果を前提条件とし，評

価を実施することとする。 

 

3.1.1 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要なポンプ（「技術評価」の評価対象機器）を評

価対象機器とする。なお，評価対象ポンプを表3.1-1～表3.1-3に示す。 

 

3.1.2 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象ポンプをタイプ等を基に分類しているが，

本検討においてもこの分類に従って整理するものとし，それぞれの分類ごとに，

「技術評価」における代表機器を本検討の代表機器とする。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要度

の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価するこ

ととする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.1-1～表3.1-3の「耐震安全性評

価代表機器」に示す。 

 

なお，１次冷却材ポンプのサポートは3.14章機械設備「重機器サポート」に

て評価を実施している。 
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表3.1-1 泊２号炉 ターボポンプの代表機器 

分離基準 

機器名称（台数） 

選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 重要度*2 

使用条件 

耐震 

重要度 

型式 流体 材料 運転状態*4 
最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

(℃) 

ターボポンプ 

たて置斜流 
海水 ステンレス鋼 原子炉補機冷却海水ポンプ（4） MS-1 

連続 

[連続] 
約0.7 約 50 Ｓ ○ ○ 

ターボポンプ 

横置うず巻 

１次冷却材 ステンレス鋼 

余熱除去ポンプ（2） MS-1 

連続(余熱除去時) 

一時(低圧注入時) 

[連続] 

約4.5 約200 Ｓ ○ ○ 

ほう酸ポンプ（2） MS-1 
連続 

[連続] 
約1.4 約 95 Ｓ   

燃料取替用水ポンプ（2） MS-2 
連続 

[連続] 
約1.0 約 95 Ｓ   

ヒドラジン水 炭素鋼 原子炉補機冷却水ポンプ（4）*1 MS-1 
連続 

[連続] 
約1.4 約 95 Ｓ ○ ○ 

給水 炭素鋼 補助蒸気ドレンポンプ（4）*1 高*3 
一時 

[一時] 
約0.5 約100 Ｃ ○ ○ 

*1：ケーシングは炭素鋼鋳鋼，主軸はステンレス鋼，羽根車はステンレス鋼鋳鋼。 

*2：機能は最上位の機能を示す。 

*3：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 

*4：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.1-2 泊２号炉 往復ポンプの代表機器 

機器名称（台数） 重要度
*1
 

使用条件 
耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 運転状態
*2
 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

充てんポンプ（3） MS-1 
連続 

［連続］ 
約18.8 約95 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.1-3 泊２号炉 １次冷却材ポンプの代表機器 

機器名称（台数） 重要度
*1
 

使用条件 
耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 運転状態
*2
 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

１次冷却材ポンプ（2） PS-1 
連続 

[－] 
約17.2 約343 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

 



 3.1.5 

3.1.3 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

(1) 「技術評価」での検討結果の整理 

3.1.2項で選定した代表ポンプについて，「技術評価」で検討された経年劣

化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉ポンプの

技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象

に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.1-4～表3.1-6参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.1-4～表3.1-6中に記載した。 
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表3.1-4 泊２号炉 ターボポンプに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 原子炉補機 

冷却海水 

ポンプ 

余熱除去 

ポンプ 

原子炉 

補機冷却水 

ポンプ 

補助蒸気 

ドレン 

ポンプ 

バウンダリの 

維持 

ケーシング， 

ケーシングカバー 
疲労割れ － ○ － －  

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.1-5 泊２号炉 往復ポンプに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

充てんポンプ 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.1-6 泊２号炉 １次冷却材ポンプに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

１次冷却材ポンプ 

バウンダリの 

維持 
ケーシング 

疲労割れ ○ 
 

熱時効 ○ 
 

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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(2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.1.3項(1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.1-7～

表3.1-9に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a. ターボポンプにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

ターボポンプにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.1-4），現在発生しているか，

又は将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとおりである。 

・ケーシング（ケーシングカバーを含む）の疲労割れ（余熱除去ポンプ） 

 

本経年劣化事象については機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響

が「軽微若しくは無視」できるとは言えず，耐震安全性評価対象（表3.1-7

で◎となっているもの）とした。 

 

b. 往復ポンプにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

往復ポンプにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」

での検討結果に基づき整理した結果（表3.1-5），現在発生しているか，又は

将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.1-8参照） 

 

c. １次冷却材ポンプにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

１次冷却材ポンプにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技

術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.1-6），現在発生している

か，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとおりで

ある。 

・ケーシングの疲労割れ 

・ケーシングの熱時効 

 

これら経年劣化事象は，機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が

「軽微若しくは無視」できるとは言えず，すべて耐震安全性評価対象（表

3.1-9で◎となっているもの）とした。 
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表3.1-7 泊２号炉 ターボポンプの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

原子炉補機 

冷却海水 

ポンプ 

余熱除去 

ポンプ 

原子炉 

補機冷却水 

ポンプ 

補助蒸気 

ドレン 

ポンプ 

ケーシング， 

ケーシングカバー 
疲労割れ － ◎ － － 

◎：以降で評価する 

―：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.1-8 泊２号炉 往復ポンプの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

充てんポンプ 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.1-9 泊２号炉 １次冷却材ポンプの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

１次冷却材ポンプ 

ケーシング 

疲労割れ ◎ 

熱時効 ◎ 

◎：以降で評価する 
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3.1.4 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項にて整理し抽出した経年劣化事象及び2.2項(2)bの表４で耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象に対して耐震安全性評価を実施する。 

(1) ケーシング（ケーシングカバーを含む）の疲労割れに対する耐震安全性評価

（余熱除去ポンプ，１次冷却材ポンプ） 

耐震安全性評価では，地震時の発生応力を求め，「技術評価」での疲労評価

結果を加味して評価した。 

結果は，表3.1-10に示すとおりであり，通常運転時及び地震時の疲労累積

係数の合計は1以下であり，ポンプケーシングの疲労割れは，耐震安全性評価

上問題ない。 

 

表3.1-10 泊２号炉 ポンプケーシングの疲労割れに対する評価結果 

評価対象 
耐震 
重要度 

疲労累積係数 
（許容値1以下） 

通常 
運転時 

地震時 合計 

余熱除去ポンプ ケーシング Ｓ 
ＳＳ 0.152 0.000 0.152 

Ｓ１ 0.152 0.000 0.152 

1次冷却材ポンプ 

ケーシング
脚部 

Ｓ 
ＳＳ 0.841*1 0.000 0.841 

Ｓ１ 0.841*1 0.000 0.841 

ケーシング
吐出ノズル 

Ｓ 

ＳＳ 0.847*1 0.000 0.847 

Ｓ１ 0.847*1 0.000 0.847 

ケーシング
吸込ノズル 

Ｓ 
ＳＳ 0.035*1 0.000 0.035 

Ｓ１ 0.035*1 0.000 0.035 

*1：日本機械学会 環境疲労評価手法（JSME S NF1-2009）に基づき環境を考慮した値 
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(2) ケーシングの熱時効に対する耐震安全性評価（１次冷却材ポンプ） 

熱時効が靭性に及ぼす影響は，フェライト量が多いほど，また使用温度が

高いほど大きくなり，使用条件としては応力が大きいほど厳しくなることか

ら，各条件を比較し評価を行う。 

１次冷却材ポンプケーシングは，１次冷却材管（ホットレグ直管）と比較

すると，表3.1-11に示すとおり，ポンプケーシングの方が使用温度は低く，

応力は小さいがフェライト量が多い。このため，１次冷却材ポンプケーシン

グのフェライト量を考慮した１次冷却材管の熱時効評価を実施し，耐震安全

上問題とならないことを確認した。 

したがって，より条件の厳しい１次冷却材管で熱時効による不安定破壊を

起こさないことが確認されていることから，１次冷却材ポンプケーシングの

熱時効についても１次冷却材管と同様に，耐震安全性評価上問題ない。 

 

表3.1-11 泊２号炉 １次冷却材ポンプケーシングと１次冷却材管の条件比較 

耐震 

重要度 
評価対象 

フェライト量*1 

(％) 

使用温度*1 

(℃) 
応力(MPa)*2 

Ｓ ＳＳ 

１次冷却材ポンプ 

ケーシング 

（吐出ノズル） 

約12.6 約288 約134 

１次冷却材管 

（ホットレグ直管） 
約10.7*3 約323 約171 

*1：フェライト量が多く，使用温度が高いほど熱時効による亀裂進展抵抗が小さく（厳

しく）なる。 

*2：応力が大きくなるほど亀裂進展力が大きく（厳しく）なる。 

*3：１次冷却材管（ホットレグ直管）のフェライト量は約10.7％であるが，保守的に厳

しい値である約12.6％として評価を実施した。 
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3.1.5 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施する

こととする。 

 

3.1.5.1 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

3.1.3項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討結果を用いて，代表機器以外の評価対象機器につ

いても，「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用い

て整理を行った。 

 

(1) ケーシング（ケーシングカバーを含む）の疲労割れ 

ケーシング（ケーシングカバーを含む）の疲労割れに関しては，評価対

象機器すべてを評価しているため，代表機器以外の機器はない。 

 

(2) ケーシングの熱時効 

ケーシングの熱時効に関しては，評価対象機器すべてを評価しているた

め，代表機器以外の機器はない。 

 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器におけ

る抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

3.1.5.2 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.1.3項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器の

振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる事象

を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体において

代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 
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3.1.5.3 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，3.1.5.2項で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象が

抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象

に対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については表3.1-

1を参照のこと） 

 

(1) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 

 

3.1.6 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

ポンプにおける高経年化に対する技術評価により，各部位に想定される経年

劣化事象については，現状の保全対策により機器に与える影響が十分小さいこ

とを確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価

の実施により，ポンプにおける動的機能維持に必要となる部位での経年劣化事

象は，機器の振動応答特性への影響が「軽微若しくは無視」できる事象である

ことを確認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求され

る機器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回るもの

ではないと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断する。 

 

3.1.7 保全対策に反映すべき項目の抽出 

ポンプにおいては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全性の観

点から追加すべき項目はない。 

 



 3.2.1 

3.2 熱交換器 

本章は，泊２号炉で使用されている主要な熱交換器に係わる経年劣化事象につい

て，耐震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号炉の主要機器については，

既に「技術評価」において経年劣化事象に対する健全性評価を行うとともに，現状

保全の評価を実施しているため，本章においてはこれら検討結果を前提条件とし，

評価を実施することとする。 

 

3.2.1 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要な熱交換器（「技術評価」の評価対象機器）を

評価対象機器とする。なお，評価対象熱交換器を表3.2-1～表3.2-3に示す。 

 

3.2.2 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象熱交換器をタイプ等を基に分類しているが，

本検討においてもこの分類に従って整理するものとし，それぞれの分類ごとに，

「技術評価」における代表機器を本検討の代表機器とする。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要度

の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価するこ

ととする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.2-1～表3.2-3の「耐震安全性評

価代表機器」に示す。 

 

なお，蒸気発生器のサポートは3.14章機械設備「重機器サポート」にて評価

を実施している。 
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表3.2-1 泊２号炉 多管円筒形熱交換器の代表機器 

分離基準 

機器名称（台数） 

選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 重要度*1 

使用条件（管側／胴側） 

耐震 

重要度 

型式 
流体 

(管側／胴側) 

材料 運転 
状態*4 

最高 
使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高 
使用温度 

(℃) 胴板 水室 伝熱管 

多管円筒形 
Ｕ字管形 

１次冷却材 
／１次冷却材 

ステンレス鋼 ステンレス鋼 ステンレス鋼 再生熱交換器(1)*2 MS-1 
連続 

［連続］ 
約18.8/ 

約17.2 

約343/ 

約343 
Ｓ ○ ○ 

１次冷却材／ 
ヒドラジン水 

炭素鋼 ステンレス鋼 ステンレス鋼 

余熱除去冷却器(2) MS-1 
一時 

［連続］ 
約 4.5/ 

約 1.4 

約200/ 

約 95 
Ｓ ○ ○ 

封水冷却器(1) PS-2 
連続 

［連続］ 
約 1.0/ 

約 1.4 

約 95/ 

約 95 
Ｂ   

非再生冷却器(1) PS-2 
連続 

［連続］ 
約 4.5/ 

約 1.4 

約200/ 

約 95 
Ｂ   

余剰抽出冷却器(1) PS-2 
一時 

［連続］ 
約17.2/ 

約 1.4 

約343/ 

約 95 
Ｂ   

１次冷却材／ 
蒸気 

炭素鋼 ステンレス鋼 ステンレス鋼 燃料取替用水加熱器(1) 高*3 
連続 

［連続］ 
約 1.0/ 

約 0.9 

約 95/ 

約185 
Ｂ ○ ○ 

多管円筒形 
直管形 

海水／ 
ヒドラジン水 

炭素鋼 炭素鋼 銅合金 原子炉補機冷却水冷却器(4) MS-1 
連続 

［連続］ 
約 0.7/ 

約 1.4 

約 50/ 

約 95 
Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：第１０回定期検査時（2003～2004年度）に再生熱交換器については，一体取替（内筒のない構造に変更）。 

*3：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 

*4：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.2-2 泊２号炉 蒸気発生器の代表機器 

機器名称（台数） 重要度*1 

使用条件（１次側／２次側） 

耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 運転状態*2 
最高使用圧力

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

蒸気発生器(2) PS-1 
連続 

［－］ 

約17.2/ 

約 7.5 

約343/ 

約291 
Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.2-3 泊２号炉 サンプルクーラの代表機器 

分離基準 

機器名称（台数） 重要度*1 

選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 

使用条件（管側／胴側） 

耐震 

重要度 型式 
流体 

(管側／胴側) 

材料 
運転 

状態*3 

最高 

使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高 

使用温度 

(℃) 胴 伝熱管 

２重管式 

１次冷却材／ 

ヒドラジン水 
ステンレス鋼 ステンレス鋼 サンプル冷却器（2） MS-2 

連続 

［連続］ 

約17.2/ 

約 1.4 

約360/ 

約 95 
Ｃ ○ ○ 

空気／ 

ヒドラジン水 
ステンレス鋼 ステンレス鋼 格納容器雰囲気ガスサンプル冷却器（1) 高*2 

一時 

［一時］ 

約0.98/ 

約1.4 

約129/ 

約 95 
Ｃ   

蒸気／ 

ヒドラジン水 
ステンレス鋼 ステンレス鋼 補助蒸気復水モニタ冷却器（1) 高*2 

連続 

［連続］ 

約0.93/ 

約1.4 

約185/ 

約 95 
Ｃ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 

*3：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

 



 3.2.5 

3.2.3 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

(1) 「技術評価」での検討結果の整理 

3.2.2項で選定した代表熱交換器について，「技術評価」で検討された経年

劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉熱交換

器の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.2-4～表3.2-6参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.2-4～表3.2-6中に記載した。 

 



 

3.2.6
 

表3.2-4 泊２号炉 多管円筒形熱交換器に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 再生 

熱交換器 

余熱除去 

冷却器 

燃料取替用水

加熱器 

原子炉補機 

冷却水冷却器 

バウンダリの

維持 
管板 疲労割れ ○ ○ － －  

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 

  



 

3.2.7
 

表3.2-5 泊２号炉 蒸気発生器に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

蒸気発生器 

バウンダリの維持 管板及び給水入口管台 疲労割れ ○  

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 



 

3.2.8
 

表3.2-6 泊２号炉 サンプルクーラに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

サンプル冷却器 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 

 



 3.2.9 

(2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.2.3項(1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.2-7～

表3.2-9に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a. 多管円筒形熱交換器において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

多管円筒形熱交換器において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を

「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.2-4），現在発生して

いるか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとお

りである。 

・管板の疲労割れ（再生熱交換器，余熱除去冷却器） 

 

本経年劣化事象については機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響

が「軽微若しくは無視」できるとは言えず，耐震安全性評価対象（表3.2-7

で◎となっているもの）とした。 

 

b. 蒸気発生器において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

蒸気発生器において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」

での検討結果に基づき整理した結果（表3.2-5），現在発生しているか，又は

将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとおりである。 

・管板及び給水入口管台の疲労割れ 

 

本経年劣化事象については機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響

が「軽微若しくは無視」できるとは言えず，耐震安全性評価対象（表3.2-8

で◎となっているもの）とした。 

 

c. サンプルクーラにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

サンプルクーラにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.2-6），現在発生しているか，又

は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.2-9参照） 

 



 

3.2.10
 

表3.2-7 泊２号炉 多管円筒形熱交換器の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 
 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

再生 

熱交換器 

余熱除去 

冷却器 

燃料取替用水

加熱器 

原子炉補機 

冷却水冷却器 

管板 疲労割れ ◎ ◎ － － 

◎：以降で評価する 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 



 

3.2.11
 

表3.2-8 泊２号炉 蒸気発生器の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

蒸気発生器 

管板及び給水入口管台 疲労割れ ◎ 

◎：以降で評価する 

 



 

3.2.12
 

表3.2-9 泊２号炉 サンプルクーラの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

サンプル冷却器 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 

 



 3.2.13 

3.2.4 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項にて整理し抽出した経年劣化事象及び2.2項(2)bの表４で耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象に対して耐震安全性評価を実施する。 

(1) 管板の疲労割れに対する耐震安全性評価（再生熱交換器，余熱除去冷却器） 

耐震安全性評価では，地震時の発生応力を求め，「技術評価」での疲労評価

結果を加味して評価した。 

結果は，表3.2-10に示すとおりであり，通常運転時及び地震時の疲労累積

係数の合計は1以下であり，管板の疲労割れは，耐震安全性評価上問題ない。 

 

表3.2-10 泊２号炉 管板の疲労割れに対する評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 

疲労累積係数 

(許容値1以下) 

通常運転時 地震時 合計 

再生熱交換器 Ｓ 
ＳＳ 0.076*1 0.000 0.076 

Ｓ１ 0.076*1 0.000 0.076 

余熱除去冷却器 Ｓ 

ＳＳ 0.019*1 0.000 0.019 

Ｓ１ 0.019*1 0.000 0.019 

*1：日本機械学会 環境疲労評価手法（JSME S NF1-2009）に基づき環境を考慮した値 

 



 3.2.14 

(2) 管板及び給水入口管台の疲労割れに対する耐震安全性評価（蒸気発生器） 

耐震安全性評価では，地震時の発生応力を求め，「技術評価」での疲労評価

結果を加味して評価した。 

結果は，表3.2-11に示すとおりであり，通常運転時及び地震時の疲労累積

係数の合計は1以下であり，管板及び給水入口管台の疲労割れは，耐震安全性

評価上問題ない。 

 

表3.2-11 泊２号炉 管板及び給水入口管台の疲労割れに対する評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 

疲労累積係数 

（許容値1以下） 

通常運転時 地震時 合計 

管板廻り Ｓ 
ＳＳ 0.187*1 0.001 0.188 

Ｓ１ 0.187*1 0.000 0.187 

給水入口管台 Ｓ 
ＳＳ 0.387*1 0.000 0.387 

Ｓ１ 0.387*1 0.000 0.387 

*1：日本機械学会 環境疲労評価手法（JSME S NF1-2009）に基づき環境を考慮した値 



 3.2.15 

(3) 伝熱管の内面腐食（流れ加速型腐食）に対する耐震安全性評価 

（原子炉補機冷却水冷却器） 

耐震安全性評価では，伝熱管の地震時の発生応力を算出し評価した。算出

にあたり，腐食により伝熱管が施栓基準まで一様減肉することを想定し，解

析モデルは両端支持はりモデル（「固定－支持」又は「支持－支持」）を使用

した。  

結果は，表3.2-12に示すとおりであり，地震時の伝熱管の発生応力は許容

応力を超えることはなく，伝熱管の内面腐食は，耐震安全性評価上問題ない。 

 

表3.2-12 泊２号炉 伝熱管の内面腐食に対する評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 
応力比*1 

原子炉補機冷却水冷却器 Ｓ ＳＳ
*2 0.11 

 

*1：応力比＝一次応力／許容応力 

*2：ＳＳ地震力がＳ１地震力及びＳクラスの機器に適用される静的地

震力より大きく，ＳＳ地震力による評価応力がＳ１地震力及びＳ

クラスの機器に適用される静的地震力の許容応力を下回るため，

Ｓ１地震力及び静的地震力による評価を省略した。 

 



 3.2.16 

3.2.5 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施する

こととする。 

 

3.2.5.1 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

3.2.3項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討結果を用いて，代表機器以外の評価対象機器につ

いても，「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用い

て整理を行った。 

 

(1) 管板及び給水入口管台の疲労割れ 

管板及び給水入口管台の疲労割れに関しては，評価対象機器すべてを評

価しているため，代表機器以外の機器はない。 

 

(2) 伝熱管の内面腐食（流れ加速型腐食） 

伝熱管の内面腐食（流れ加速型腐食）に関しては，評価対象機器すべて

を評価しているため，代表機器以外の機器はない。 

 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器におけ

る抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

  



 3.2.17 

3.2.5.2 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.2.3項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器の

振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる事象

を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体において

代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3.2.5.3 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，3.2.5.2項で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象が抽

出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対

する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については表3.2-1～表

3.2-3を参照のこと）  

 

(1) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 

 

3.2.6 保全対策に反映すべき項目の抽出 

熱交換器においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全性の

観点から追加すべき項目はない。 





 3.3.1 

3.3 ポンプ用電動機 

本章は，泊２号炉で使用されている主要なポンプ用電動機に係わる経年劣化事象

について，耐震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号炉の主要機器につ

いては，既に「技術評価」において経年劣化事象に対する健全性評価を行うととも

に，現状保全の評価を実施しているため，本章においてはこれら検討結果を前提条

件とし，評価を実施することとする。 

 

3.3.1 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要なポンプ用電動機（「技術評価」の評価対象機

器）を評価対象機器とする。なお，評価対象ポンプ用電動機を表3.3-1及び表

3.3-2に示す。 

 

3.3.2 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象ポンプ用電動機を電圧区分を基に分類して

いるが，本検討においてもこの分類に従って整理するものとし，それぞれの分

類ごとに，「技術評価」における代表機器を本検討の代表機器とする。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要度

の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価するこ

ととする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.3-1及び表3.3-2の「耐震安全性

評価代表機器」に示す。 
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表3.3-1 泊２号炉 高圧ポンプ用電動機の代表機器 

分離基準 
機器名称 

（台数） 

仕様 

（定格出力× 

定格回転数） 

（kW×rpm） 

選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 電圧 

区分 
型式 

設置 

場所 
運転状態*2 

電圧 

（V） 

周囲温度 

（℃） 

高圧 全閉 屋内 

原子炉補機冷却海水ポンプ用 

電動機(4） 
340×  985 MS-1 

連続 

[連続] 
6,600 約40 Ｓ ○ ○ 

余熱除去ポンプ用電動機(2) 250×1,470 MS-1 

連続（余熱除去時） 

一時（低圧注入時） 

[連続] 

6,600 約40 Ｓ   

原子炉補機冷却水ポンプ用 

電動機(4) 
250×1,470 MS-1 

連続 

[連続] 
6,600 約40 Ｓ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.3-2 泊２号炉 低圧ポンプ用電動機の代表機器 

分離基準 
機器名称 

（台数） 

仕様 

（定格出力× 

定格回転数） 

（kW×rpm） 

選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 電圧 

区分 
型式 

設置 

場所 
運転状態*2 

電圧 

（V） 

周囲温度 

（℃） 

低圧 全閉 屋内 

充てんポンプ用電動機(3) 
132×1,465(1台) 

110×1,465(2台) 
MS-1 

連続 

[連続] 
440 約40 Ｓ ○ ○ 

ほう酸ポンプ用電動機(2) 11×2,910 MS-1 
連続 

[連続] 
440 約40 Ｓ   

燃料取替用水ポンプ用電動機(2) 22×2,940 MS-2 
連続 

[連続] 
440 約40 Ｓ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

 



 3.3.4 

3.3.3 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

(1) 「技術評価」での検討結果の整理 

3.3.2項で選定した代表ポンプ用電動機について，「技術評価」で検討され

た経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉

ポンプ用電動機の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要の

ある経年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.3-3

及び表3.3-4参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.3-3及び表3.3-4中に記載した。 
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表3.3-3 泊２号炉 高圧ポンプ用電動機に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 原子炉補機冷却海水 

ポンプ用電動機 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.3-4 泊２号炉 低圧ポンプ用電動機に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 
充てんポンプ用電動機 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 

 



 3.3.7 

(2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.3.3項(1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.3-5及

び表3.3-6に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a. 高圧ポンプ用電動機において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

高圧ポンプ用電動機において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を

「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.3-3），現在発生し

ているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は，抽出さ

れなかった。（表3.3-5参照）  

 

b. 低圧ポンプ用電動機において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

低圧ポンプ用電動機において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を

「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.3-4），現在発生し

ているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は，抽出さ

れなかった。（表3.3-6参照）  
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表3.3-5 泊２号炉 高圧ポンプ用電動機の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

原子炉補機冷却海水ポンプ用電動機 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.3-6 泊２号炉 低圧ポンプ用電動機の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

充てんポンプ用電動機 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 



 3.3.10 

3.3.4 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，ポンプ用電動機の代表機器

において，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

3.3.5 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施する

こととする。 

 

3.3.5.1 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

3.3.3項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討を行った結果，経年劣化事象は抽出されなかった。 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器におけ

る抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

3.3.5.2 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.3.3項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器の

振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる事象

を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体において

代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3.3.5.3 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，3.3.5.2項で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象が

抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に

対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については表3.3-1及

び表3.3-2を参照のこと）  

 

(1) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 

  



 3.3.11 

3.3.6 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

ポンプ用電動機における高経年化に対する技術評価により，各部位に想定さ

れる経年劣化事象については，現状の保全対策により機器に与える影響が十分

小さいことを確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価

の実施により，ポンプ用電動機における動的機能維持に必要となる部位での経

年劣化事象は，機器の振動応答特性への影響が「軽微若しくは無視」できる事

象であることを確認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求され

る機器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回るもの

ではないと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断する。 

 

3.3.7 保全対策に反映すべき項目の抽出 

ポンプ用電動機においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安

全性の観点から追加すべき項目はない。 

 





 3.4.1 

3.4 容器 

本章は，泊２号炉で使用されている主要な容器に係わる経年劣化事象について，

耐震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号炉の主要機器については，既

に「技術評価」において経年劣化事象に対する健全性評価を行うとともに，現状保

全の評価を実施しているため，本章においてはこれら検討結果を前提条件とし，評

価を実施することとする。 

 

3.4.1 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要な容器（「技術評価」の評価対象機器）を評価

対象機器とする。なお，評価対象容器を表3.4-1～表3.4-10に示す。 

 

3.4.2 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象容器をタイプ等を基に分類しているが，本

検討においてもこの分類に従って整理するものとし，それぞれの分類ごとに，

「技術評価」における代表機器を本検討の代表機器とする。ただし，グループ

内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要度の上位の機器が存在

する場合には，これについても代表機器として評価することとする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.4-1～表3.4-10の「耐震安全性評

価代表機器」に示す。 

 

なお，原子炉容器及び加圧器のサポートは，3.14章機械設備「重機器サポー

ト」にて評価を実施している。 
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表3.4-1 泊２号炉 原子炉容器の代表機器 

機器名称（台数） 重要度
*1
 

使用条件 
耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 運転状態*2 
最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

(℃) 

原子炉容器(1) PS-1 
連続 

［－］ 
約17.2 約343 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.4-2 泊２号炉 加圧器本体の代表機器 

機器名称（台数） 重要度
*1
 

使用条件 
耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 運転状態*2 
最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

(℃) 

加圧器(1) PS-1 
連続 

［－］ 
約17.2 約360 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.4-3 泊２号炉 加圧器ヒータの代表機器 

機器名称（台数） 重要度
*1
 

主要寸法 

（φ×L） 

（mm×mm） 

使用条件 
耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 運転状態*2 
最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

(℃) 

加圧器後備ヒータ(48) MS-2 約22×約1,865 
一時 

［－］ 
約17.2 約360 Ｓ ○ ○ 

注：主要寸法の長さ（L）にはアダプタ部は含まない。 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.4-4 泊２号炉 原子炉格納容器本体の代表機器 

機器名称（台数） 重要度
*1
 

使用条件 
耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 運転状態*2 
最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

(℃) 

原子炉格納容器(1) MS-1 
連続 

［連続］ 
約0.25 約129 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.4-5(1/5) 泊２号炉 機械ペネトレーションの代表機器 
分離基準 

貫通部 

番号 
ライン名 

仕様 選定基準 
｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
型式 

配管口径 

(mm) 重要度
*1
 

最高使用温度 

(℃) 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

耐震 

重要度 

固定式 

配管 

貫通部 

161 余熱除去出口配管（Ａループ） 267.4 MS-1 約 200 約 4.51 Ｓ ○ ○ 

162 余熱除去出口配管（Ｂループ） 267.4 MS-1 約 200 約 4.51 Ｓ ○ ○ 

211 
Ａ事故後１次冷却材サンプル戻り配管 

Ａ格納容器水素パージドレン配管 
27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

212 加圧器及び１次冷却材サンプル取出し配管 27.2 MS-1 約 360 約17.2 Ｓ   

213 
Ｂ格納容器雰囲気ガスサンプリング取出し配管 

Ｂ格納容器雰囲気ガスサンプリング戻り配管 
27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

214 蓄圧タンクサンプル配管 27.2 MS-1 約 150 約 5.49 Ｓ   

215 
Ｂ事故後１次冷却材サンプル戻り配管 

Ｂ格納容器水素パージドレン配管 
27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

216 １次冷却材サンプル取出し配管 27.2 MS-1 約 343 約17.2 Ｓ   

217 
Ａ格納容器雰囲気ガスサンプリング取出し配管 

Ａ格納容器雰囲気ガスサンプリング戻り配管 
27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

221 格納容器冷却材ドレンポンプ出口配管 89.1 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

222 Ａ１次冷却材ポンプ封水注入配管 60.5 MS-1 約 129 約18.8 Ｓ   

223 １次冷却材管低温側高圧注入配管 89.1 MS-1 約 150 約17.2 Ｓ   

225 １次冷却材管高温側高圧注入配管 89.1 MS-1 約 150 約17.2 Ｓ   

226 格納容器冷却材ドレンタンクガス分析器連絡管 27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

227 格納容器サンプポンプ出口配管 48.6 MS-1 約 129 約 0.98 Ｓ   

231 格納容器冷却材ドレンタンクベントヘッダ連絡管 60.5 MS-1 約 129 約 0.98 Ｓ   

235 蓄圧タンクテスト配管 27.2 MS-1 約 150 約17.2 Ｓ   

236 １次冷却材ポンプ封水戻り配管 89.1 MS-1 約 129 約 0.98 Ｓ   

245 蓄圧タンク充てん配管 34.0 MS-1 約 150 約14.7 Ｓ   

248 原子炉容器高圧注入配管 89.1 MS-1 約 150 約17.2 Ｓ   

249 １次冷却材管高温側高圧注入配管 89.1 MS-1 約 150 約17.2 Ｓ   

250 Ｂ１次冷却材ポンプ封水注入配管 60.5 MS-1 約 129 約18.8 Ｓ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 
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表3.4-5(2/5) 泊２号炉 機械ペネトレーションの代表機器 

分離基準 
貫通部 

番号 
ライン名 

仕様 選定基準 
｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 型式 
配管口径 

(mm) 重要度
*1
 

最高使用温度 

(℃) 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

耐震 

重要度 

固定式 

配管 

貫通部 

251 加圧器逃がしタンクガス自動分析器連絡管 27.2 MS-1 約 170 約 0.69 Ｓ   

252 抽出配管 60.5 MS-1 約 200 約 4.51 Ｓ   

253 充てん配管 60.5 MS-1 約 129 約18.8 Ｓ   

261 加圧器逃がしタンク窒素供給配管 27.2 MS-1 約 129 約 0.98 Ｓ   

263 Ａ１次冷却材ポンプモータ冷却水供給配管 89.1 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

264 Ｂ１次冷却材ポンプ冷却水供給配管 114.3 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

267 Ｃ格納容器再循環ユニット冷却水戻り配管 114.3 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

268 Ｄ格納容器再循環ユニット冷却水戻り配管 114.3 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

270 制御棒位置指示装置盤室冷却ユニット冷却水供給配管 27.2 MS-1 約 129 約 0.98 Ｓ   

271 Ａ１次冷却材ポンプモータ冷却水戻り配管 89.1 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

272 制御棒位置指示装置盤室冷却ユニット冷却水戻り配管 27.2 MS-1 約 129 約 0.98 Ｓ   

273 Ｂ１次冷却材ポンプモータ冷却水戻り配管 89.1 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

274 Ｂ１次冷却材ポンプモータ冷却水供給配管 89.1 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

275 Ｂ１次冷却材ポンプ冷却水戻り配管 114.3 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

276 加圧器逃がしタンク純水補給配管 60.5 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

277 炉内核計装用二酸化炭素パージ配管 27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

279 格納容器圧力取出し配管 27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

281 格納容器圧力取出し配管 27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

311 格納容器空気サンプリング取出し配管 34.0 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

313 格納容器空気サンプリング戻り配管 34.0 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

314 格納容器圧力取出し配管 27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

315 Ａ格納容器水素パージ排気配管 114.3 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 
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表3.4-5(3/5) 泊２号炉 機械ペネトレーションの代表機器 
分離基準 

貫通部 

番号 
ライン名 

仕様 選定基準 
｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 型式 
配管口径 

(mm) 重要度
*1
 

最高使用温度 

(℃) 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

耐震 

重要度 

固定式 

配管 

貫通部 

316 格納容器圧力取出し配管 27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

317 Ｂ格納容器水素パージ排気配管 114.3 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

321 Ａ格納容器再循環ユニット冷却水戻り配管 114.3 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

322 Ａ格納容器水素パージ給気配管 60.5 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

323 Ｂ格納容器再循環ユニット冷却水戻り配管 114.3 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

327 蓄圧タンク窒素充てん配管 34.0 MS-1 約 129 約 5.49 Ｓ   

328 Ａ制御用空気配管 60.5 MS-1 約 129 約 0.83 Ｓ   

329 Ａ１次冷却材ポンプ冷却水戻り配管 114.3 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

330 Ａ１次冷却材ポンプ冷却水供給配管 114.3 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

353 Ｂ制御用空気配管 60.5 MS-1 約 129 約 0.83 Ｓ   

355 原子炉キャビティ浄化ライン入口配管 114.3 MS-1 約 129 約 0.98 Ｓ   

359 格納容器圧力取出し配管 27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

360 Ｂ格納容器水素パージ給気配管 60.5 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

361 水消火用配管 114.3 MS-1 約 129 約 1.47 Ｓ   

371 格納容器排気ダクト 1,016*2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

372 Ａ蒸気発生器ブローダウンサンプル配管 27.2 MS-1 約 291 約 7.48 Ｓ   

373 Ａ蒸気発生器ブローダウン配管 89.1 MS-1 約 291 約 7.48 Ｓ   

374 格納容器漏えい率試験装置圧力取出し配管 27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

375 格納容器漏えい率試験装置圧力取出し配管 27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

376 Ｂ蒸気発生器ブローダウンサンプル配管 27.2 MS-1 約 291 約 7.48 Ｓ   

377 Ｂ蒸気発生器ブローダウン配管 89.1 MS-1 約 291 約 7.48 Ｓ   

381 格納容器給気ダクト 1,016*2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：スリーブの外径を示す。 
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表3.4-5(4/5) 泊２号炉 機械ペネトレーションの代表機器 
分離基準 

貫通部 

番号 
ライン名 

仕様 選定基準 
｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 型式 
配管口径 

(mm) 重要度
*1
 

最高使用温度 

(℃) 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

耐震 

重要度 

固定式 

配管 

貫通部 

382 格納容器圧力取出し配管 27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

383 所内用空気配管 60.5 MS-1 約 129 約 0.83 Ｓ   

384 Ａ格納容器真空逃がし配管 318.5 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

385 Ｂ格納容器真空逃がし配管 318.5 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

386 Ｃ格納容器真空逃がし配管 318.5 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

387 脱塩水配管 60.5 MS-1 約 129 約 0.98 Ｓ   

411 ＥＣＴ電線用配管 165.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

412 格納容器漏えい率試験装置加圧配管 165.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

413 格納容器漏えい率試験装置減圧配管 165.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

414 格納容器漏えい率試験装置圧力取出し配管 27.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

415 ＵＴマシン電線用配管 165.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

416 ＵＴマシン電線用配管 165.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

417 １次冷却材ポンプモータ給油用配管 34.0 MS-1 約 129 約 0.39 Ｓ   

418 １次冷却材ポンプモータ排油用配管 34.0 MS-1 約 129 約 0.39 Ｓ   

伸縮式 

配管 

貫通部 

151 Ａ格納容器再循環配管 457.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

152 Ｂ格納容器再循環配管 457.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

228 格納容器スプレイ配管（Ａ） 267.4 MS-1 約 150 約 2.75 Ｓ   

230 余熱除去入口配管（Ａ） 165.2 MS-1 約 200 約17.2 Ｓ   

232 余熱除去入口配管（Ａループ） 216.3 MS-1 約 200 約17.2 Ｓ   

234 １次冷却材管高温側低圧注入配管（Ａループ） 165.2 MS-1 約 150 約17.2 Ｓ   

241 １次冷却材管高温側低圧注入配管（Ｂループ） 165.2 MS-1 約 150 約17.2 Ｓ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 
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表3.4-5(5/5) 泊２号炉 機械ペネトレーションの代表機器 
分離基準 

貫通部 

番号 
ライン名 

仕様 選定基準 
｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 型式 
配管口径 

(mm) 重要度
*1
 

最高使用温度 

(℃) 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

耐震 

重要度 

伸縮式 

配管 

貫通部 

243 余熱除去入口配管（Ｂループ） 216.3 MS-1 約 200 約17.2 Ｓ   

244 余熱除去入口配管（Ｂ） 165.2 MS-1 約 200 約17.2 Ｓ   

246 格納容器スプレイ配管（Ｂ） 267.4 MS-1 約 150 約 2.75 Ｓ   

262 
制御棒駆動装置冷却ユニット，余剰抽出冷却器及び格納容器

冷却材ドレン冷却器冷却水供給配管 
165.2 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

265 
制御棒駆動装置冷却ユニット，余剰抽出冷却器及び格納容器

冷却材ドレン冷却器冷却水戻り配管 
165.2 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

269 ＣＤ格納容器再循環ユニット冷却水供給配管 165.2 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

282 格納容器減圧配管 165.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

301 主蒸気管（Ａループ） 721.2 MS-1 約 291 約 7.48 Ｓ ○ ○ 

302 主給水管（Ａループ） 406.4 MS-1 約 240 約 7.48 Ｓ ○ ○ 

303 主蒸気管（Ｂループ） 721.2 MS-1 約 291 約 7.48 Ｓ ○ ○ 

304 主給水管（Ｂループ） 406.4 MS-1 約 240 約 7.48 Ｓ ○ ○ 

331 ＡＢ格納容器再循環ユニット冷却水供給配管 165.2 MS-1 約 129 約 1.37 Ｓ   

351 原子炉キャビティ浄化ライン出口配管 165.2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

機器搬入口 450 機器搬入口 6,000*2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ ○ ○ 

エアロック 
350 通常用エアロック 2,542*2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ ○ ○ 

400 非常用エアロック 2,542*2 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ   

燃料移送 

管貫通部 
200 燃料移送管 558.8 MS-1 約 129 約 0.25 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：胴部の内径を示す。 
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表3.4-6 泊２号炉 電気ペネトレーションの代表機器 

電気ペネトレーション名称 

（台数） 

仕様 

（径×長さ）*1 

（mm） 

選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
重要度*2 

使用条件 
耐震 

重要度 
最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

ピッグテイル型 

制御棒駆動装置冷却ファン用電気ペネトレーション(1) φ267.4×L800 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

格納容器照明変圧器用電気ペネトレーション（1） φ267.4×L800 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

加圧器ヒータ用電気ペネトレーション（3） φ267.4×L800 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

低圧電力トレン用電気ペネトレーション（2） φ267.4×L800 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

低圧電力ノントレン用電気ペネトレーション（1） φ267.4×L800 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

制御棒クラスタ駆動装置用電気ペネトレーション（4） φ267.4×L800 MS-1 約0.25 約129 Ｓ ○ ○ 

制御トレン用電気ペネトレーション（4） φ267.4×L800 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

炉内計装駆動装置用電気ペネトレーション（2） φ267.4×L800 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

制御ノントレン用電気ペネトレーション（4） φ267.4×L800 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

安全保護系チャンネル用電気ペネトレーション（4） φ267.4×L800 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

計装ノントレン用電気ペネトレーション（6） φ267.4×L800 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

ブッシング型 

１次冷却材ポンプ用電気ペネトレーション（4） φ267.4×L650 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

格納容器再循環ファン用電気ペネトレーション（4） φ267.4×L650 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

格納容器ポーラクレーン用電気ペネトレーション（1） φ267.4×L650 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

格納容器雑動力主分電盤用電気ペネトレーション(1) φ267.4×L650 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

原子炉容器室冷却ファン用電気ペネトレーション（2） φ267.4×L650 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

三重同軸型 
放射線監視装置用電気ペネトレーション(1) φ267.4×L840 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

炉外核計装装置用電気ペネトレーション（4） φ267.4×L840 MS-1 約0.25 約129 Ｓ   

*1：長さ（L）には外部リードは含まない。 

*2：機能は最上位の機能を示す。 
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表3.4-7 泊２号炉 補機タンクの代表機器 
分離基準 

機器名称（台数） 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
設置場所 

型式  
内部流体 材料 重要度*1 

使用条件 

耐震 

重要度 最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内・ 

たて置円筒形 

１次冷却材 ステンレス鋼 

体積制御タンク(1) PS-2 約0.49 約 95 Ｂ ○ ○ 

ほう酸タンク(2) MS-1 大気圧 約 95 Ｓ  ○ 

燃料取替用水タンク(1) MS-1 大気圧 約 95 Ｓ   

希ガス 炭素鋼 ガス減衰タンク(2) PS-2 約0.98 約 95 Ｂ ○ ○ 

屋内・ 

横置円筒形 
ヒドラジン水 炭素鋼 原子炉補機冷却水サージタンク(1) MS-1 約0.34 約 95 Ｓ ○ ○ 

屋内・ 

たて置円筒形  
給水 炭素鋼 補助蒸気ドレンタンク(2) 高*2 大気圧 約100 Ｃ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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表3.4-8 泊２号炉 フィルタの代表機器 

分離基準 

機器名称（台数） 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 
設置場所 

型式 
内部流体 材料 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内・ 

たて置円筒形 
１次冷却材 ステンレス鋼 

ほう酸フィルタ(1) MS-1 約 1.4 約 95 Ｓ ○ ○ 

冷却材フィルタ(1) PS-2 約 2.1 約 95 Ｂ   

封水注入フィルタ(2) PS-2 約18.8 約 95 Ｓ   

屋内・ 

ディスク型 
空気 ステンレス鋼 格納容器再循環サンプスクリーン(2) MS-1 約 0.26 約129 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 
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表3.4-9 泊２号炉 脱塩塔の代表機器 

分離基準 

機器名称（台数） 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
重要度*1 

使用条件 

耐震 

重要度 
設置場所 

型式 
内部流体 材料 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内・ 

たて置円筒形 
１次冷却材 ステンレス鋼 

冷却材混床式脱塩塔(2) PS-2 約2.1 約65 Ｂ ○ ○ 

冷却材陽イオン脱塩塔(1) PS-2 約2.1 約65 Ｂ   

ほう素除去脱塩塔(2) PS-2 約2.1 約65 Ｂ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 
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表3.4-10 泊２号炉 プール型容器の代表機器 

分離基準 

機器名称 

（台数） 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 重要度*1 

使用条件 

耐震 

重要度 設置場所・型式 内部流体 材料 
最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内：コンクリート製 

埋込みプール型 
ほう酸水 

鉄筋コンクリート 

（ステンレス鋼内張り） 

使用済燃料ピット(2) PS-2 大気圧 約65 Ｓ ○ ○ 

原子炉キャビティ(1) PS-2 大気圧 約65 Ｂ   

燃料取替キャナル(1) PS-2 大気圧 約65 Ｂ   

キャスクピット(1) PS-2 大気圧 約65 Ｂ   

燃料検査ピット(1) PS-2 大気圧 約65 Ｂ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

 



 3.4.16 

3.4.3 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

(1) 「技術評価」での検討結果の整理 

3.4.2項で選定した代表容器について，「技術評価」で検討された経年劣化

事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉容器の技術

評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対

し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.4-11～表3.4-19参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.4-11～表3.4-19中に記載した。 
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表3.4-11 泊２号炉 原子炉容器に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

原子炉容器 

バウンダリの 

維持 

冷却材出入口管台等 

（冷却材入口管台，冷

却材出口管台，安全注

入管台，ふた管台，空

気抜管台，炉内計装

筒，上部ふた，上部

胴，上部胴フランジ，

下部胴，下部鏡板，炉

心支持金物，容器支持

金物，スタッドボル

ト） 

疲労割れ ○ 

 

胴部 

（炉心領域部） 

中性子照射脆化 

（関連温度の上昇） 
○ 

 

中性子照射脆化 

（上部棚吸収エネルギ

の低下） 

× 

国内プラントを対象とした上部棚吸収エネルギの予測式（国内

ＵＳＥ予測式）を用いて運転開始後60年時点での上部棚吸収エ

ネルギの予測値を評価した結果，「日本電気協会 原子力発電所

用機器に対する破壊靭性の確認試験方法（JEAC4206-2007）」で

要求している68J以上を満足しており，十分な上部棚吸収エネル

ギがある。  

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

×：現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

*1：［×］としたものの理由を記載 
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表3.4-12 泊２号炉 加圧器に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

加圧器本体 加圧器後備ヒータ 

バウンダリの 

維持 

スプレイライン用管台等 

（スプレイライン用管台，

サージ用管台） 
疲労割れ ○ － 

 

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：［×］としたものの理由を記載 
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表3.4-13 泊２号炉 原子炉格納容器に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

原子炉格納容器 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：［×］としたものの理由を記載 
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表3.4-14 泊２号炉 原子炉格納容器・機械ペネトレーションに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 固定式 

配管貫通部 

伸縮式 

配管貫通部 
機器搬入口 

通常用 

エアロック 

燃料移送管 

貫通部 

バウンダリの 

維持 

端板 疲労割れ ○ － － － －  

伸縮継手 疲労割れ － ○ － － －  

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：［×］としたものの理由を記載 
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表3.4-15 泊２号炉 原子炉格納容器・電気ペネトレーションに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

ピッグテイル型電気ペネトレーション 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：［×］としたものの理由を記載 

 



 

3
.
4
.
2
2
 

表3.4-16 泊２号炉 補機タンクに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 体積制御 

タンク 

ほう酸 

タンク 

ガス減衰 

タンク 

原子炉 

補機冷却水 

サージタンク 

補助蒸気 

ドレンタンク 

－ － － － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：［×］としたものの理由を記載 
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表3.4-17 泊２号炉 フィルタに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 
ほう酸フィルタ 

格納容器再循環 

サンプスクリーン 

－ － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：［×］としたものの理由を記載 
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表3.4-18 泊２号炉 脱塩塔に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

冷却材混床式脱塩塔 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：［×］としたものの理由を記載 
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表3.4-19 泊２号炉 プール型容器に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

使用済燃料ピット 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：［×］としたものの理由を記載 

 



 3.4.26 

(2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.4.3項(1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕在

化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」で

あるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.4-20～

表3.4-28に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す）  

 

a. 原子炉容器において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

原子炉容器において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」

での検討結果に基づき整理した結果（表3.4-11），現在発生しているか，又

は将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとおりである。 

・冷却材出入口管台等（冷却材入口管台，冷却材出口管台，安全注入管

台，ふた管台，空気抜管台，炉内計装筒，上部ふた，上部胴，上部胴

フランジ，下部胴，下部鏡板，炉心支持金物，容器支持金物，スタッ

ドボルト）の疲労割れ 

・胴部（炉心領域部）の中性子照射脆化（関連温度の上昇） 

 

これら経年劣化事象のうち，以下の事象については機器の振動応答特性上

又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できるとは言えず，耐震安

全性評価対象（表3.4-20で◎となっているもの）とした。 

・冷却材出入口管台等（冷却材入口管台，冷却材出口管台，安全注入管

台，ふた管台，空気抜管台，炉内計装筒，炉心支持金物，容器支持金物）

の疲労割れ 

・胴部（炉心領域部）の中性子照射脆化（関連温度の上昇） 

 

なお，以下の事象については，機器の振動応答特性上又は構造・強度上，

影響が「軽微若しくは無視」できると判断し，耐震安全性評価対象外とした。 

 

(a) 上部ふた，上部胴，上部胴フランジ，下部胴，下部鏡板及びスタッドボ

ルトの疲労割れ 

原子炉容器は十分に剛性を持った厚肉容器であり，地震による応力は支

持点等の他機器から荷重を受ける箇所に発生する。上部ふた，上部胴，上

部胴フランジ，下部胴，下部鏡板及びスタッドボルトはこれらの箇所から

十分離れており，有意な応力は発生しない。 



 3.4.27 

b. 加圧器本体において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

加圧器本体において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」

での検討結果に基づき整理した結果（表3.4-12），現在発生しているか，又

は将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとおりである。 

・スプレイライン用管台等の疲労割れ 

 

本経年劣化事象については機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響

が「軽微若しくは無視」できるとは言えず，耐震安全性評価対象（表3.4-21

で◎となっているもの）とした。 

 

c. 加圧器ヒータにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

加圧器ヒータにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.4-12），現在発生しているか，

又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。

（表3.4-21参照） 

 

d. 原子炉格納容器において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

原子炉格納容器において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術

評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.4-13），現在発生しているか，

又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.4-22参照）  

 

e. 原子炉格納容器・機械ペネトレーションにおいて高経年化対策上着目すべ

き経年劣化事象 

原子炉格納容器・機械ペネトレーションにおいて高経年化対策上着目すべ

き経年劣化事象を「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.4-

14），現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない

事象は，以下のとおりである。 

・端板の疲労割れ（固定式配管貫通部） 

・伸縮継手の疲労割れ（伸縮式配管貫通部） 
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これら経年劣化事象は，機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が

「軽微若しくは無視」できるとは言えず，すべて耐震安全性評価対象（表

3.4-23で◎となっているもの）とした。  

 

f. 原子炉格納容器・電気ペネトレーションにおいて高経年化対策上着目すべ

き経年劣化事象 

原子炉格納容器・電気ペネトレーションにおいて高経年化対策上着目すべ

き経年劣化事象を「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.4-

15），現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない

事象は抽出されなかった。（表3.4-24参照） 

 

g. 補機タンクにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

補機タンクにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」

での検討結果に基づき整理した結果（表3.4-16），現在発生しているか，又

は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.4-25参照） 

 

h. フィルタにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

フィルタにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」

での検討結果に基づき整理した結果（表3.4-17），現在発生しているか，又

は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.4-26参照） 

 

i. 脱塩塔において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

脱塩塔において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」で

の検討結果に基づき整理した結果（表3.4-18），現在発生しているか，又は

将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.4-27参照） 
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j. プール型容器において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

プール型容器において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.4-19），現在発生しているか，

又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。

（表3.4-28参照） 
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表3.4-20 泊２号炉 原子炉容器の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

原子炉容器 

冷却材入口管台， 

冷却材出口管台， 

安全注入管台， 

ふた管台， 

空気抜管台， 

炉内計装筒， 

炉心支持金物， 

容器支持金物 

疲労割れ ◎ 

上部ふた，上部胴， 

上部胴フランジ， 

下部胴，下部鏡板， 

スタッドボルト 

疲労割れ ■ 

胴部 

（炉心領域部） 

中性子照射脆化 

（関連温度の上昇） 
◎ 

中性子照射脆化 

（上部棚吸収エネルギの低下） 
－ 

◎：以降で評価する 

■：将来にわたって起こることが否定できないが，振動応答特性上又は構造・強度上「軽微若しくは無視」できるもの 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.4-21 泊２号炉 加圧器の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

加圧器本体 加圧器後備ヒータ 

スプレイライン用管台等 

（スプレイライン用管台，

サージ用管台） 

疲労割れ ◎ － 

◎：以降で評価する 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.4-22 泊２号炉 原子炉格納容器の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

原子炉格納容器 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.4-23 泊２号炉 原子炉格納容器・機械ペネトレーションの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

固定式 

配管貫通部 

伸縮式 

配管貫通部 
機器搬入口 

通常用 

エアロック 

燃料移送管 

貫通部 

端板 疲労割れ ◎ － － － － 

伸縮継手 疲労割れ － ◎ － － － 

◎：以降で評価する 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.4-24 泊２号炉 原子炉格納容器・電気ペネトレーションの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

ピッグテイル型電気ペネトレーション 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.4-25 泊２号炉 補機タンクの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

体積制御 

タンク 

ほう酸 

タンク 

ガス減衰 

タンク 

原子炉 

補機冷却水 

サージタンク 

補助蒸気 

ドレンタンク 

－ － － － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.4-26 泊２号炉 フィルタの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

ほう酸フィルタ 
格納容器再循環 

サンプスクリーン 

－ － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.4-27 泊２号炉 脱塩塔の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

冷却材混床式脱塩塔 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.4-28 泊２号炉 プール型容器の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

使用済燃料ピット 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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3.4.4 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項にて整理し抽出した経年劣化事象及び2.2項(2)bの表４で耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象に対して耐震安全性評価を実施する。 

(1) 管台等の疲労割れに対する耐震安全性評価（原子炉容器，加圧器） 

耐震安全性評価では，地震時の発生応力を求め，「技術評価」での疲労評価

結果を加味して評価した。 

結果は，表3.4-29に示すとおりであり，通常運転時及び地震時の疲労累積

係数の合計は1以下であり，管台等の疲労割れは，耐震安全性評価上問題ない。 

 

表3.4-29 泊２号炉 原子炉容器，加圧器管台等の疲労割れに対する評価結果 
 

機器 評価対象 
耐震 

重要度 

疲労累積係数 

（許容値1以下） 

通常運転時 地震時 合計 

原子炉容器 

冷却材入口管台 Ｓ 
ＳＳ 0.023 0.000 0.023 

Ｓ１ 0.023 0.000 0.023 

冷却材出口管台 Ｓ 
ＳＳ 0.027 0.000 0.027 

Ｓ１ 0.027 0.000 0.027 

安全注入管台 Ｓ 
ＳＳ 0.029 0.000 0.029 

Ｓ１ 0.029 0.000 0.029 

ふた管台 Ｓ 
ＳＳ 0.053 0.001 0.054 

Ｓ１ 0.053 0.001 0.054 

空気抜管台 Ｓ 
ＳＳ 0.008 0.001 0.009 

Ｓ１ 0.008 0.001 0.009 

炉内計装筒 Ｓ 
ＳＳ 0.157 0.001 0.158 

Ｓ１ 0.157 0.000 0.157 

炉心支持金物 Ｓ 
ＳＳ 0.005 0.000 0.005 

Ｓ１ 0.005 0.000 0.005 

容器支持金物取付部 Ｓ 
ＳＳ 0.004 0.001 0.005 

Ｓ１ 0.004 0.000 0.004 

加圧器 

スプレイライン用 

管台 
Ｓ 

ＳＳ 0.046 0.000 0.046 

Ｓ１ 0.046 0.000 0.046 

サージ用管台 Ｓ 
ＳＳ  0.055*1 0.000 0.055 

Ｓ１  0.055*1 0.000 0.055 

*1：日本機械学会 環境疲労評価手法（JSME S NF1-2009）に基づき環境を考慮した値 
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(2) 中性子照射による関連温度上昇に対する耐震安全性評価（原子炉容器） 

原子炉容器胴部に対しては，地震荷重による有意な周方向応力は発生せず，

軸方向応力が支配的になるが，想定欠陥を保守的に周方向欠陥とした場合に

おいても，地震（地震力はＳＳ地震力）により生じる応力拡大係数ＫＩは

5.1MPa√mと小さい。また，冷温停止状態を前提とした評価においては，加圧

熱衝撃事象の発生を想定する必要はない。図3.4-1に示すとおり，原子炉容器

の劣化が進展すると仮定した場合における運転開始後60年時点の破壊靭性値

は，ＳＳ地震時に生じる応力拡大係数5.1MPa√mと比較して十分大きい。 

したがって，原子炉容器の中性子照射による関連温度上昇は，耐震安全性

評価上問題ない。 
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(3) 端板及び伸縮継手の疲労割れに対する耐震安全性評価 

（原子炉格納容器・機械ペネトレーション） 

耐震安全性評価では，端板及び伸縮継手の地震時の発生応力を求め，「技術

評価」での疲労評価結果を加味して評価した。 

結果は，表3.4-30及び表3.4-31に示すとおりであり，通常運転時及び地震

時の疲労累積係数の合計は1以下であり，端板及び伸縮継手の疲労割れは，耐

震安全性評価上問題ない。 

 

表3.4-30 泊２号炉 固定式配管貫通部の疲労割れに対する評価結果 

系統 
評価
対象 

耐震 
重要度 

疲労累積係数 
（許容値1以下） 

通常運転時 地震時 合計 

余熱除去出口配管 端板 Ｓ 
ＳＳ 0.000 0.001 0.001 

Ｓ１ 0.000 0.000 0.000 

 

表3.4-31 泊２号炉 伸縮式配管貫通部の疲労割れに対する評価結果 

系統 評価対象 
耐震 

重要度 

疲労累積係数 
（許容値1以下） 

通常 
運転時 

地震時 合計 

主蒸気管 伸縮継手 Ｓ 

ＳＳ 0.030 0.214 0.244 

Ｓ１ 0.030 0.154 0.184 

主給水管 伸縮継手 Ｓ 

ＳＳ 0.427 0.348 0.775 

Ｓ１ 0.427 0.269 0.696 
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3.4.5 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施する

こととする。 

 

3.4.5.1 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

3.4.3項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討結果を用いて，代表機器以外の評価対象機器につ

いても，「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用い

て整理を行った。 

(1) 管台等の疲労割れ 

管台等の疲労割れに関しては，評価対象機器すべてを評価しているため，

代表機器以外の機器はない。 

(2) 中性子照射による関連温度上昇 

中性子照射による関連温度上昇に関しては，評価対象機器すべてを評価

しているため，代表機器以外の機器はない。 

(3) 端板の疲労割れ 

端板の疲労割れに関しては，代表機器以外の機器に対しては今後も発生

の可能性がないか，又は小さいため代表機器以外への展開は不要とした。 

(4) 伸縮継手の疲労割れ 

伸縮継手の疲労割れに関しては，代表機器以外の機器に対しては今後も

発生の可能性がないか，又は小さいため代表機器以外への展開は不要とし

た。 

 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器におけ

る抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

3.4.5.2 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.4.3項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器の

振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる事象

を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体において

代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 
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3.4.5.3 耐震安全性評価 

本項では，代表機器以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，3.4.5.2項で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象が

抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に

対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については表3.4-1～

表3.4-10を参照のこと）  

 

(1) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 

 

3.4.6 保全対策に反映すべき項目の抽出 

容器においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全性の観点

から追加すべき項目はない。 

 



 3.5.1 

3.5 配管 

本章は，泊２号炉で使用されている主要な配管に係わる経年劣化事象について，

耐震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号炉の主要機器については，既

に「技術評価」において経年劣化事象に対する健全性評価を行うとともに，現状保

全の評価を実施しているため，本章においてはこれら検討結果を前提条件とし，評

価を実施することとする。 

 

3.5.1 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要な配管及びサポート（「技術評価」の評価対象

機器）を評価対象機器とする。なお，評価対象配管を表3.5-1～表3.5-4に示す｡ 

 

3.5.2 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象配管にサポートを含めて分類しているが，

本検討においてもこの分類に従って整理するものとし，それぞれの分類ごとに，

「技術評価」における代表機器を本検討の代表機器とする。ただし，グループ

内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要度の上位の機器が存在

する場合には，これについても代表機器として追加することとする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.5-1～表3.5-4の「耐震安全性評

価代表機器」に示す。 

 

なお，１次冷却材管はステンレス鋼配管に属することになるが，PS-1の特殊

性を考慮し，ステンレス鋼配管と分けて単独で評価している。 
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表3.5-1 泊２号炉 ステンレス鋼配管の代表配管 

分離基準 

名称 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 内部流体 設置場所 運転状態*2 
最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

１次冷却材 

１次冷却系統配管*3 PS-1 屋内 
連続 

［連続］ 
約17.2 約360 Ｓ   

化学体積制御系統配管 PS-1  
連続 

［連続］ 
約18.8 約343 Ｓ   

余熱除去系統配管 PS-1  
一時 

［連続］ 
約17.2 約343 Ｓ ○ ○ 

使用済燃料ピット水浄化冷却系統配管 MS-2  
連続 

［連続］ 
約 1.0 約 95 Ｓ   

１次系試料採取系統配管 MS-1  
連続 

［連続］ 
約17.2 約360 Ｓ   

原子炉格納容器スプレイ系統配管 MS-1  
一時 

［－］ 
約 2.7 約150 Ｓ   

安全注入系統配管 PS-1  
連続 

［連続］ 
約17.2 約343 Ｓ   

燃料取替用水系統配管 MS-1  
連続 

［連続］ 
約 1.0 約129 Ｓ   

蒸気 補助蒸気系統配管 高*4 屋内 
連続 

［連続］ 
約 0.9 約185 Ｃ ○ ○ 

給水 蒸気発生器ブローダウン系統配管 MS-1 屋内 
連続 

［－］ 
約 7.5 約291 Ｓ ○ ○ 

空気 １次系試料採取系統配管（空気） MS-1 屋内 
一時 

［一時］ 
約 1.0 約129 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

*3：１次冷却系統内にラインが含有されるもののうち，弁等で他系統と接続されるラインは他系統側の配管として評価する。また，１次冷却材管は別に評価する。 

*4：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス3の機器。 
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表3.5-2 泊２号炉 低合金鋼配管の代表配管 

名称 
重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性評価 

代表機器 運転状態*2 
最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

主蒸気系統配管 MS-1 
連続 

［－］ 
約 7.5 約 291 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.5-3 泊２号炉 炭素鋼配管の代表配管 

分離基準 

名称 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性評価 

代表機器 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 内部流体 設置場所 運転状態*2 
最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

蒸気 

主蒸気系統配管 MS-1 屋内 
連続 

［－］ 
約7.5 約291 Ｓ ○ ○ 

補助蒸気系統配管 高*3  
連続 

［連続］ 
約0.9 約185 Ｃ   

給水 

主給水系統配管 MS-1 屋内 
連続 

［－］ 
約7.5 約240 Ｓ ○ ○ 

蒸気発生器ブローダウン系統配管 MS-1  
連続 

［－］ 
約7.5 約291 Ｓ   

ヒドラジン水 原子炉補機冷却水系統配管 MS-1 屋内 
連続 

［連続］ 
約1.4 約129 Ｓ ○ ○ 

空気 制御用空気系統配管 MS-1 屋内 
連続 

［連続］ 
約0.8 約129 Ｓ ○ ○ 

 原子炉格納容器真空逃がし系統配管 MS-1  
一時 

［－］ 
約0.3 約129 Ｓ   

希ガス等 気体廃棄物処理系統配管 PS-2  
連続 

［連続］ 
約1.0 約 95 Ｂ   

海水 原子炉補機冷却海水系統配管 MS-1 屋内 
連続 

［連続］ 
約0.7 約 50 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

*3：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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表3.5-4 泊２号炉 １次冷却材管の代表配管 
 

名称 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性評価 

代表機器 運転状態*2 
最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

１次冷却材管 PS-1 
連続 

［連続］ 
約17.2 約343 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

 



 3.5.6 

3.5.3 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

(1) 「技術評価」での検討結果の整理 

3.5.2項で選定した代表配管及びサポートについて，「技術評価」で検討さ

れた経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号

炉配管の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経年

劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.5-5～表3.5-9

参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.5-5～表3.5-9中に記載した。 
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表3.5-5 泊２号炉 ステンレス鋼配管に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 余熱除去 

系統配管 

補助蒸気 

系統配管 

蒸気発生器 

ブローダウン 

系統配管 

１次系試料採取 

系統配管（空気） 

バウンダリの維持 母管 疲労割れ ○ － － － 
 

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.5-6 泊２号炉 低合金鋼配管に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

主蒸気系統配管 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.5-7 泊２号炉 炭素鋼配管に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

｢技術評価｣評価結果概要*1 主蒸気 

系統配管 

主給水 

系統配管 

原子炉補機 

冷却水 

系統配管 

制御用空気 

系統配管 

原子炉補機 

冷却海水 

系統配管 

バウンダリの維持 母管 疲労割れ － ○ － － － 
 

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.5-8 泊２号炉 １次冷却材管に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

１次冷却材管 

バウンダリの維持 

母管及び管台 疲労割れ ○ 
 

母管 熱時効 ○ 
 

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.5-9（1/2） 泊２号炉 配管サポートに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 
アンカー Ｕバンド Ｕボルト 

スライド 

サポート 

レスト 

レイント 

配管支持 

ラグとプレートの

溶接部等のサポー

ト取付部 

疲労割れ ○ － － × × 

スライドサポート及びレス

トレイントについては，主

要な配管熱変位を拘束しな

い構造となっており，疲労

割れが発生する可能性はな

い。 

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

×：現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.5-9（2/2） 泊２号炉 配管サポートに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 スプリング 

ハンガ 

オイル 

スナバ 

メカニカル 

スナバ 

配管支持 
ラグとプレートの溶接

部等のサポート取付部 
疲労割れ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 



 3.5.13 

(2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.5.3項(1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.5-10～

表3.5-14に耐震安上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a. ステンレス鋼配管において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

ステンレス鋼配管において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技

術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.5-5），現在発生している

か，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとおりで

ある。 

・母管の疲労割れ（余熱除去系統配管） 

 

本経年劣化事象については機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響

が「軽微若しくは無視」できるとは言えず，耐震安全性評価対象（表3.5-10

で◎となっているもの）とした。 

 

b. 低合金鋼配管において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

低合金鋼配管において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.5-6），現在発生しているか，

又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。

（表3.5-11参照） 

 



 3.5.14 

c. 炭素鋼配管において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

炭素鋼配管において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」

での検討結果に基づき整理した結果（表3.5-7），現在発生しているか，又は

将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとおりである。 

・母管の疲労割れ（主給水系統配管） 

 

本経年劣化事象については機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響

が「軽微若しくは無視」できるとは言えず，耐震安全性評価対象（表3.5-12

で◎となっているもの）とした。 

 

d. １次冷却材管において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

１次冷却材管において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.5-8），現在発生しているか，

又は将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとおりである。 

・母管及び管台の疲労割れ 

・母管の熱時効 

 

これら経年劣化事象については，機器の振動応答特性上又は構造・強度上，

影響が「軽微若しくは無視」できるとは言えず，すべて耐震安全性評価対象

（表3.5-13で◎となっているもの）とした。 

 



 3.5.15 

e. 配管サポート 

配管サポートにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.5-9），現在発生しているか，

又は将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとおりである。 

・ラグとプレートの溶接部等のサポート取付部の疲労割れ（アンカー） 

 

本経年劣化事象については機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響

が「軽微若しくは無視」できるとは言えず，耐震安全性評価対象（表3.5-14

で◎となっているもの）とした。 
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表3.5-10 泊２号炉 ステンレス鋼配管の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

余熱除去 

系統配管 

補助蒸気 

系統配管 

蒸気発生器 

ブローダウン 

系統配管 

１次系試料採取 

系統配管（空気） 

母管 疲労割れ ◎ － － － 

◎：以降で評価する 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.5-11 泊２号炉 低合金鋼配管の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

主蒸気系統配管 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.5-12 泊２号炉 炭素鋼配管の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

主蒸気 

系統配管 

主給水 

系統配管 

原子炉補機 

冷却水 

系統配管 

制御用空気 

系統配管 

原子炉補機 

冷却海水 

系統配管 

母管 疲労割れ － ◎ － － － 

◎：以降で評価する 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.5-13 泊２号炉 １次冷却材管の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

１次冷却材管 

母管及び管台 疲労割れ ◎ 

母管 熱時効 ◎ 

◎：以降で評価する 
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表3.5-14 泊２号炉 配管サポートの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

アンカー Ｕバンド Ｕボルト 
スライド 

サポート 

レスト 

レイント 

スプリング 

ハンガ 

オイル 

スナバ 

メカニカル 

スナバ 

ラグとプレートの溶接

部等のサポート取付部 
疲労割れ ◎ － － － － － － － 

◎：以降で評価する 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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3.5.4 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項にて整理し抽出した経年劣化事象及び2.2項(2)bの表４で耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象に対して耐震安全性評価を実施する。 

(1) 母管及び管台，ラグとプレートの溶接部等のサポート取付部の疲労割れに

対する耐震安全性評価 

（余熱除去系統配管，主給水系統配管，１次冷却材管，配管サポート） 

耐震安全性評価では，配管については，地震時の発生応力を求め，「技術評

価」での疲労評価結果を加味して評価した。配管サポートについては，「技術

評価」において温度過渡及び配管口径の観点から代表とした余熱除去系統配

管のアンカーサポートを評価対象として，一次応力評価及び一次＋二次応力

評価を実施した。 

なお，通常運転時の過渡条件は，実過渡の厳しい余熱除去系の過渡条件を

適用して疲労累積係数を算出した。 

結果は，配管については表3.5-15に示すとおり，通常運転時及び地震時の

疲労累積係数の合計は1以下であり，また，配管サポートについては表3.5-16

に示すとおり，発生応力は許容応力を超えることはない。したがって，耐震

安全性評価上問題ない。 
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表3.5-15 泊２号炉 配管の疲労割れに対する評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 

疲労累積係数 

（許容値1以下） 

通常運転時 地震時 合計 

余熱除去系統配管 Ｓ 
ＳＳ 0.051*1 0.000 0.051 

Ｓ１ 0.051*1 0.000 0.051 

主給水系統配管 Ｓ 
ＳＳ 0.058*1 0.000 0.058 

Ｓ１ 0.058*1 0.000 0.058 

１次冷却材管 

ホットレグ Ｓ 
ＳＳ 0.008*1 0.000 0.008 

Ｓ１ 0.008*1 0.000 0.008 

クロスオーバ 

レグ 
Ｓ 

ＳＳ 0.150*1 0.000 0.150 

Ｓ１ 0.150*1 0.000 0.150 

コールド 

レグ 
Ｓ 

ＳＳ 0.158*1 0.000 0.158 

Ｓ１ 0.158*1 0.000 0.158 

加圧器サージ 

管台 
Ｓ 

ＳＳ 0.126*1 0.001 0.127 

Ｓ１ 0.126*1 0.000 0.126 

蓄圧タンク注入 

管台 
Ｓ 

ＳＳ 0.016*1 0.000 0.016 

Ｓ１ 0.016*1 0.000 0.016 

充てん管台 Ｓ 
ＳＳ 0.017*1 0.000 0.017 

Ｓ１ 0.017*1 0.000 0.017 

*1：日本機械学会 環境疲労評価手法（JSME S NF1-2009）に基づき環境を考慮した値 

 

表3.5-16 泊２号炉 配管サポートの疲労割れに対する評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 

応力比*1 

一次 
一次 

＋二次 

配管とパッドの溶接部 Ｓ ＳＳ
*2 0.56 0.50 

パッドとラグの溶接部 Ｓ ＳＳ
*2 0.59 0.63 

ラグとプレートの溶接部 Ｓ ＳＳ
*2 0.51 0.57 

*1：応力比＝地震時応力／許容応力 

*2：ＳＳ地震力がＳ１地震力及びＳクラスの機器に適用される静的

地震力より大きく，ＳＳ地震力による評価応力がＳ１地震力及

びＳクラスの機器に適用される静的地震力の許容応力を下回る

ため，Ｓ１地震力及び静的地震力による評価を省略した。 

（注）「鋼構造設計規準」より過渡回数246＜1×104であることから，

繰返し回数による考慮は不要である。 

(過渡回数＝起動(67)＋停止(67)＋２×１次系漏えい試験(56)) 
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(2) 母管の高サイクル熱疲労割れ（高低温水合流部）に対する耐震安全性評価

（余熱除去系統配管） 

余熱除去冷却器出口配管とバイパスラインの合流部（高低温水合流部）に

おいては，複雑な流況による熱過渡を受け実機条件に忠実な評価は困難で，

かつ疲労が蓄積される可能性があるため，「日本電気協会 原子力発電所配管

破損防護設計技術指針（JEAG 4613-1998）」を準用し，1gpmの漏えいを生じる

周方向貫通亀裂を想定して地震発生時の亀裂の安定性を評価した。 

結果は，表3.5-17に示すとおりであり，地震時の配管の発生応力は亀裂安

定限界応力を超えることはなく，配管の高サイクル熱疲労割れは，耐震安全

性評価上問題ない。 

 

表3.5-17 泊２号炉 母管の高サイクル熱疲労割れに対する評価結果 

評価対象 
配管 

口径 

耐震安全性評価 

耐震 

重要度 
応力比*1 

余熱除去系統配管 8Ｂ Ｓ 

ＳＳ 0.32 

Ｓ１ 0.31 

*1：応力比＝地震時応力／亀裂安定限界応力 
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(3) 母管の腐食（流れ加速型腐食）に対する耐震安全性評価 

（主蒸気系統配管，主給水系統配管） 

耐震安全性評価では，評価対象配管の耐震重要度分類に応じた地震時の発

生応力を算出するが，主蒸気系統配管及び主給水系統配管の評価対象範囲は

Ｓクラスであるため，この範囲についてＳＳ地震力及びＳ１地震力で評価した。 

 

流れ加速型腐食による配管減肉の耐震安全性評価について，周方向及び軸

方向一様に必要最小肉厚まで減肉した評価条件（以下，必要最小肉厚）を想

定した手順を以下に記載する。また，想定した減肉条件を表3.5-18に示す。 

 

① 減肉状況による代表ラインの選定は行わず，減肉評価対象とした系統の

評価を行う。 

② 評価用のエルボ部，レジューサ部，オリフィス等の偏流発生部位及びそ

の下流２Ｄ（ただし，オリフィスは下流３Ｄ）を減肉の対象部位とし，

周方向及び軸方向一様に必要最小肉厚まで減肉したと仮定して，系統の

評価対象範囲を３次元はりモデル化する。 

③ 評価対象の系統の耐震クラスに応じて，３次元はりモデルにより地震時

の発生応力を算出し，発生応力が許容応力を満足するか評価する。 

 

表3.5-18 泊２号炉 主蒸気系統配管及び主給水系統配管の 

３次元はりモデル解析条件 

項目 条件 

減肉条件 

減肉形状 周軸方向一様減肉 

減肉位置 エルボ部，レジューサ部等 

減肉量 必要最小肉厚まで減肉 

 

結果は，表3.5-19及び表3.5-20に示すとおりであり，主蒸気系統配管の一

次＋二次応力は許容応力を超えるためJEAG4601「原子力発電所耐震設計技術

指針」に従い疲労評価を行った結果，疲労累積係数は1以下であること，及び

主給水系統配管の地震時の発生応力は許容応力を超えないことから，配管の

腐食は，耐震安全性評価上問題ない。 
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表3.5-19(1/2) 泊２号炉 主蒸気系統配管の腐食に対する評価結果 

評価対象 減肉評価条件 
耐震 

重要度 

応力比＊1 

一次 一次＋二次 

主蒸気系統配管 
必要最小肉厚 

(周軸方向一様減肉) 
Ｓ 

ＳＳ 0.90 1.15 

Ｓ１ 0.52 0.43 

*1：応力比＝地震時応力／許容応力 

 

表3.5-19(2/2) 泊２号炉 主蒸気系統配管の腐食に対する評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 

疲労累積係数 

（許容値1以下） 

地震時 

主蒸気系統配管 Ｓ 0.506 

 

表3.5-20 泊２号炉 主給水系統配管の腐食に対する評価結果 

評価対象 減肉評価条件 
耐震 

重要度 

応力比＊1 

一次 一次＋二次 

主給水系統配管 
必要最小肉厚 

（周軸方向一様減肉） 
Ｓ 

ＳＳ 0.48 0.71 

Ｓ１ 0.48 0.27 

*1：応力比＝地震時応力／許容応力 
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(4) 母管の熱時効に対する耐震安全性評価（１次冷却材管） 

耐震安全性評価では，「技術評価」の評価手法と同様に，「日本電気協会 

原子力発電所配管破損防護設計技術指針（JEAG 4613-1998）」を準用し，供用

前検査時の検出限界に余裕を見込んで深さ0.2t×長さt（tは肉厚）の亀裂を

想定し，運転期間60年での疲労亀裂進展を仮定した場合の亀裂長さを保守的

に貫通亀裂としたものを用いた。耐震性評価のための評価用荷重条件として

は，通常運転状態で働く荷重に加え，地震発生時（地震力はＳＳ地震力）の荷

重を考慮し，配管の健全性を評価した。 

具体的には，図3.5-1に示す評価フローに従い，泊２号炉評価対象部位の熱

時効後の亀裂進展抵抗（Ｊmat）と構造系に作用する応力から算出される亀裂

進展力（Ｊapp）を求めてその比較を行った。 

結果は，運転期間60年での疲労亀裂を想定しても，亀裂進展力（Ｊapp）

と亀裂進展抵抗（Ｊmat）の交点において，Ｊmatの傾きがＪappの傾きを上

回っていることから，配管は不安定破壊することはなく，母管の熱時効は，

耐震安全性評価上問題ない。 
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*1：亀裂進展抵抗は，電力共通研究「１次冷却材管等の時効劣化に関する研究（STEPⅢ）

（その２） 1998年度」で改良された脆化予測モデル（H3T モデル：Hyperbolic- 

Time, Temperature Toughness）を用いて，評価部位のフェライト量を基に完全時

効後の値（飽和値）として決定した。また，予測の下限値（-2σ）を採用した。 

 

 

図3.5-1   泊２号炉  熱時効に対する評価フロー 

  

フェライト量をミルシートから

求める。 

・プラント各部位での応力（通常

運転状態＋ＳＳ地震）の最大部

位，値を算出する。 

・PSI時の検出限界の亀裂を想定

した亀裂進展解析を行う。 

亀裂進展解析に基づく評価用貫通

亀裂に対するＪappを決定する。 

脆化予測モデル(Ｈ３Ｔモデル)

を用いて，評価用Ｊ mat（底

値）を決定*1する。 

Yes 

No 

健全 

不安定破壊 da

dJ

da

dJ appmat 

at appmat JJ 
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3.5.5 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施する

こととする。 

 

3.5.5.1 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

3.5.3項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象検討結果を用いて，代表機器以外の評価対象機器につい

ても，「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて

整理を行った。 

(1) 母管及び管台，ラグとプレートの溶接部等のサポート取付部の疲労割れ 

代表機器と同じく「現在発生しているか，又は将来にわたって起こるこ

とが否定できないもの」として扱う。 

(2) 母管の高サイクル熱疲労割れ 

母管の高サイクル熱疲労割れに関しては，代表機器以外の機器に対して

は今後も発生の可能性がないか，又は小さいため代表機器以外への展開は

不要とした。 

(3) 母管の腐食（流れ加速型腐食） 

代表機器と同じく「現在発生しているか，又は将来にわたって起こるこ

とが否定できないもの」として扱う。 

(4) 母管の熱時効 

母管の熱時効に関しては，評価対象機器すべてを評価しているため，代

表機器以外の機器はない。 

 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器におけ

る抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 
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3.5.5.2 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.5.3項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器の

振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる事象

を耐震安全性評価対象外としたものについては，前項の抽出結果を含めて，

評価対象機器全体において代表機器と同様に評価した結果，以下の経年劣化

事象は影響が「軽微若しくは無視」できないと判断し，次項にて耐震安全性

評価を実施することとする。 

・母管の疲労割れ 

・母管の腐食（流れ加速型腐食） 
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3.5.5.3 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，3.5.5.2項で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象が

抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象

に対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については表3.5-

1～表3.5-4を参照のこと）  

 

(1) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

(a) 母管の疲労割れに対する耐震安全性評価（１次冷却系統配管） 

１次冷却系統配管のうち，加圧器サージ配管及び加圧器スプレイ配管

について，「技術評価」における評価結果を用いて地震時の疲労累積係数

を算出し，配管の疲労割れに対する評価を行った。 

結果は，表3.5-21に示すとおりであり，通常運転時及び地震時の疲労

累積係数の合計は1以下であることから，配管の疲労割れは耐震安全性評

価上問題ない。 

 

表3.5-21 泊２号炉 母管の疲労割れに対する評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 

疲労累積係数 

（許容値1以下） 

通常運転時 地震時 合計 

加圧器サージ配管 Ｓ 
ＳＳ 0.005 0.001 0.006 

Ｓ１ 0.005 0.000 0.005 

加圧器スプレイ配管 Ｓ 
ＳＳ 0.169*1 0.001 0.170 

Ｓ１ 0.169*1 0.000 0.169 

*1：日本機械学会 環境疲労評価手法（JSME S NF1-2009）に基づき環境を考慮した値 
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(b) 母管の腐食（流れ加速型腐食）に対する耐震安全性評価 

（補助蒸気系統配管，蒸気発生器ブローダウン系統配管） 

補助蒸気系統配管については，２スパンはりモデルにて，炭素鋼配管

全範囲にわたって減肉したと仮定してＣクラス静的地震力を用いて発生

応力を算出した。 

蒸気発生器ブローダウン系統配管については，代表機器と同様の手順

にてＳＳ地震力及びＳ１クラス地震力（蒸気発生器ブローダウン系統配管

の一部（格納容器貫通配管部））を用いて発生応力を算出した。 

結果については，表3.5-22及び表3.5-23に示すとおりであり，地震時

の配管の発生応力は許容応力を超えることはなく，配管の腐食は，耐震

安全性評価上問題ない。 

 

表3.5-22 泊２号炉 補助蒸気系統配管の腐食に対する評価結果 

評価対象 減肉評価条件 
耐震 

重要度 
応力比*1 

補助蒸気系統配管 
必要最小肉厚 

（周軸方向一様減肉） 
Ｃ 0.74 

*1：応力比＝一次応力／許容応力 

 

表3.5-23 泊２号炉 蒸気発生器ブローダウン系統配管の腐食に対する評価結果 

評価対象 減肉評価条件 耐震重要度 
応力比*1 

一次 一次＋二次 

蒸気発生器 

ブローダウン系統配管 

必要最小肉厚 

(周軸方向一様減肉） 
Ｓ 

ＳＳ 0.26 0.89 

Ｓ１ 0.25 0.52 

*1：応力比＝地震時応力／許容応力 

 

 

代表機器と同様に，いずれの評価についても保守性を有しており，また，系

統中の発生応力が許容応力を超えることはないことから，耐震安全性評価上問

題ない。 

 

 

3.5.6 保全対策に反映すべき項目の抽出 

配管においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全性の観点

から追加すべき項目はない。 
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3.6 弁 

本章は，泊２号炉で使用されている主要な弁に係わる経年劣化事象について，耐

震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号炉の主要機器については，既に

「技術評価」において経年劣化事象に対する健全性評価を行うとともに，現状保全

の評価を実施しているため，本章においてはこれら検討結果を前提条件とし，評価

を実施することとする。 

 

3.6.1 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要な弁（「技術評価」の評価対象機器）を評価対

象機器とする。なお，評価対象弁を表3.6-1～表3.6-9に示す。 

 

3.6.2 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象弁をタイプ等を基に分類しているが，本検

討においてもこの分類に従って整理するものとし，それぞれの分類ごとに，「技

術評価」における代表機器を本検討の代表機器とする。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要度

の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価するこ

ととする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.6-1～表3.6-9の「耐震安全性評

価代表機器」に示す。 

 

なお，一般弁及び弁駆動装置のサポートは配管のサポートと同様であり，3.5

章配管「配管サポート」にて評価を実施している。 
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表3.6-1(1/2) 泊２号炉 仕切弁の代表弁 

分離基準 

台数 該当系統 

代表系統選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震 

安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

口径(Ｂ) 重要度*1 

使用条件 

耐震 

重要度 
代表弁 設置 

場所 
材料 内部流体 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内 ステンレス鋼 １次冷却材 

22 余熱除去系統 6～18 PS-1，MS-1 約17.2 約343 Ｓ ○ ○ 
余熱除去ライン入口

止め弁（10Ｂ） 

2 １次冷却系統 3 PS-1 約17.2 約360 Ｓ    

13 化学体積制御系統 4 MS-1，PS-2 約18.8 約 95 Ｓ    

8 安全注入系統 3～6 MS-1 約17.2 約200 Ｓ    

2 
原子炉格納容器 

スプレイ系統 
10 MS-1 約 2.7 約150 Ｓ    

3 燃料取替用水系統 4～6 MS-1，MS-2 約 0.3 約129 Ｓ    

*1：機能は最上位の機能を示す。 
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表3.6-1(2/2) 泊２号炉 仕切弁の代表弁 

分離基準 

台数 該当系統 

代表系統選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

口径(Ｂ) 重要度*1 

使用条件 

耐震 

重要度 
代表弁 設置 

場所 
材料 内部流体 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内 炭素鋼 

蒸気 

4 主蒸気系統 4～6 MS-1 約 7.5 約291 Ｓ ○ ○ 
主蒸気逃がし弁元弁 

（6Ｂ） 

47 補助蒸気系統 3/4～10 高*2 約 0.9 約185 Ｃ    

給水 2 主給水系統 16 MS-1 約 9.6 約240 Ｓ    

純水 

2 補助給水系統 4 MS-1 約11.8 約240 Ｓ    

10 ディーゼル発電機設備 1～6 MS-1 約 0.5 約 90 Ｓ    

67 補助蒸気系統 1/2～8 高*2 約 0.9 約185 Ｃ    

ヒドラジン水 

65 原子炉補機冷却水系統 2～18 MS-1 約 1.4 約129 Ｓ ○ ○ 

格納容器再循環ユニット

補機冷却水入口Ｃ／Ｖ外

側隔離弁（6Ｂ） 

22 換気空調系統 2～6 MS-1 約 1.0 約 55 Ｃ    

油 

3 化学体積制御系統 1･1/4 MS-1 約 1.0 約 70 Ｓ    

4 ディーゼル発電機設備 6 MS-1 約 0.8 約 80 Ｓ    

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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表3.6-2(1/4) 泊２号炉 玉形弁の代表弁 

分離基準 

台数 該当系統 

代表系統選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震 

安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

口径(Ｂ) 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 
代表弁 設置 

場所 
材料 内部流体 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内 ステンレス鋼 

１次冷却材 

28 １次冷却系統 3/4～3 
PS-1，MS-1，

PS-2 
約17.2 約360 Ｓ ○ ○ 

抽出ライン止め弁 

（2Ｂ） 

56 化学体積制御系統 3/4～3 
PS-1，MS-1，

PS-2，高*2 
約18.8 約343 Ｓ    

4 安全注入系統 3/4～1 MS-1  約17.2 約150 Ｓ    

8 余熱除去系統 3/4～3 
MS-1，PS-2，

MS-2 
約 4.5 約200 Ｓ    

2 換気空調系統 3/4 MS-1 約 0.3 約129 Ｓ    

4 燃料取替用水系統 3/4～3 MS-2 約 1.0 約 95 Ｓ    

37 １次系試料採取系統 3/8～3/4 
MS-1，MS-2，

高*2 
約17.2 約360 Ｓ    

3 
使用済燃料ピット水

浄化冷却系統 
3～4 MS-2 約 1.0 約 95 Ｓ    

廃液 5 液体廃棄物処理系統 1～3 高*2 約 1.0 約150 Ｂ ○ ○ 
低水質廃液蒸発装置濃

縮液循環弁（3Ｂ） 

蒸気 

4 １次冷却系統 3/4 MS-1 約17.2 約360 Ｓ ○ ○ 
加圧器水位計上部元弁

（3/4Ｂ） 

10 主蒸気系統 3/4 MS-1 約 7.5 約291 Ｓ    

1 補助蒸気系統 2 高*2 約0.09 約170 Ｃ    

給水 18 主給水系統 3/4 MS-1，MS-2 約 7.5 約291 Ｓ    

純水 

9 化学体積制御系統 3/4～2 MS-2，高*2 約 1.4 約150 Ｂ    

6 液体廃棄物処理系統 
3/4～ 

1･1/2 
高*2 約 1.0 約150 Ｂ    

2 
蒸気発生器ブローダ

ウン系統 
3/8 MS-1 約 7.5 約291 Ｓ    

2 補助蒸気系統 3/8～1/2 高*2 約 0.9 約185 Ｃ    

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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表3.6-2(2/4) 泊２号炉 玉形弁の代表弁 

分離基準 

台数 該当系統 

代表系統選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震 

安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

口径(Ｂ) 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 
代表弁 設置 

場所 
材料 内部流体 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内 

ステンレス鋼 

窒素ガス 2 １次冷却系統 3/8 MS-1 約0.7 約170 Ｓ ○ ○ 加圧器逃がしタンク自動

ガス分析ラインＣ／Ｖ内

側隔離弁（3/8Ｂ） 

空気 
26 ディーゼル発電機設備 

3/8～ 

2･1/2 
MS-1，高*2 約3.2 約 90 Ｓ   

9 １次系試料採取系統 3/4 MS-1，高*2  約1.0 約129 Ｓ   

希ガス等 1 化学体積制御系統 3/4 高*2 約0.7 約150 Ｂ   

銅合金 

油 
16 換気空調系統 1/4～3/4 MS-1 約0.7 約 75 Ｃ   

3 化学体積制御系統 1 MS-1 約1.0 約 70 Ｓ   

フロン 20 換気空調系統 1/4～4 MS-1 約0.1 約100 Ｃ   

海水 2 原子炉補機冷却海水系統 3/4 MS-2 約0.7 約 50 Ｓ ○ ○ 

原子炉補機冷却海水供給

母管圧力計元弁 

（3/4Ｂ） 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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表3.6-2(3/4) 泊２号炉 玉形弁の代表弁 

分離基準 

台数 該当系統 

代表系統選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震 

安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

口径 

（Ｂ） 
重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 
代表弁 設置

場所 
材料 

内部 

流体 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内 

炭素鋼，

低合金鋼 
蒸気 12 主蒸気系統 3/4～6 MS-1 約7.5 約291 Ｓ ○ ○ 主蒸気逃がし弁（6Ｂ） 

炭素鋼 

蒸気 46 補助蒸気系統 1/2～4 高*2 約0.9 約185 Ｃ    

給水 2 主蒸気系統 2 MS-1 約7.5 約291 Ｓ    

純水 

2 
蒸気発生器ブローダウン

系統 
3 MS-1 約7.5 約291 Ｓ    

20 ディーゼル発電機設備 1/2～5 MS-1 約0.5 約 90 Ｓ    

28 補助蒸気系統 1/2～3 高*2 約0.9 約185 Ｃ    

淡水 1 消火系統 2 MS-1 約1.5 約129 Ｓ    

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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表3.6-2(4/4) 泊２号炉 玉形弁の代表弁 

分離基準 

台数 該当系統 

代表系統選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震 

安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

口径(Ｂ) 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 
代表弁 設置 

場所 
材料 内部流体 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内 炭素鋼 

窒素ガス 
1 安全注入系統 1 MS-1 約17.2 約129 Ｓ ○ ○ 蓄圧タンク窒素供給ライ

ンＣ／Ｖ外側隔離弁 

（1Ｂ） 2 原子炉補機冷却水系統 3/4 MS-2 約 0.3 約 95 Ｓ   

油 
9 化学体積制御系統 1～1･1/2 MS-1 約 1.0 約 70 Ｓ    

28 ディーゼル発電機設備 3/4～3 MS-1 約 0.8 約 80 Ｓ    

空気 

1 所内用空気系統 2 MS-1 約 0.8 約129 Ｓ    

46 制御用空気系統 3/4～6 MS-1，MS-2 約 0.8 約129 Ｓ    

5 換気空調系統 3/4 MS-1 約 0.3 約129 Ｓ    

ヒドラジン水 

8 余熱除去系統 1/2～3/4 MS-1 約 1.4 約 95 Ｓ    

16 換気空調系統 1～4 MS-1 約 1.0 約129 Ｓ    

89 原子炉補機冷却水系統 1/2～3 MS-1，MS-2 約 1.4 約 95 Ｓ    

*1：機能は最上位の機能を示す。  
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表3.6-3 泊２号炉 バタフライ弁の代表弁 

分離基準 

台数 該当系統 

代表系統選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震 

安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

口径

(Ｂ) 
重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 
代表弁 設置 

場所 
材料 内部流体 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内 

ステンレス鋼 

1次冷却材 

4 余熱除去系統 6～8 MS-1，PS-2 約4.5 約200 Ｓ ○ ○ 
余熱除去冷却器出口

流量調節弁（8Ｂ） 

2 
使用済燃料ピット水浄化

冷却系統 
8 MS-2 約1.0 約 95 Ｓ    

廃液 1 液体廃棄物処理系統 6 高*2 約1.0 約150 Ｂ ○ ○ 

低水質廃液蒸発装置

濃縮液ポンプ入口弁

（6Ｂ） 

炭素鋼 

海水 

28 原子炉補機冷却海水系統 6～24 MS-1 約0.7 約 50 Ｓ ○ ○ 

原子炉補機冷却海水

ポンプ出口ストレー

ナ入口弁（24Ｂ） 

8 ディーゼル発電機設備 5～6 MS-1 約0.7 約 50 Ｓ    

空気 

29 換気空調系統 3～40 MS-1 約0.8 約129 Ｓ ○ ○ 

格納容器水素パージ

給気ラインＣ／Ｖ外

側隔離弁（3Ｂ） 

3 
原子炉格納容器真空逃が

し系統 
12 MS-1 約0.3 約129 Ｓ    

ヒドラジン水 
4 原子炉補機冷却水系統 12 MS-1 約1.4 約 95 Ｓ    

2 換気空調系統 4 MS-1 約1.0 約 45 Ｃ    

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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表3.6-4 泊２号炉 ダイヤフラム弁の代表弁 

分離基準 
台

数 
該当系統 

代表系統選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震 

安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

口径(Ｂ) 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 
代表弁 設置

場所 
材料 

内部 

流体 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内 

ステン

レス鋼 

１次 

冷却材 

4 液体廃棄物処理系統 1･1/2～3 MS-1 約1.4 約129 Ｓ ○ ○ 
格納容器冷却材ドレンポンプ出

口Ｃ／Ｖ内側隔離弁（3Ｂ） 

41 化学体積制御系統 3/4～3 
MS-1，PS-2， 

MS-2，高*2 
約2.1 約 95 Ｓ    

6 燃料取替用水系統 3～4 MS-1，MS-2 約1.0 約129 Ｓ    

2 
使用済燃料ピット水浄化

冷却系統 
2 MS-2 約1.0 約 95 Ｓ    

2 １次系試料採取系統 3/4 高*2 約2.1 約 95 Ｂ    

純水 

1 １次冷却系統 2 MS-1 約1.4 約129 Ｓ    

1 原子炉補給水系統 2 MS-1 約1.0 約129 Ｓ    

9 化学体積制御系統 1/2 MS-1 約0.1 約 95 Ｓ    

空気 3 １次系試料採取系統 1 MS-1 約0.3 約129 Ｓ ○ ○ 
格納容器空気サンプル取出しＣ

／Ｖ内側隔離弁（1Ｂ） 

希ガス

等 
2 液体廃棄物処理系統 3/4 MS-1 約0.3 約129 Ｓ    

炭酸 

ガス 
2 炉内中性子束監視装置 3/4 MS-1 約0.3 約129 Ｓ    

炭素鋼 

海水 

28 原子炉補機冷却海水系統 1～2 MS-1 約0.7 約 50 Ｓ ○ ○ 
原子炉補機冷却海水ポンプ自冷

水ライン弁（2Ｂ） 

2 ディーゼル発電機設備 1･1/2 MS-1 約0.7 約 50 Ｓ    

窒素 

ガス 

3 液体廃棄物処理系統 2 MS-1 約1.0 約129 Ｓ ○ ○ 
格納容器冷却材ドレンタンク窒

素供給Ｃ／Ｖ隔離弁（2Ｂ） 

1 １次冷却系統 3/4 MS-1 約1.0 約129 Ｓ    

希ガス

等 
16 気体廃棄物処理系統 3/4～2 PS-2 約1.4 約 95 Ｂ    

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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表3.6-5(1/2) 泊２号炉 スイング逆止弁の代表弁 

分離基準 

台数 該当系統 

代表系統選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震 

安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

口径(Ｂ) 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 
代表弁 設置

場所 
材料 内部流体 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内 

ステンレス鋼 

１次冷却材 

14 安全注入系統 3～10 PS-1，MS-1 約17.2 約343 Ｓ ○ ○ 
蓄圧タンク出口第２逆止

弁（10Ｂ） 

8 余熱除去系統 6～18 PS-1，MS-1 約17.2 約343 Ｓ    

2 
原子炉格納容器ス

プレイ系統 
10 MS-1 約 2.7 約150 Ｓ    

2 化学体積制御系統 4 MS-1 約 1.0 約 95 Ｓ    

1 
使用済燃料ピット

水浄化冷却系統 
3 MS-2 約 1.0 約 95 Ｓ    

2 燃料取替用水系統 3 MS-2 約 1.0 約 95 Ｓ    

屋外 油 4 
ディーゼル発電機

設備 
3 MS-1 大気圧 約 50 Ｓ ○ ○ 

燃料油貯油そう出口逆止

弁（3Ｂ） 

屋内 銅合金 海水 14 
原子炉補機冷却海

水系統 
3/4～2 MS-1 約 0.7 約 50 Ｓ ○ ○ 

原子炉補機冷却海水ポン

プ自冷水ライン逆止弁 

（2Ｂ） 

*1：機能は最上位の機能を示す。 
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表3.6-5(2/2) 泊２号炉 スイング逆止弁の代表弁 

分離基準 

台数 該当系統 

代表系統選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震 

安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

口径(Ｂ) 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 
代表弁 設置 

場所 
材料 内部流体 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内 炭素鋼 

蒸気 
2 主蒸気系統 28 MS-1 約7.5 約291 Ｓ ○ ○ 主蒸気隔離弁（28Ｂ） 

1 補助蒸気系統 8 高*2 約1.2 約195 Ｃ    

純水 
2 

ディーゼル発電機

設備 
5 MS-1 約0.5 約 90 Ｓ    

5 補助蒸気系統 3～6 高*2 約0.9 約185 Ｃ    

ヒドラジン水 
8 

原子炉補機冷却水

系統 
3～14 MS-1 約1.4 約129 Ｓ ○ ○ 

１次冷却材ポンプ補機冷却水

入口Ｃ／Ｖ内側隔離逆止弁（4

Ｂ） 

4 換気空調系統 4 MS-1 約1.0 約 45 Ｃ    

油 4 
ディーゼル発電機

設備 
6 MS-1 約0.8 約 80 Ｓ    

空気 
3 

原子炉格納容器真

空逃がし系統 
12 MS-1 約0.3 約129 Ｓ    

2 制御用空気系統 6 MS-1 約0.8 約 50 Ｓ    

海水 4 
原子炉補機冷却海

水系統 
20 MS-1 約0.7 約 50 Ｓ ○ ○ 

原子炉補機冷却海水ポンプ出

口逆止弁（20Ｂ） 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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表3.6-6(1/2) 泊２号炉 リフト逆止弁の代表弁 

分離基準 

台数 該当系統 

代表系統選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震 

安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

口径(Ｂ) 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 
代表弁 設置

場所 
材料 内部流体 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 
最高使用温度 

（℃） 

屋内 

ステンレス鋼 

１次冷却材 

26 化学体積制御系統 3/4～2 
PS-1，MS-1，

PS-2，高*2 
約18.8 約343 Ｓ ○ ○ 

ル－プ充てんライン第

２逆止弁（2Ｂ） 

9 安全注入系統 1～2 PS-1，MS-1 約17.2 約343 Ｓ    

6 １次系試料採取系統 3/8～3/4 MS-1，MS-2 約17.2 約360 Ｓ    

1 余熱除去系統 2 PS-2 約 4.5 約200 Ｂ    

2 換気空調系統 3/4 MS-1 約 0.3 約129 Ｓ    

2 燃料取替用水系統 3/4 MS-1 約 1.0 約129 Ｓ    

純水 

1 １次冷却系統 2 MS-1 約 1.4 約129 Ｓ ○ ○ 加圧器逃がしタンク補

給水ラインＣ／Ｖ内側

隔離逆止弁（2Ｂ） 1 原子炉補給水系統 2 MS-1 約 1.0 約129 Ｓ   

1 液体廃棄物処理系統 3/4 高*2 約 1.0 約150 Ｂ    

2 化学体積制御系統 1 高*2 約 1.0 約150 Ｂ   
 

2 補助蒸気系統 1 高*2 約 0.9 約185 Ｃ    

空気 

3 １次系試料採取系統 3/4～1 MS-1 約 0.3 約129 Ｓ    

6 ディーゼル発電機設備 1～1･1/2 高*2 約 3.2 約 90 Ｓ    

希ガス等 
1 化学体積制御系統 1･1/2 高*2 約 0.1 約150 Ｂ    

1 液体廃棄物処理系統 2 高*2 約 0.1 約150 Ｂ    

銅合金 
油 4 換気空調系統 3/8 MS-1 約 0.7 約 75 Ｃ    

フロン 4 換気空調系統 1/4 MS-1 約 0.1 約100 Ｃ    

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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表3.6-6(2/2) 泊２号炉 リフト逆止弁の代表弁 

分離基準 

台数 該当系統 

代表系統選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震 

安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

口径(Ｂ) 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 
代表弁 設置

場所 
材料 内部流体 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 
最高使用温度 

（℃） 

屋内 

ステンレス鋼 廃液 1 
液体廃棄物処理

系統 
3/4 高*2 約0.1 約150 Ｂ ○ ○ 

低水質廃液蒸発装置蒸留

水戻りライン逆止弁（3/4

Ｂ） 

炭素鋼 

純水 3 補助蒸気系統 3/4～1 高*2 約0.9 約185 Ｃ ○ ○ 

ほう酸補給タンク加熱器

蒸気ヘッダトラップ出口

逆止弁（3/4Ｂ） 

窒素ガス 
1 安全注入系統 1 MS-1 約5.5 約129 Ｓ ○ ○ 

蓄圧タンク窒素供給ライ

ンＣ／Ｖ内側隔離逆止弁

（1Ｂ） 

1 １次冷却系統 3/4 MS-1 約1.0 約129 Ｓ    

空気 

2 換気空調系統 3/4 MS-1 約0.3 約129 Ｓ    

1 所内用空気系統 2 MS-1 約0.8 約129 Ｓ    

4 制御用空気系統 2 MS-1 約0.8 約129 Ｓ    

希ガス等 4 
気体廃棄物処理

系統 
1 PS-2 約1.0 約 95 Ｂ    

淡水 1 消火系統 2 MS-1 約1.5 約129 Ｓ    

ヒドラジン水 4 
原子炉補機冷却

水系統 
3/4 MS-1 約1.4 約129 Ｓ 

  

 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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表3.6-7(1/2) 泊２号炉 安全逃がし弁の代表弁 

分離基準 

台数 該当系統 

代表系統選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震 

安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

口径(Ｂ) 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 
代表弁 設置

場所 
材料 内部流体 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内 ステンレス鋼 

１次冷却材 

2 １次冷却系統 4 PS-1 約17.2 約360 Ｓ ○ ○ 加圧器安全弁(4Ｂ) 

5 化学体積制御系統 3/4～2 MS-1，高*2 約18.8 約200 Ｓ    

2 余熱除去系統 2 高*2 約 4.5 約200 Ｓ    

空気 
2 制御用空気系統 2 高*2 約 0.4 約200 Ｓ ○ ○ 

制御用空気圧縮機中間

冷却器安全弁(2Ｂ) 

6 ディーゼル発電機設備 3/4～1 高*2 約 3.2 約 90 Ｃ    

油 2 ディーゼル発電機設備 3/4 MS-1 約 0.8 約 80 Ｓ    

希ガス等 
1 化学体積制御系統 6 高*2 約 0.1 約150 Ｂ    

1 液体廃棄物処理系統 4 高*2 約 0.1 約150 Ｂ    

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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表3.6-7(2/2) 泊２号炉 安全逃がし弁の代表弁 

分離基準 

台数 該当系統 

代表系統選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震 

安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

口径(Ｂ) 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 
代表弁 設置

場所 
材料 内部流体 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内 炭素鋼 

蒸気 
14 主蒸気系統 5 MS-1 約7.5 約291 Ｓ ○ ○ 主蒸気安全弁（5Ｂ） 

1 補助蒸気系統 2 高*2 約0.09 約170 Ｃ    

希ガス等 2 気体廃棄物処理系統 1 PS-2 約1.0 約 95 Ｂ ○ ○ 
ガス減衰タンク安全弁 

（1Ｂ） 

空気 4 ディーゼル発電機設備 3/4 高*2 約3.2 約 90 Ｓ  ○ 空気だめ安全弁（3/4Ｂ） 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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表3.6-8 泊２号炉 電動装置の代表弁 

分離基準 

仕様 台数 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震 

安全性 

評価 

代表機器 

代表機器の選定 

設置 

場所 

電動機 

型式 
重要度*1 口径(Ｂ) 

使用場所 
耐震 

重要度 
代表弁 

原子炉 

格納容器内 

原子炉 

格納容器外 
周囲温度 

屋内 

交流 

SMB-3 104 MS-1 10  ○*2 － 約28～43℃ Ｓ ○ ○ 余熱除去ライン入口止め弁（SMB-3，10Ｂ） 

SMB-2  MS-1 6～8 － ○ 約26～40℃ Ｓ    

SMB-0  MS-1 4～6 －  ○*3 約26～50℃ Ｓ    

SMB-00  MS-1 2～6 － ○ 約26～40℃ Ｓ    

SMB-000  MS-1 3/8～4 ○ － 約28～43℃ Ｓ    

   2～3 －  ○*3 約26～50℃     

SB-4D  MS-1 16～18 －  ○*3 約26～50℃ Ｓ    

SB-3D  MS-1 14 － ○ 約26～40℃ Ｓ    

SB-2D  MS-1 6～10 － ○ 約26～40℃ Ｓ    

SB-1D  MS-1，MS-2 3  ○*2 － 約28～43℃ Ｓ    

   6～12 － ○ 約26～40℃     

SB-0D  MS-1 3 － ○ 約26～40℃ Ｓ    

SB-00D  MS-1 3～4 ○ － 約28～43℃ Ｓ    

   3～4 － ○ 約26～40℃     

SS2-14A-WT  MS-1 16 － ○ 約26～40℃ Ｓ    

SS2-7A-EB/WT  MS-1 3 － ○ 約26～40℃ Ｓ    

直流 SMB-0 2 MS-1 4 －  ○*3 約50℃ Ｓ ○ ○ 
タービン動補助給水ポンプ駆動蒸気ライン元弁
（SMB-0，4Ｂ） 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：使用環境の厳しいループ室又は加圧器室内に設置。 

*3：主蒸気管室設置分を含む。 
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表3.6-9 泊２号炉 空気作動装置の代表弁 
分離基準 

台数 仕様 

選定基準 
｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 

代表弁 
型式 設置場所 口径(Ｂ) 重要度*1 周囲温度 

耐震 

重要度 

空気作動弁用 

ダイヤフラム型 

空気作動装置 

屋内 61 
連続制御 

ON-OFF制御 
3/8～6 MS-1，MS-2 約26～50℃ Ｓ ○ ○ 

主蒸気逃がし弁 

（連続制御，6Ｂ） 

空気作動弁用 

シリンダ型 

空気作動装置 

屋内 49 
連続制御 

ON-OFF制御 
3/8～40 MS-1，MS-2 約26～50℃ Ｓ ○ ○ 

主蒸気隔離弁 

（ON-OFF制御，28Ｂ） 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

 

 



 3.6.18 

3.6.3 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

(1) 「技術評価」での検討結果の整理 

3.6.2項で選定した代表弁について，「技術評価」で検討された経年劣化事

象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉弁の技術評価

書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対し保

全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.6-10～表3.6-18参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.6-10～表3.6-18中に記載した。 
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表3.6-10 泊２号炉 仕切弁に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 余熱除去系統 

仕切弁 

主蒸気系統 

仕切弁 

原子炉 

補機冷却水系統 

仕切弁 

バウンダリ 

の維持 
弁箱 疲労割れ ○ － －  

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.6-11(1/2)  泊２号炉 玉形弁に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 
１次冷却系統 

(１次冷却材) 

玉形弁 

液体廃棄物 

処理系統 

玉形弁 

１次冷却系統 

(蒸気) 

玉形弁 

１次冷却系統 

(窒素ガス) 

玉形弁 

原子炉 

補機冷却 

海水系統 

玉形弁 

バウンダリ 

の維持 
弁箱 疲労割れ ○ － － － － 

 

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.6-11(2/2)  泊２号炉 玉形弁に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 主蒸気系統 

玉形弁 

安全注入系統 

玉形弁 

－ － － － － 
 

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.6-12  泊２号炉 バタフライ弁に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 余熱除去系統 

バタフライ弁 

液体廃棄物処理

系統 

バタフライ弁 

原子炉 

補機冷却海水 

系統 

バタフライ弁 

換気空調系統 

バタフライ弁 

－ － － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.6-13  泊２号炉 ダイヤフラム弁に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」 

評価結果概要*1 

液体廃棄物 

処理系統 

(ステンレス鋼) 

ダイヤフラム弁 

１次系 

試料採取系統 

ダイヤフラム弁 

原子炉補機冷却

海水系統 

ダイヤフラム弁 

液体廃棄物 

処理系統 

(炭素鋼) 

ダイヤフラム弁 

－ － － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.6-14  泊２号炉 スイング逆止弁に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」 

評価結果概要*1 
安全注入系統 

スイング 

逆止弁 

ディーゼル 

発電機設備 

スイング 

逆止弁 

原子炉 

補機冷却 

海水系統 

（銅合金） 

スイング 

逆止弁 

主蒸気系統 

スイング 

逆止弁 

原子炉補機 

冷却水系統 

スイング 

逆止弁 

原子炉 

補機冷却 

海水系統 

（炭素鋼） 

スイング 

逆止弁 

バウンダリ 

の維持 
弁箱 疲労割れ ○ － － － － － 

 

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.6-15  泊２号炉 リフト逆止弁に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」 

評価結果概要*1 
化学体積 

制御系統 

リフト逆止弁 

１次冷却系統 

リフト逆止弁 

液体廃棄物 

処理系統 

リフト逆止弁 

補助蒸気系統 

リフト逆止弁 

安全注入系統 

リフト逆止弁 

バウンダリ 

の維持 
弁箱 疲労割れ ○ － － － － 

 

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.6-16  泊２号炉 安全逃がし弁に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」 

評価結果概要*1 １次冷却系統 

安全逃がし弁 

制御用 

空気系統 

安全逃がし弁 

主蒸気系統 

安全逃がし弁 

気体廃棄物 

処理系統 

安全逃がし弁 

ディーゼル 

発電機設備 

安全逃がし弁 

－ － － － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.6-17  泊２号炉 電動装置に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

余熱除去系統電動弁 主蒸気系統電動弁 

－ － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.6-18  泊２号炉 空気作動装置に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 主蒸気系統 

空気作動弁 

（ダイヤフラム型） 

主蒸気系統 

空気作動弁 

（シリンダ型） 

－ － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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(2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.6.3項(1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.6-19～

表3.6-27に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a. 仕切弁において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

仕切弁において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」で

の検討結果に基づき整理した結果（表3.6-10），現在発生しているか，又は

将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとおりである。 

・弁箱の疲労割れ（余熱除去系統仕切弁） 

 

本経年劣化事象については弁の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が

「軽微若しくは無視」できるとは言えず，耐震安全性評価対象（表3.6-19で

◎となっているもの）とした。 

 

b. 玉形弁において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

玉形弁において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」で

の検討結果に基づき整理した結果（表3.6-11），現在発生しているか，又は

将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとおりである。 

・弁箱の疲労割れ（１次冷却系統（１次冷却材）玉形弁） 

 

本経年劣化事象については弁の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が

「軽微若しくは無視」できるとは言えず，耐震安全性評価対象（表3.6-20で

◎となっているもの）とした。 

 



 3.6.30 

c. バタフライ弁において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

バタフライ弁において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.6-12），現在発生しているか，

又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。

（表3.6-21参照） 

 

d. ダイヤフラム弁において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

ダイヤフラム弁において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術

評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.6-13），現在発生しているか，

又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.6-22参照） 

 

e. スイング逆止弁において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

スイング逆止弁において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術

評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.6-14），現在発生している

か，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとおりで

ある。 

・弁箱の疲労割れ（安全注入系統スイング逆止弁） 

 

本経年劣化事象については弁の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が

「軽微若しくは無視」できるとは言えず，耐震安全性評価対象（表3.6-23で

◎となっているもの）とした。 
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f. リフト逆止弁において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

リフト逆止弁において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.6-15），現在発生しているか，

又は将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとおりである。 

・弁箱の疲労割れ（化学体積制御系統リフト逆止弁） 

 

本経年劣化事象については弁の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が

「軽微若しくは無視」できるとは言えず，耐震安全性評価対象（表3.6-24で

◎となっているもの）とした。 

 

g. 安全逃がし弁において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

安全逃がし弁において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.6-16），現在発生しているか，

又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。

（表3.6-25参照） 

 

h. 電動装置において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

電動装置において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」

での検討結果に基づき整理した結果（表3.6-17），現在発生しているか，又

は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.6-26参照） 

 

i. 空気作動装置において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

空気作動装置において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.6-18），現在発生しているか，

又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。

（表3.6-27参照） 
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表3.6-19 泊２号炉 仕切弁の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

余熱除去系統 

仕切弁 

主蒸気系統 

仕切弁 

原子炉 

補機冷却水系統

仕切弁 

弁箱 疲労割れ ◎ － － 

◎：以降で評価する 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.6-20 泊２号炉 玉形弁の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

１次冷却系統 

(1次冷却材) 

玉形弁 

液体廃棄物 

処理系統 

玉形弁 

１次冷却系統 

(蒸気) 

玉形弁 

１次冷却系統 

(窒素ガス) 

玉形弁 

原子炉補機冷却 

海水系統 

玉形弁 

主蒸気系統 

玉形弁 

安全注入系統 

玉形弁 

弁箱 疲労割れ ◎ － － － － － － 

◎：以降で評価する 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.6-21 泊２号炉 バタフライ弁の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 
 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

余熱除去系統 

バタフライ弁 

液体廃棄物処理 

系統 

バタフライ弁 

原子炉 

補機冷却海水系統 

バタフライ弁 

換気空調系統 

バタフライ弁 

－ － － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.6-22 泊２号炉 ダイヤフラム弁の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

液体廃棄物 

処理系統 

(ステンレス鋼) 

ダイヤフラム弁 

1次系 

試料採取系統 

ダイヤフラム弁 

原子炉補機冷却 

海水系統 

ダイヤフラム弁 

液体廃棄物 

処理系統 

(炭素鋼) 

ダイヤフラム弁 

－ － － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.6-23 泊２号炉 スイング逆止弁の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

安全注入系統 

スイング 

逆止弁 

ディーゼル 

発電機設備 

スイング 

逆止弁 

原子炉 

補機冷却 

海水系統 

（銅合金） 

スイング 

逆止弁 

主蒸気系統 

スイング 

逆止弁 

原子炉補機 

冷却水系統 

スイング 

逆止弁 

原子炉 

補機冷却 

海水系統 

（炭素鋼） 

スイング 

逆止弁 

弁箱 疲労割れ ◎ － － － － － 

◎：以降で評価する 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.6-24 泊２号炉 リフト逆止弁の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

化学体積 

制御系統 

リフト逆止弁 

１次冷却系統 

リフト逆止弁 

液体廃棄物 

処理系統 

リフト逆止弁 

補助蒸気系統 

リフト逆止弁 

安全注入系統 

リフト逆止弁 

弁箱 疲労割れ ◎ － － － － 

◎：以降で評価する 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.6-25 泊２号炉 安全逃がし弁の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

１次冷却系統 

安全逃がし弁 

制御用 

空気系統 

安全逃がし弁 

主蒸気系統 

安全逃がし弁 

気体廃棄物 

処理系統 

安全逃がし弁 

ディーゼル発電機

設備 

安全逃がし弁 

－ － － － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.6-26 泊２号炉 電動装置の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

余熱除去系統電動弁 主蒸気系統電動弁 

－ － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.6-27 泊２号炉 空気作動装置の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

主蒸気系統空気作動弁 

（ダイヤフラム型） 

主蒸気系統空気作動弁 

（シリンダ型） 

－ － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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3.6.4 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項にて整理し抽出した経年劣化事象及び2.2項(2)bの表４で耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象に対して耐震安全性評価を実施する。 

(1) 弁の疲労割れに対する耐震安全性評価 

（余熱除去ライン入口止め弁，抽出ライン止め弁，蓄圧タンク出口第２逆

止弁，ル－プ充てんライン第２逆止弁） 

耐震安全性評価では，弁と配管の接続部における地震時の発生応力を求め，

「技術評価」での疲労評価結果を加味して評価した。 

結果は，表3.6-28に示すとおりであり，通常運転時及び地震時の疲労累積

係数の合計は1以下であり，弁の疲労割れは，耐震安全性評価上問題ない。 

 

表3.6-28 泊２号炉 地震時の疲労累積係数の評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 

疲労累積係数 

（許容値1以下） 

通常 

運転時 
地震時 合計 

余熱除去ライン入口止め弁  Ｓ 
ＳＳ 0.087*1 0.000 0.087 

Ｓ１ 0.087*1 0.000 0.087 

抽出ライン止め弁  Ｓ 
ＳＳ 0.344*1 0.000 0.344 

Ｓ１ 0.344*1 0.000 0.344 

蓄圧タンク出口第２逆止弁  Ｓ 
ＳＳ 0.391*1 0.000 0.391 

Ｓ１ 0.391*1 0.000 0.391 

ル－プ充てんライン第２逆止弁  Ｓ 
ＳＳ 0.433*1 0.000 0.433 

Ｓ１ 0.433*1 0.000 0.433 

*1：日本機械学会 環境疲労評価手法（JSME S NF1-2009）に基づき環境を考慮した値 
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3.6.5 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施する

こととする。 

 

3.6.5.1 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

3.6.3項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討結果を用いて，代表機器以外の評価対象機器につ

いても，「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用い

て整理を行った。 

 

(1) 弁箱の疲労割れ 

弁箱の疲労割れに関しては，代表機器以外の機器に対しては今後も発生

の可能性がないか，又は小さいため代表機器以外への展開は不要とした。 

 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器におけ

る抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

3.6.5.2 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.6.3項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器の

振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる事象

を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体において

代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3.6.5.3 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，3.6.5.2項で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象が

抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に

対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については表3.6-1～

表3.6-9を参照のこと）  

 

(1) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 
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3.6.6 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

弁における高経年化に対する技術評価により，各部位に想定される経年劣化

事象については，現状の保全対策により機器に与える影響が十分小さいことを

確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価

の実施により，弁における動的機能維持に必要となる部位での経年劣化事象は，

弁の振動応答特性への影響が「軽微若しくは無視」できる事象であることを確

認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求され

る機器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回るもの

ではないと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断する。 

 

3.6.7 保全対策に反映すべき項目の抽出 

弁においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全性の観点か

ら追加すべき項目はない。 

 





 3.7.1 

3.7 炉内構造物 

本章は，泊２号炉で使用されている炉内構造物に係わる経年劣化事象について，

耐震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号炉については，既に「技術評

価」において経年劣化事象に対する健全性評価を行うとともに，現状保全の評価を

実施しているため，本章においてはこれら検討結果を前提条件とし，評価を実施す

ることとする。 

 

3.7.1 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている炉内構造物（「技術評価」の評価対象機器）を評価

対象機器とする。なお，評価対象炉内構造物の主な仕様を表3.7-1に示す。 

また，制御棒は3.14章機械設備にて評価を実施している。 

 

表3.7-1 泊２号炉 炉内構造物の主な仕様 

機器名称 

(台数) 
重要度*1 

使用条件 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

炉内構造物 

(1) 
PS-1 約17.2 約343 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

 

3.7.2 代表部位の選定 

「技術評価」の評価では評価対象炉内構造物の特殊性を考慮し，評価対象部

位についてグループ化や代表部位の選定を行わずに評価しているが，本検討に

おいても同様に評価するものとする。 

本検討での代表部位を表3.7-2に示す。 



 3.7.2 

表3.7-2 泊２号炉 炉内構造物の評価対象部位 

機能達成に 

必要な項目 
部位 材料 重要度*1 

耐震 

重要度 

炉心支持及び炉心

位置決め部材信頼

性の維持 

上部炉心板 ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

上部炉心支持柱 ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

上部炉心支持板 ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

下部炉心板 ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

下部炉心支持柱 ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

下部炉心支持板 ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

炉心そう ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

上部燃料集合体案内 

ピン 
ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

下部燃料集合体案内 

ピン 
ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

制御棒クラスタ案

内構造信頼性の維

持 

制御棒クラスタ案内管 ステンレス鋼 MS-1 Ｓ 

支持ピン 
ニッケル基合金 

（750合金） 
MS-1 Ｓ 

１次冷却材流路形

成構成部材信頼性

の維持 

炉心バッフル ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

炉心バッフル取付板 ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

バッフルフォーマボルト ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

バレルフォーマボルト ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

炉内計装案内構造

部材信頼性の維持 

炉内計装用シンブル

チューブ 
ステンレス鋼 PS-2 Ｓ 

中性子遮へい構造

信頼性の維持 

熱遮へい体 ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

熱遮へい体取付ボルト ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

機器の支持構造信

頼性の維持 
押えリング ステンレス鋼 PS-1 Ｓ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

 



 3.7.3 

3.7.3 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

(1) 「技術評価」での検討結果の整理 

3.7.2項で選定した代表炉内構造物について，「技術評価」で検討された経

年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉 炉

内構造物の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経

年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.7-3参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.7-3中に記載した。 
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表3.7-3 泊２号炉 炉内構造物に想定される経年劣化事象 
 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

炉内構造物 

炉心支持及び炉心位置決

め部材信頼性の維持 

炉心支持構造物 

（上部炉心板，上部炉心

支持柱，上部炉心支持

板，下部炉心板，下部炉

心支持柱，下部炉心支持

板，炉心そう） 

疲労割れ ○ 

 

炉心そう等 
照射誘起型 

応力腐食割れ 
× 

中性子照射量等をもとに，発生可能性を評価した結果，

照射誘起型応力腐食割れの発生の可能性は小さい。 

１次冷却材流路形成構成

部材信頼性の維持 

バッフルフォーマボルト 
照射誘起型 

応力腐食割れ 
× 

中性子照射量等をもとに，発生可能性を評価した結果，

照射誘起型応力腐食割れの発生の可能性は小さい。 

炉心バッフル等 
照射誘起型 

応力腐食割れ 
× 

中性子照射量等をもとに，発生可能性を評価した結果，

照射誘起型応力腐食割れの発生の可能性は小さい。 

中性子遮へい構造信頼性

の維持 
熱遮へい体等 

照射誘起型 

応力腐食割れ 
× 

中性子照射量等をもとに，発生可能性を評価した結果，

照射誘起型応力腐食割れの発生の可能性は小さい。 

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

×：現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 
 



 3.7.5 

(2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.7.3項(1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.7-4に

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a. 炉内構造物において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

炉内構造物において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」

での検討結果に基づき整理した結果（表3.7-3），現在発生しているか，又は

将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のとおりである。 

・炉心支持構造物の疲労割れ 

 

これら経年劣化事象は機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が

「軽微若しくは無視」できるとは言えず，すべて耐震安全性評価対象（表

3.7-4で◎となっているもの）とした。 

 

  



 3.7.6 

表3.7-4 泊２号炉 炉内構造物の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位  経年劣化事象 
代表機器 

炉内構造物 

炉心支持構造物 

（上部炉心板，上部炉心支持柱，上部炉心

支持板，下部炉心板，下部炉心支持柱，下

部炉心支持板，炉心そう） 

疲労割れ ◎ 

炉心そう等 照射誘起型応力腐食割れ － 

バッフルフォーマボルト 照射誘起型応力腐食割れ － 

炉心バッフル等 照射誘起型応力腐食割れ － 

熱遮へい体等 照射誘起型応力腐食割れ － 

◎：以降で評価する 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 



 3.7.7 

3.7.4 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項にて整理し抽出した経年劣化事象及び2.2項(2)bの表４で耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象に対して耐震安全性評価を実施する。 

 

(1) 炉心支持構造物の疲労割れに対する耐震安全性評価 

耐震安全性評価では，「技術評価」と同様に比較的大きな熱応力の発生する

部位を評価対象として，「技術評価」での通常運転時の疲労累積係数に，ＳＳ

及びＳ１地震力による地震時の発生応力から算出される疲労累積係数を加えて

疲労割れに対する評価を行った。表3.7-5に示すとおり地震時の疲労累積係数

は通常運転時の疲労累積係数と比べて非常に小さい値となるので，耐震安全

上問題とならない。 

 

表3.7-5 泊２号炉 炉心支持構造物の疲労割れに対する評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 

疲労累積係数 

（許容値1以下） 

通常運転時 地震時 合計 

上部炉心板 Ｓ 
ＳＳ 0.002*1 0.000 0.002 

Ｓ１ 0.002*1 0.000 0.002 

上部炉心支持板 Ｓ 
ＳＳ 0.003*1 0.000 0.003 

Ｓ１ 0.003*1 0.000 0.003 

上部炉心支持柱 Ｓ 
ＳＳ 0.001*1 0.000 0.001 

Ｓ１ 0.001*1 0.000 0.001 

下部炉心板 Ｓ 
ＳＳ 0.001*1 0.000 0.001 

Ｓ１ 0.001*1 0.000 0.001 

下部炉心支持板 Ｓ 
ＳＳ 0.004*1 0.000 0.004 

Ｓ１ 0.004*1 0.000 0.004 

下部炉心支持柱 Ｓ 
ＳＳ 0.001*1 0.000 0.001 

Ｓ１ 0.001*1 0.000 0.001 

炉心そうフランジ接続部 Ｓ 
ＳＳ 0.001*1 0.000 0.001 

Ｓ１ 0.001*1 0.000 0.001 

炉心そう中間接続部 Ｓ 
ＳＳ 0.001*1 0.000 0.001 

Ｓ１ 0.001*1 0.000 0.001 

炉心そう下部接続部 Ｓ 
ＳＳ 0.000*1 0.000 0.000 

Ｓ１ 0.000*1 0.000 0.000 

*1：日本機械学会 環境疲労評価手法（JSME S NF1-2009）に基づき環境を考慮した値 
 

  



 3.7.8 

（2）炉心そうの中性子照射による靭性低下に対する耐震安全性評価 

耐震安全性評価では，「技術評価」の評価手法と同様に，中性子照射による

材料の靭性低下が想定される炉心そう溶接部に有意な欠陥が存在すると仮定

し， ＳＳ地震発生時の亀裂安定性評価を実施した。 

想定欠陥は，「日本機械学会 設計・建設規格（JSME S NC1-2005/2007）」を

準用し深さを板厚の1/4，長さは板厚の1.5倍の表面欠陥を周方向に仮定した

（図3.7-1）。平板中の半楕円表面亀裂の応力拡大係数Ｋを求めるRaju-Newman

の式（Raju,I.S. and Newman,J.C.,Jr., NASA Technical Paper 1578，1979.）

を用いて想定欠陥の応力拡大係数Ｋを算出した結果，ＳＳ地震時で4.7MPa√m

となった。 

発電設備技術検査協会「平成８年度 プラント長寿命化技術開発に関する

事業報告書」に記載された照射ステンレス鋼の破壊靭性値ＪＩＣ試験結果を図

3.7-2に示す。ＪＩＣの最下限値14kJ/m2から，換算式により破壊靭性値ＫＩＣを

求めると51MPa√mとなる。 

 

KⅠC=√
E

(1-ν
2
)
×JⅠC 

E：縦弾性係数（＝173,000 MPa at 350℃） 

ν：ポアソン比（＝0.3） 

ＪＩＣ：破壊靭性値の下限（14 kJ/m2 at 350℃） 

 

想定欠陥の応力拡大係数は，破壊靭性値を下回っており，不安定破壊は生じ

ないことから炉心そうの中性子照射による靭性低下は，耐震安全性評価上問題

ない。 

 

  



 3.7.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.7-1 泊２号炉 炉内構造物の中性子照射による靭性低下 想定欠陥 

 

 

 



 3.7.10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.7-2 破壊靭性値ＪＩＣと照射量の関係 

［出典：発電設備技術検査協会 

「平成８年度 プラント長寿命化技術開発に関する事業報告書」］ 

 

  



 3.7.11 

(3) 炉内計装用シンブルチューブの摩耗に対する耐震安全性評価 

耐震安全性評価では，地震時の発生応力（地震力はＳＳ地震力）を算出した。

なお，算出にあたり，現状保全で定期的に渦流探傷検査により摩耗状況を確

認していることから，念のため炉内計装用シンブルチューブが炉内構造物内

でガイドされない部分(図3.7-3）に取替基準に相当する70％摩耗を仮定して

評価した。 

結果は，表3.7-6に示すとおりであり，地震時の炉内計装用シンブルチュー

ブの発生応力は許容応力を超えることはなく，炉内計装用シンブルチューブ

の摩耗は，耐震安全性評価上問題ない。 

 

表3.7-6 泊２号炉 炉内計装用シンブルチューブの摩耗に対する評価結果 
 

評価対象 
耐震 

重要度 
応力比*1 

炉内計装用シンブルチューブ Ｓ ＳＳ
*2 0.01 

*1：応力比＝一次応力／許容応力 

*2：ＳＳ地震力がＳ１地震力及びＳクラスの機器に適用される静的地震

力より大きく，ＳＳ地震力による評価応力がＳ１地震力及びＳクラ

スの機器に適用される静的地震力の許容応力を下回るため，Ｓ１地

震力及び静的地震力による評価を省略した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.7-3 泊２号炉 炉内計装用シンブルチューブ露出部概略形状図 



 3.7.12 

3.7.5 評価対象機器全体への展開 

炉内構造物に関しては，評価対象機器すべてを評価しているため，代表機器

以外の機器はない。 

 

3.7.6 保全対策に反映すべき項目の抽出 

炉内構造物においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全性

の観点から追加すべき項目はない。 

 



 3.8.1 

3.8 ケーブル 

本章は，泊２号炉で使用されている主要なケーブルに係わる経年劣化事象につい

て，耐震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号炉の主要機器については，

既に「技術評価」において経年劣化事象に対する健全性評価を行うとともに，現状

保全の評価を実施しているため，本章においてはこれら検討結果を前提条件とし，

評価を実施することとする。 

 

3.8.1 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要なケーブル（「技術評価」の評価対象機器）を

評価対象機器とする。なお，評価対象ケーブルを表3.8-1～表3.8-3に示す。 

 

3.8.2 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象ケーブルの種別を基にしたケーブル分類に，

ケーブルトレイ等及びケーブル接続部のケーブルの機能を維持するための機器

を加えて分類しているが，本検討においてもこの分類に従って整理するものと

し，それぞれの分類ごとに，「技術評価」における代表機器を本検討の代表機器

とする。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要度

の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価するこ

ととする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.8-1～表3.8-3の「耐震安全性評

価代表機器」に示す。 
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表3.8-1 泊２号炉 高圧ケーブルの代表機器 

機器名称 用途 

使用場所 

重要度*1 

使用開始時期 
耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
原子炉 

格納容器内 

原子炉 

格納容器外 
建設時 

運転 

開始後 

難燃高圧 CSHVケーブル 電力  ○ MS-1 ○  Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 
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表3.8-2 泊２号炉 低圧ケーブルの代表機器 

分離基準 

機器名称 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 絶縁体材料 用途 

使用場所 

重要度*1 

使用開始時期 
耐震 

重要度 原子炉 

格納容器内 

原子炉 

格納容器外 
建設時 

運転 

開始後 

難燃エチレン 

プロピレンゴム 

難燃PHケーブル 
電力・制御 

・計装 
○*2 ○ MS-1 ○  Ｓ ○ ○ 

難燃PSHVケーブル 電力・制御  ○ MS-1 ○  Ｓ   

特殊耐熱ビニル 難燃SHVVケーブル 制御  ○ MS-1 ○  Ｓ ○ ○ 

ビニル 難燃VVケーブル 計装  ○ MS-1 ○  Ｓ ○ ○ 

四フッ化エチレン・

六フッ化プロピレン

共重合樹脂 

FPPケーブル 制御・計装  ○ MS-1 ○  Ｓ   

FPETケーブル 制御  ○ MS-1 ○  Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：設計基準事故を考慮する。 
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表3.8-3 泊２号炉 同軸ケーブルの代表機器 

分離基準 

機器名称 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
絶縁体材料 用途 

使用場所 

重要度*1 

使用開始時期 
耐震 

重要度 
原子炉 

格納容器内 

原子炉 

格納容器外 
建設時 

運転 

開始後 

架橋ポリエチレン 

難燃三重同軸ケーブル－１ 計装 ○*2 ○ MS-1 ○  Ｓ ○ ○ 

難燃三重同軸ケーブル－２ 計装 ○  MS-1  ○ Ｓ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：設計基準事故を考慮する。 

 

 



 3.8.5 

3.8.3 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

(1) 「技術評価」での検討結果の整理 

3.8.2項で選定した代表ケーブルについて，「技術評価」で検討された経年

劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉ケーブ

ルの技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.8-4参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.8-4中に記載した。 
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表3.8-4 泊２号炉 ケーブル等に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 高圧 

ケーブル 

低圧 

ケーブル 

同軸 

ケーブル 

ケーブル 

トレイ等 

ケーブル 

接続部 

－ － － － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 

 



 3.8.7 

(2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.8.3項(1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.8-5に

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a. 高圧ケーブルにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

高圧ケーブルにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.8-4参照），現在発生している

か，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。

（表3.8-5参照）  

 

b. 低圧ケーブルにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

低圧ケーブルにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.8-4参照），現在発生している

か，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。

（表3.8-5参照）  

 

c. 同軸ケーブルにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

同軸ケーブルにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.8-4参照），現在発生している

か，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。

（表3.8-5参照）  

 

d. ケーブルトレイ等において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

ケーブルトレイ等において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技

術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.8-4参照），現在発生して

いるか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されな

かった。（表3.8-5参照） 

  



 3.8.8 

e. ケーブル接続部において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

ケーブル接続部において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術

評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.8-4参照），現在発生してい

るか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかっ

た。（表3.8-5参照）  
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表3.8-5 泊２号炉 ケーブル等の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

高圧ケーブル 低圧ケーブル 同軸ケーブル ケーブルトレイ等 ケーブル接続部 

－ － － － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 



 3.8.10 

3.8.4 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，ケーブルの代表機器におい

て，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

3.8.5 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施する

こととする。 

 

3.8.5.1 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

3.8.3項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討を行った結果，経年劣化事象は抽出されなかった。 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器におけ

る抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

3.8.5.2 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.8.3項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器の

振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる事象

を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体において

代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3.8.5.3 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，3.8.5.2項で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象が

抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に

対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については表3.8-1～

表3.8-3を参照のこと）  

 

(1) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 

  



 3.8.11 

3.8.6 保全対策に反映すべき項目の抽出 

ケーブルにおいては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全性の

観点から追加すべき項目はない。 





 3.9.1 

3.9 電気設備 

本章は，泊２号炉で使用されている主要な電気設備に係わる経年劣化事象につい

て，耐震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号炉の主要機器については，

既に「技術評価」において経年劣化事象に対する健全性評価を行うとともに，現状

保全の評価を実施しているため，本章においてはこれら検討結果を前提条件とし，

評価を実施することとする。 

 

3.9.1 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要な電気設備（「技術評価」の評価対象機器）を

評価対象機器とする。なお，評価対象電気設備を表3.9-1～表3.9-4に示す。 

 

3.9.2 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象電気設備を各々の設備ごとにその電圧区分

及び設置場所等を基に分類しているが，本検討においてもこの分類に従って整

理するものとし，それぞれの分類ごとに，「技術評価」における代表機器を本検

討の代表機器とする。ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機

器より，耐震重要度の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機

器として評価することとする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.9-1～表3.9-4の「耐震安全性評

価代表機器」に示す。 
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表3.9-1 泊２号炉 メタクラの代表機器 

機器名称（群数） 仕様 重要度*1 

使用条件 内蔵遮断器 

耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性評価 

代表機器 運転状態*2 

定格 

電圧 

(V) 

周囲 

温度 

（℃） 

投入 

方式 

定格電流（A）

（最大） 

遮断電流 

（kA） 

メタクラ（安全系）(2) 

高圧閉鎖形 

母線定格 

電流1,200Ａ 

MS-1 
連続 

[連続] 
6,900 約35 ばね 1,200 40 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.9-2 泊２号炉 動力変圧器の代表機器 

機器名称（台数） 

仕様 

容量 

（kVA） 

重要度*1 

使用条件 

耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 運転状態*2 

定格 

使用電圧 

（V） 

周囲 

温度 

（℃） 

動力変圧器（安全系）(2) 2,800 MS-1 
連続 

[連続] 
6,900 約35 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.9-3 泊２号炉 パワーセンタの代表機器 

機器名称 

（群数） 
仕様 重要度*1 

使用条件 内蔵遮断器 

耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
運転状態*2 

定格 

使用 

電圧 

(V) 

周囲 

温度 

(℃) 

投入 

方式 

定格 

電流 

(A) 

(最大) 

遮断 

電流 

(kA) 

パワーセンタ（安全系）(2) 

気中遮断器内蔵 

低圧閉鎖形 

母線定格電流4,000A 

MS-1 
連続 

[連続] 
460 約35 

ばね 4,000 90 

Ｓ ○ ○ 

ばね 1,600 50 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

 



 

3
.
9
.
5
 

表3.9-4 泊２号炉 コントロールセンタの代表機器 

分離基準 

機器名称 

（群数） 
仕様 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
電圧 

区分 

設置 

場所 
重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 運転状態*2 
定格使用電圧 

(V) 

周囲温度 

(℃) 

低圧 屋内 

原子炉コントロールセンタ（安全系）(4) 

低圧閉鎖形 

定格電流 

800A 

MS-1 
連続 

[連続] 
440 約35 Ｓ ○ ○ 

ディーゼル発電機コントロールセンタ(2) 

低圧閉鎖形 

定格電流 

600A 

MS-1 
連続 

[連続] 
440 約40 Ｓ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

 

 



 3.9.6 

3.9.3 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

(1) 「技術評価」での検討結果の整理 

3.9.2項で選定した代表電気設備について，「技術評価」で検討された経年

劣化事象を「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉電気設備の

技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象

に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.9-5～表3.9-8参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.9-5～表3.9-8中に記載した。 
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表3.9-5 泊２号炉 メタクラに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

メタクラ（安全系） 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.9-6 泊２号炉 動力変圧器に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

動力変圧器（安全系） 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.9-7 泊２号炉 パワーセンタに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

パワーセンタ（安全系） 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.9-8 泊２号炉 コントロールセンタに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

原子炉コントロールセンタ（安全系） 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 

 



 3.9.11 

(2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.9.3項(1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.9-9～

表3.9-12に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a. メタクラにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

メタクラにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」

での検討結果に基づき整理した結果（表3.9-5），現在発生しているか，又は

将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.9-9参照） 

 

b. 動力変圧器において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

動力変圧器において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.9-6），現在発生しているか，

又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。

（表3.9-10参照） 

 

c. パワーセンタにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

パワーセンタにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評

価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.9-7），現在発生しているか，

又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.9-11参照）  

 

d. コントロールセンタにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

コントロールセンタにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を

「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.9-8），現在発生して

いるか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されな

かった。（表3.9-12参照） 
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表3.9-9 泊２号炉 メタクラの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

メタクラ（安全系） 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.9-10 泊２号炉 動力変圧器の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

動力変圧器（安全系） 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.9-11 泊２号炉 パワーセンタの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

パワーセンタ（安全系） 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.9-12 泊２号炉 コントロールセンタの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

原子炉コントロールセンタ（安全系） 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 



 3.9.16 

3.9.4 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，電気設備の代表機器におい

て，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

3.9.5 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施する

こととする。 

 

3.9.5.1 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

3.9.3項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討を行った結果，経年劣化事象は抽出されなかった。 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器におけ

る抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

3.9.5.2 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.9.3項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器の

振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる事象

を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体において

代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3.9.5.3 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，3.9.5.2項で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象が

抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に

対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については表3.9-1～

表3.9-4を参照のこと）  

 

(1) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 
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3.9.6 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

電気設備における高経年化に対する技術評価により，各部位に想定される経

年劣化事象については，現状の保全対策により機器に与える影響が十分小さい

ことを確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価

の実施により，電気設備における動的機能維持に必要となる部位での経年劣化

事象は，機器の振動応答特性への影響が「軽微若しくは無視」できる事象であ

ることを確認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求され

る機器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回るもの

ではないと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断される。 

 

3.9.7 保全対策に反映すべき項目の抽出 

電気設備においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全性の

観点から追加すべき項目はない。 

 





 3.10.1 

3.10 タービン設備 

泊２号炉のタービン設備のうち，評価対象機器である重要度分類指針におけるクラス

１，２及び高温・高圧の環境下にあるクラス３の機器であって，冷温停止状態維持に必

要な機器はない。 
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3.11 コンクリート構造物及び鉄骨構造物 

本章は，泊２号炉で使用されている主要なコンクリート構造物及び鉄骨構造物に係

わる経年劣化事象について，耐震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号炉

の主要なコンクリート構造物及び鉄骨構造物については，既に「技術評価」において

経年劣化事象に対する健全性評価を行うとともに，現状保全の評価を実施しているた

め，本章においてはこれら検討結果を前提条件とし，評価を実施することとする。 

 

3.11.1 評価対象構造物 

泊２号炉で使用されている主要なコンクリート構造物及び鉄骨構造物（「技術

評価」の評価対象構造物）を評価対象とする。表3.11-1に評価対象構造物の選定

を示す。なお，評価対象構造物は以下のとおりである。 

 

① 外部しゃへい建屋 

② 内部コンクリート 

③ 原子炉格納施設の基礎 

④ 周辺補機棟及び燃料取扱棟 

⑤ 原子炉補助建屋 

⑥ 取水構造物 

⑦ 燃料油貯油槽タンク室 

⑧ 燃料取替用水タンク建屋 
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3.11.2 代表構造物の選定 

「技術評価」の評価では評価対象構造物を材料特性を基に２つのグループに分

類しているが，本検討においてもこの分類に従って整理するものとし，それぞれ

の分類ごとに，「技術評価」における代表構造物を本検討の代表構造物とする。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表構造物より，耐震重要度

の上位の構造物が存在する場合には，これについても代表構造物として評価する

こととする。 

各分類における，本検討での代表構造物を以下に示す。 

 

(1) コンクリート構造物 

① 外部しゃへい建屋 

② 内部コンクリート 

③ 原子炉格納施設の基礎 

④ 周辺補機棟及び燃料取扱棟 

⑤ 原子炉補助建屋 

⑥ 取水構造物 

 

(2) 鉄骨構造物 

① 内部コンクリート（鉄骨部） 

② 周辺補機棟及び燃料取扱棟（鉄骨部） 

③ 原子炉補助建屋（鉄骨部） 

④ 燃料取替用水タンク建屋（鉄骨部） 
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表 3.11-1 対象構造物の選定（1/2） 

「重要度指針」等に定める要求機能 分類等 耐震重要度 主要設備 対象構造物 

原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 PS-1 Ｓ 

原子炉容器 

蒸気発生器 

１次冷却材ポンプ 

加圧器 

内部コンクリート 

内部コンクリート 

内部コンクリート 

内部コンクリート 

過剰反応度の印加防止機能 PS-1 Ｓ 制御棒駆動装置圧力ハウジング 内部コンクリート 

炉心形状の維持機能 PS-1 Ｓ 炉心そう 内部コンクリート 

原子炉の緊急停止機能 MS-1 － －*1 － 

未臨界維持機能 MS-1 Ｓ 
制御棒 

化学体積制御設備の内ほう酸注入系 

内部コンクリート 

内部コンクリート，周辺補機棟，原子炉補助建屋 

原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 MS-1 － －*1 － 

原子炉停止後の除熱機能 MS-1 Ｓ 余熱除去系 内部コンクリート，周辺補機棟，原子炉補助建屋  

炉心冷却機能 MS-1 － －*1 － 

放射性物質の閉じ込め機能 

放射線の遮へい及び放出低減機能 
MS-1 Ｓ 

原子炉格納容器 

アニュラス空気浄化設備 

アニュラス 

遮へい設備（外部遮へい，内部コンクリート） 

非常用排気筒 

原子炉格納施設の基礎 

周辺補機棟 

原子炉格納施設の基礎，外部しゃへい建屋 

外部しゃへい建屋，内部コンクリート 

外部しゃへい建屋，周辺補機棟 

工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号 

の発生機能 
MS-1 Ｓ 安全保護系 内部コンクリート，周辺補機棟，原子炉補助建屋 

*1：冷温停止状態が維持されることを前提とした場合に必要でない機能。 

 

  



 

 

3.11.
4
 

表 3.11-1 対象構造物の選定（2/2） 

「重要度指針」等に定める要求機能 分類等 耐震重要度 主要設備 対象構造物 

安全上特に重要な関連機能 MS-1 Ｓ 

非常用所内電源系 

中央制御室及び中央制御室遮へい 

中央制御室換気空調系 

原子炉補機冷却水系 

原子炉補機冷却海水系 

直流電源系 

計測制御電源系 

制御用圧縮空気設備 

周辺補機棟，原子炉補助建屋， 燃料油貯油槽タンク室 

原子炉補助建屋 

原子炉補助建屋 

周辺補機棟，原子炉補助建屋 

周辺補機棟，原子炉補助建屋，取水構造物 

内部コンクリート，周辺補機棟，原子炉補助建屋 

内部コンクリート，周辺補機棟，原子炉補助建屋 

内部コンクリート，周辺補機棟，原子炉補助建屋 

原子炉冷却材を内蔵する機能 PS-2 Ｓ 化学体積制御系 内部コンクリート，原子炉補助建屋，周辺補機棟 

原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されてい

ないものであって，放射性物質を貯蔵する機能 
PS-2 Ｓ 

気体廃棄物処理系 

使用済燃料ピット（使用済燃料ラック含む） 

新燃料貯蔵庫 

原子炉補助建屋 

燃料取扱棟 

燃料取扱棟 

燃料を安全に取り扱う機能 PS-2 Ｂ 

燃料取替クレーン 

燃料移送装置 

使用済燃料ピットクレーン 

内部コンクリート 

内部コンクリート，燃料取扱棟 

燃料取扱棟 

安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能 PS-2 － －*1 － 

燃料プール水の補給機能 MS-2 Ｓ 
燃料取替用水タンク 

燃料取替用水ポンプ 

燃料取替用水タンク建屋 

原子炉補助建屋 

放射性物質放出の防止機能 MS-2 Ｂ 気体廃棄物処理設備の隔離弁 原子炉補助建屋 

事故時のプラント状態の把握機能 MS-2 － －*1 － 

異常状態の緩和機能 MS-2 － －*1 － 

制御室外からの安全停止機能 MS-2 － －*1 － 

重要度クラス３のうち，最高使用温度が 95℃を超

え，又は最高使用圧力が 1900kPaを超える環境下

にある原子炉格納容器外の機器に要求される機能 
高

*2 Ｂ 

気体廃棄物処理系 

液体廃棄物処理系 

補助蒸気設備 

原子炉補助建屋 

原子炉補助建屋 

周辺補機棟，原子炉補助建屋 

*1：冷温停止状態が維持されることを前提とした場合に必要でない機能。 

*2：最高使用温度が 95℃を超え，又は最高使用圧力が 1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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3.11.3 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

(1) 「技術評価」での検討結果の整理 

3.11.2項で選定した代表構造物について，「技術評価」で検討された経年劣化

事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉コンクリート

構造物及び鉄骨構造物の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必

要のある経年劣化事象を保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.11-2

参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対象

外とし，その理由を表3.11-2中に記載した。 
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表 3.11-2 泊２号炉 コンクリート構造物及び鉄骨構造物に想定される経年劣化事象と評価対象とする構造物 

経年劣化事象 

代表構造物 

「技術評価」 

評価結果概要*1 外部しゃへい建

屋 

内部 

コンクリート 

原子炉格納施設

の基礎 

周辺補機棟及び

燃料取扱棟 

原子炉 

補助建屋 
取水構造物 

燃料取替用水 

タンク建屋 

（鉄骨部） 

コンクリートの

強度低下 

熱による強度低下 － 
× 

１次しゃへい壁 
－ － － － － 

コンクリート内の最高温度は，定

められている温度制限値以下で

ある。 

放射線照射による 

強度低下 
－ 

× 

１次しゃへい壁 
－ － － － － 

運転開始後 60 年時点で想定され

る中性子照射量及びガンマ線照

射量では，構造強度上問題とはな

らない。 

中性化による 

強度低下 
× － － － － × － 

運転開始後 60 年時点で想定され

る中性化深さは，鉄筋が腐食し始

める時の中性化深さと比較して

十分小さい。 

塩分浸透による 

強度低下 
－ － － － － × － 

運転開始後 60 年時点で想定され

る鉄筋腐食減量は，かぶりコンク

リートにひび割れが生じるとさ

れる鉄筋腐食減量と比較して十

分小さい。 

機械振動による 

強度低下 
－ － － 

○ 

ディーゼル発電

機基礎 

－ － － 

 

コンクリートの

遮へい能力低下 

熱による 

遮へい能力低下 
－ 

× 

１次しゃへい壁 
－ － － － － 

コンクリート内の最高温度は，定

められている温度制限値以下で

ある。 

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

×：現在は発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

－：評価対象とする構造物ではないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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(2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕在化した

場合，対象となる機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」で

あるか「軽微もしくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微もしくは無視」で

きる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.11-3に耐

震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

a) コンクリート構造物及び鉄骨構造物において高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象 

コンクリート構造物及び鉄骨構造物において高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象を「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.11-2），

現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は，

以下のとおりである。 

・機械振動による強度低下［周辺補機棟及び燃料取扱棟（ディーゼル発電機

基礎）］ 

 

本経年劣化事象については，以下に示すように，機器の振動応答特性上又は

構造・強度上，影響が「軽微もしくは無視」できると判断し，耐震安全性評価

対象外とした。（表3.11-3参照） 

 

(a) 機械振動による強度低下［周辺補機棟及び燃料取扱棟（ディーゼル発電

機基礎）］ 

機械振動がコンクリート躯体全体に与える影響は小さく，目視確認に

よる健全性確認を実施している。仮にひび割れ等が生じても，現状保全に

よって管理される程度の範囲の進行では構造・強度上「軽微もしくは無視」

できるものと判断した。 
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表 3.11-3 泊２号炉 コンクリート構造物及び鉄骨構造物の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

経年劣化事象 

代表構造物 

外部しゃへい建屋 内部コンクリート 
原子炉格納施設 

の基礎 

周辺補機棟及び 

燃料取扱棟 

原子炉 

補助建屋 
取水構造物 

燃料取替用水タンク

建屋 

（鉄骨部） 

コンクリートの

強度低下 

熱による 

強度低下 
－ － － － － － － 

放射線照射による 

強度低下 
－ － － － － － － 

中性化による 

強度低下 
－ － － － － － － 

塩分浸透による 

強度低下 
－ － － － － － － 

機械振動による 

強度低下 
－ － － ■ － － － 

コンクリートの

遮へい能力低下 

熱による 

遮へい能力低下 
－ － － － － － － 

■：将来にわたって起こることが否定できないが，振動応答特性上又は構造・強度上「軽微もしくは無視」できるもの  

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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3.11.4 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，コンクリート構造物及び鉄

骨構造物において，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

3.11.5 評価対象構造物全体への展開 

コンクリート構造物及び鉄骨構造物とも，各グループ内の構造物が同様の材料

を使用しており，また使用環境等の条件が厳しい代表構造物で健全性を評価して

いるため，グループ内全構造物への展開は不要である。 

 

3.11.6 保全対策に反映すべき項目の抽出 

コンクリート構造物及び鉄骨構造物においては，「技術評価」にて検討された保

全対策に，耐震安全性の観点から追加すべき項目はない。 





 3.12.1 

3.12 計測制御設備 

本章は，泊２号炉で使用されている主要な計測制御設備に係わる経年劣化事象に

ついて，耐震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号炉の主要機器につい

ては，既に「技術評価」において経年劣化事象に対する健全性評価を行うとともに，

現状保全の評価を実施しているため，本章においてはこれら検討結果を前提条件と

し，評価を実施することとする。 

 

3.12.1 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要な計測制御設備（「技術評価」の評価対象機器）

を評価対象機器とする。なお，評価対象計測制御設備を表3.12-1及び表3.12-2

に示す。 

 

3.12.2 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象計測制御設備をタイプ等を基に分類してい

るが，本検討においてもこの分類に従って整理するものとし，それぞれの分類

ごとに，「技術評価」における代表機器を本検討の代表機器とする。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要度

の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価するこ

ととする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.12-1及び表3.12-2の「耐震安全

性評価代表機器」に示す。 
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表3.12-1(1/3) 泊２号炉 プロセス計測制御設備の代表機器 
分離基準 

機器名称 

（ループ数） 

選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
計測 

対象 

信号伝送 

方式 
主要構成機器 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 設置場所 

（上段:検出器/下段:検出器以外） 

温度 

（℃） 

圧力 連続 

１次冷却材圧力(2) 
伝送器，信号変換処理部，指示計， 

記録計 
MS-1 

原子炉格納容器内 約43 

Ｓ ○ ○ 継電器室，中央制御室 約26 

原子炉補助建屋 約40 

加圧器圧力(4) 

伝送器，信号変換処理部，指示計， 

記録計，自動／手動操作器， 

手動操作器，電流／空気圧変換器 

MS-1 

原子炉格納容器内 約43 

Ｓ 

  

継電器室，中央制御室 約26 

原子炉補助建屋 約40 

制御用空気ヘッダ圧力 

(2) 

伝送器，信号変換処理部，指示計， 

記録計 
MS-2 

原子炉建屋 約40 
Ｓ 

  

継電器室，中央制御室 約26 

原子炉補機冷却海水 

供給母管圧力(2) 
伝送器，信号変換処理部，指示計 MS-2 

循環水ポンプ建屋 約40 
Ｃ 

  

継電器室，中央制御室 約26 

流量 連続 
余熱除去ライン流量 

(2) 

オリフィス，伝送器，信号変換処理部， 

指示計，記録計，自動／手動操作器， 

手動操作器，電流／空気圧変換器 

MS-2  

原子炉建屋 約40 

Ｓ ○ ○ 継電器室，中央制御室 約26 

原子炉補助建屋 約40 

*1：機能は最上位の機能を示す。 
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表3.12-1(2/3) 泊２号炉 プロセス計測制御設備の代表機器 

分離基準 

機器名称 

（ループ数） 

選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
計測 

対象 

信号伝送 

方式 
主要構成機器 重要度*1 

使用条件 

耐震 

重要度 
設置場所 

（上段:検出器/ 

下段:検出器以外） 

温度 

（℃） 

水位 連続 

加圧器水位(4) 

伝送器，信号変換処理部，指示計， 

記録計，自動／手動操作器， 

手動操作器 

MS-1 

原子炉格納容器内 約43 

Ｓ ○ ○ 継電器室，中央制御室 約26 

原子炉補助建屋 約40 

ほう酸タンク水位(2) 
伝送器，信号変換処理部，指示計， 

記録計 
MS-2 

原子炉建屋 約40 

Ｓ 

  

継電器室，中央制御室 約26   

原子炉補助建屋 約40   

格納容器再循環サンプ水位(4) 
伝送器，信号変換処理部，指示計， 

記録計 
MS-2 

原子炉格納容器内 約43 
Ｓ 

  

継電器室，中央制御室 約26   

蒸気発生器水位（狭域）(8) 
伝送器，信号変換処理部，指示計， 

記録計 
MS-1 

原子炉格納容器内 約43 
Ｓ 

  

継電器室，中央制御室 約26   

原子炉補機冷却水サージタンク水位(2) 伝送器，信号変換処理部，指示計， 

記録計 MS-2 

原子炉補助建屋 約40 

Ｓ 

  

継電器室，中央制御室 約26   

原子炉補助建屋 約40   

燃料取替用水タンク水位(2) 伝送器，信号変換処理部，指示計， 

記録計 
MS-2 

燃料取替用水タンク建屋 約40 
Ｓ 

  

継電器室，中央制御室 約26   

*1：機能は最上位の機能を示す。 
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表3.12-1(3/3) 泊２号炉 プロセス計測制御設備の代表機器 

分離基準 

機器名称 

（ループ数） 

選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
計測 

対象 

信号伝送 

方式 
主要構成機器 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 設置場所 

（上段:検出器/下段:検出器以外） 

温度 

（℃） 

温度 連続 

１次冷却材高温側温度（広域）(2) 
測温抵抗体，信号変換処理部， 

指示計，記録計 
MS-2 

原子炉格納容器内 343*2 
Ｓ ○ ○ 

継電器室，中央制御室 約26 

１次冷却材低温側温度（広域）(2) 
測温抵抗体，信号変換処理部， 

指示計，記録計 
MS-2 

原子炉格納容器内 343*2 

Ｓ   継電器室，中央制御室 約26 

原子炉建屋 約40 

中性 

子束 
連続 中性子源領域中性子束(2) 

中性子束検出器，前置増幅器， 

信号変換処理部，指示計，記録計 
MS-1 

原子炉格納容器内 約33 

Ｓ ○ ○ 原子炉建屋 約35 

継電器室，中央制御室 約26 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度。 
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表3.12-2(1/2) 泊２号炉 制御設備の代表機器 

分離 

基準 
機器名称（面数） 

選定基準 

「技術評価」 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 

主要構成機器 

重要度*1 
耐震 

重要度 検出回路部 
ロジック 

回路部 
操作回路部 監視回路部 駆動回路部 電源部 

リレー 

ラック 

原子炉安全保護盤 

(2) 
－ 

補助リレー， 

半導体基板 
操作スイッチ － － 

電源装置，

ヒューズ 
MS-1 Ｓ ○ ○ 

安全保護系シーケンス

キャビネット(4) 
－ 

補助リレー， 

タイマ 
操作スイッチ 表示灯 － NFB*2 MS-1 Ｓ   

安全保護系補助リレー

ラック(8) 
－ 

補助リレー， 

タイマ 
－ － － NFB*2 MS-1 Ｓ   

監視・ 

操作盤 

主盤 

(1) 
－ － 操作スイッチ 

表示灯， 

故障表示器 
－ NFB*2 MS-1 Ｓ ○ ○ 

原子炉補助盤 

(1) 
－ － 操作スイッチ 

表示灯， 

故障表示器 
－ NFB*2 MS-1 Ｓ   

換気空調盤 

(1) 
－ － 操作スイッチ 

表示灯， 

故障表示器 
－ NFB*2 MS-1 Ｓ   

中央制御室外 

原子炉停止盤(4) 
－ － 操作スイッチ 表示灯 － NFB*2 MS-2 Ｓ   

所内盤 

(1) 
－ － 操作スイッチ 

表示灯，故障表

示器，指示計 
－ NFB*2 MS-1 Ｃ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：ノーヒューズブレーカ。 
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表3.12-2(2/2) 泊２号炉 制御設備の代表機器 

分離 

基準 
機器名称（面数） 

選定基準 
「技術評価」 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 

主要構成機器 
重要度*1 

耐震 

重要度 検出回路部 ロジック回路部 操作回路部 監視回路部 駆動回路部 電源部 

制御盤 

ディーゼル発電機

制御盤(12) 

励磁装置， 

保護継電器 

（静止形）， 

計器用変圧器， 

計器用変流器， 

電磁ピックアップ 

電圧調整装置， 

電圧設定器， 

回転数検出装置， 

補助リレー， 

タイマ，ヒューズ 

操作スイッチ， 

ロックアウトリレー 

表示灯， 

指示計， 

故障表示器 

電磁接触器， 

シリコン整流器 
NFB*2 MS-1 Ｓ ○ ○ 

充てんポンプ速度

制御盤・補助盤(3) 
－ 

速度制御装置， 

タイマ 

速度設定器， 

操作スイッチ 
指示計 － 

NFB*2， 

変圧器， 

ヒューズ 

MS-1 Ｓ   

制御用空気圧縮機

盤(2) 
－ 

補助リレー， 

タイマ，調節計 
－ － 整流器 

NFB*2， 

変圧器 
MS-1 Ｓ   

空調用冷凍機制御

盤(4) 

温度スイッチ， 

電流変換器 

補助リレー， 

タイマ，調節計 
－ 指示計 － 

NFB*2， 

変圧器 
MS-1 Ｃ   

１次冷却材ポンプ

母線計測盤(2) 

保護継電器 

（静止形）， 

計器用変圧器 

補助リレー， 

タイマ 
－ － － ヒューズ MS-1 Ｓ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：ノーヒューズブレーカ。 

 



 3.12.7 

3.12.3 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

(1) 「技術評価」での検討結果の整理 

3.12.2項で選定した代表計測制御設備について，「技術評価」で検討された

経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉計

測制御設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある

経年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.12-3及び

表3.12-4参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.12-3及び表3.12-4中に記載した。 
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表3.12-3 泊２号炉 プロセス計測制御設備に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 

経年劣化

事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 １次冷却材

圧力 

余熱除去 

ライン流量 
加圧器水位 

１次冷却材

高温側温度 

（広域） 

中性子源領域 

中性子束 

－ － － － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：［×］のものの理由を記載 
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表3.12-4 泊２号炉 制御設備に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 原子炉 

安全保護盤 
主盤 

ディーゼル発電機 

制御盤 

－ － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 



 3.12.10 

(2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.12.3項(1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。 （表3.12-5

及び表3.12-6に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す）  

 

a. プロセス計測制御設備において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

プロセス計測制御設備において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を

「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.12-3），現在発生し

ているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されな

かった。（表3.12-5参照） 

 

b. 制御設備において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

制御設備において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」

での検討結果に基づき整理した結果（表3.12-4），現在発生しているか，又

は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.12-6参照） 
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表3.12-5 泊２号炉 プロセス計測制御設備の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

１次冷却材圧力 
余熱除去 

ライン流量 
加圧器水位 

１次冷却材 

高温側温度 

（広域） 

中性子源領域 

中性子束 

－ － － － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.12-6 泊２号炉 制御設備の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

原子炉 

安全保護盤 
主盤 

ディーゼル発電機 

制御盤 

－ － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
 

 



 3.12.13 

3.12.4 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，計測制御設備の代表機器に

おいて，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

3.12.5 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施する

こととする。 

 

3.12.5.1 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

3.12.3項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討を行った結果，経年劣化事象は抽出されなかった。 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器におけ

る抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

3.12.5.2 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.12.3項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器の

振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる事象

を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体において

代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3.12.5.3 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，3.12.5.2項で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象が抽

出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対す

る耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については表3.12-1及び表

3.12-2を参照のこと）  

 

(1) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 

 



 3.12.14 

3.12.6 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

計測制御設備における高経年化に対する技術評価により，各部位に想定され

る経年劣化事象については，現状の保全対策により機器に与える影響が十分小

さいことを確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価

の実施により，計測制御設備における動的機能維持に必要となる部位での経年

劣化事象は，機器の振動応答特性への影響が「軽微若しくは無視」できる事象

であることを確認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求され

る機器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回るもの

ではないと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断する。 

 

3.12.7 保全対策に反映すべき項目の抽出 

計測制御設備においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全

性の観点から追加すべき項目はない。 

 



 3.13.1 

3.13 空調設備 

本章は，泊２号炉で使用されている主要な空調設備に係わる経年劣化事象につい

て，耐震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号炉の主要機器については，

既に「技術評価」において経年劣化事象に対する健全性評価を行うとともに，現状

保全の評価を実施しているため，本章においてはこれら検討結果を前提条件とし，

評価を実施することとする。 

 

3.13.1 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要な空調設備（「技術評価」の評価対象機器）を

評価対象機器とする。なお，評価対象空調設備を表3.13-1～表3.13-6に示す。 

 

3.13.2 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象空調設備をその型式と設置場所等を基に分

類しているが，本検討においてもこの分類に従って整理するものとし，それぞ

れの分類ごとに，「技術評価」における代表機器を本検討の代表機器とする。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要度

の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価するこ

ととする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.13-1～表3.13-6の「耐震安全性

評価代表機器」に示す。 
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表3.13-1 泊２号炉 ファンの代表機器 
分離基準 

機器名称 

（台数） 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
型式 駆動方式 

設置 

場所 

仕様 

容量×静圧 

(m3/min)×(Pa[gage]) 

重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 運転状態*2 
回転数 

(rpm) 

周囲温度 

（℃） 

遠心型 

一体型 屋内 

安全補機開閉器室給気ファン(2) 約 1,600×約 1,579 MS-1 
連続 

［連続］ 
  730 約 40 Ｃ ○ ○ 

安全補機室冷却ファン(2) 約  220×約  932 MS-1 
一時 

［一時］ 
1,470 約 40 Ｃ   

カップリング 

駆動 
屋内 

アニュラス空気浄化ファン(2) 約  100×約 2,618 MS-1 
一時 

［一時］ 
2,910 約 40 Ｓ   

中央制御室給気ファン(2) 約  400×約 1,442 MS-1 
連続 

［連続］ 
1,470 約 40 Ｓ ○ ○ 

中央制御室非常用循環ファン(2) 約  200×約 1,902 MS-1 
一時 

［一時］ 
1,470 約 40 Ｓ   

安全補機室空気浄化ファン(2) 約   56×約 2,648 MS-1 
一時 

［一時］ 
2,910 約 40 Ｓ   

軸流型 一体型 屋内 

中央制御室循環ファン(2) 約  400×約  520 MS-1 
連続 

［連続］ 
1,470 約 40 Ｓ  ○ 

ディーゼル発電機室給気ファン(4) 約  910×約  941 MS-1 
連続 

［連続］  
  970 約 40 Ｃ ○ ○ 

制御用空気圧縮機室給気ファン(2) 約  110×約  382 MS-1 
一時 

［一時］ 
1,470 約 40 Ｃ   

ディ－ゼル発電機室排気ファン(4) 約  910×約  333 MS-1 
連続 

［連続］  
  980 約 40 Ｃ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.13-2 泊２号炉 電動機の代表機器 
分離基準 

機器名称 

（台数） 

仕様 

（定格出力× 

定格回転数） 

（kW×rpm） 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
電圧 

区分 
型式 

設置 

場所 
重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 運転状態*2 
電圧 

（V） 

周囲温度 

（℃） 

低圧 

全閉 

屋内 

安全補機開閉器室給気ファン用電動機(2) 75×730 MS-1 
連続 

[連続] 
440 約 40 Ｃ ○ ○ 

安全補機室冷却ファン用電動機(2) 7.5×1,440 MS-1 
一時 

[一時] 
440 約 40 Ｃ   

アニュラス空気浄化ファン用電動機(2) 11×2,910 MS-1 
一時 

[一時] 
440 約 40 Ｓ   

中央制御室給気ファン用電動機(2) 22×1,460 MS-1 
連続 

[連続] 
440 約 40 Ｓ  ○ 

中央制御室非常用循環ファン用電動機(2) 15×1,450 MS-1 
一時 

[一時] 
440 約 40 Ｓ   

安全補機室空気浄化ファン用電動機(2) 5.5×2,880 MS-1 
一時 

[一時] 
440 約 40 Ｓ   

中央制御室循環ファン用電動機(2) 11×1,460 MS-1 
連続 

[連続] 
440 約 40 Ｓ   

ディーゼル発電機室給気ファン用電動機(4) 37×970 MS-1 
連続 

[連続] 
440 約 40 Ｃ   

制御用空気圧縮機室給気ファン用電動機(2) 2.2×1,430 MS-1 
一時 

[一時] 
440 約 40 Ｃ   

ディーゼル発電機室排気ファン用電動機(4) 15×970 MS-1 
連続 

[連続] 
440 約 40 Ｃ   

空調用冷水ポンプ用電動機(4) 30×2,950 MS-1 
連続 

[連続] 
440 約 40 Ｃ   

密閉 空調用冷凍機用電動機(4) 105×2,940 MS-1 
連続 

[連続] 
440 約 40 Ｃ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.13-3 泊２号炉 空調ユニットの代表機器 
分離基準 

機器名称 

（台数） 

仕様 

容量 

(m3/min) 

選定基準 
｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 型式 重要度*1 運転状態*2 構成品 
耐震 

重要度 

エアハンドリング 

ユニット 

中央制御室給気ユニット(2) 約  400 MS-1 
連続 

［連続］ 

電気加熱コイル，冷水冷却コイル， 

粗フィルタ 
Ｃ   

安全補機開閉器室給気ユニット(2) 約 1,600 MS-1 
連続 

［連続］ 
冷水冷却コイル，粗フィルタ Ｃ ○ ○ 

安全補機室冷却ユニット(2) 約  220 MS-1 
一時 

［一時］ 
冷水冷却コイル，粗フィルタ Ｃ   

アニュラス空気浄化フィルタユニット(2) 約  100 MS-1 
一時 

［一時］ 

電気加熱コイル，除湿フィルタ， 

微粒子フィルタ，よう素フィルタ 
Ｓ   

中央制御室非常用循環フィルタユニット(1) 約  200 MS-1 
一時 

［一時］ 

電気加熱コイル，微粒子フィルタ， 

よう素フィルタ 
Ｓ  ○ 

安全補機室空気浄化フィルタユニット(1) 約   56 MS-1 
一時 

［一時］ 

電気加熱コイル，除湿フィルタ， 

微粒子フィルタ，よう素フィルタ 
Ｓ   

制御用空気圧縮機室電気ヒータ(2) 約   20 MS-2 
一時 

［一時］ 
電気加熱コイル，ファン用電動機 Ｃ   

非管理区域空調機器室電気ヒータ(4) 約  100 MS-2 
一時 

［一時］ 
電気加熱コイル，ファン用電動機 Ｃ   

原子炉補機冷却水サージタンク室電気ヒータ(2) 約   20 MS-2 
一時 

［一時］ 
電気加熱コイル，ファン用電動機 Ｃ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.13-4 泊２号炉 冷凍機の代表機器 

機器名称 

（台数） 

仕様 

（容量） 
重要度*1 運転状態*2 構成品 

耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 

空調用冷凍機 

(4) 

362,900 kcal/h 

（冷凍能力） 
MS-1 

連続 

［連続］ 

本体 
圧縮機，凝縮器，蒸発器， 

電動機*3，吸込管 
Ｃ ○ ○ 

冷水系統 
空調用冷水膨張タンク， 

空調用冷水ポンプ，電動機*3，配管 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

*3：電動機については，空調設備技術評価書の電動機にて評価している。 
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表3.13-5 泊２号炉 ダクトの代表機器 

分離基準 

機器名称 

仕様 

容量 

(m3/min) 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 型式 重要度*1 運転状態*2 
耐震 

重要度 

排気筒 非常用排気筒 約  256 MS-1 
一時 

［一時］ 
Ｓ ○ ○ 

ダクト 

アニュラス空気浄化系統ダクト 約  200 MS-1 
一時 

［一時］ 
Ｓ   

安全補機室空気浄化系統ダクト 約   56 MS-1 
一時 

［一時］ 
Ｓ   

安全補機室冷却系統ダクト 約  220 MS-1 
一時 

［一時］ 
Ｃ   

電動補助給水ポンプ室空調系統ダクト 約  170 MS-1 
一時 

［一時］ 
Ｃ   

制御用空気圧縮機室空調系統ダクト 約  110 MS-1 
一時 

［一時］ 
Ｃ   

安全補機開閉器室空調系統ダクト 約 1,600 MS-1 
連続 

［連続］ 
Ｃ ○ ○ 

中央制御室空調系統ダクト 約  800 MS-1 
連続 

［連続］ 
Ｓ  ○ 

中央制御室非常用循環系統ダクト 約  200 MS-1 
一時 

［一時］ 
Ｓ   

ディーゼル発電機室空調系統ダクト 約 3,640 MS-1 
一時 

［一時］ 
Ｃ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.13-6（1/4） 泊２号炉 ダンパの代表機器 
分離基準 

機器名称（台数） 

選定基準 
｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 形式 
駆動方法 

(作動原理) 
重要度*1 

サイズ 

(W×H mm) 

耐震 

重要度 

ダンパ 空気作動 

ディ－ゼル発電機室給気ファン入口ダンパ（4） MS-1 1,626×1,526 Ｃ   

制御用空気圧縮機室排気ダンパ（2） MS-1   763×  763 Ｃ   

安全補機開閉器室外気取入ダンパ（2） MS-1    611×  611 Ｓ   

安全補機開閉器室排気循環連絡ダクト隔離ダンパ（2） MS-1 1,626×1,521 Ｃ   

安全補機開閉器室給気ユニット入口ダンパ（2） MS-1 3,046×  923 Ｃ ○ ○ 

安全補機開閉器室給気ファン出口ダンパ（2） MS-1 1,727×1,369 Ｃ   

安全補機開閉器室給気連絡ダクト隔離ダンパ（2） MS-1 1,626×1,521 Ｃ   

中央制御室非常用循環ファン入口ダンパ（2） MS-1   662×  763 Ｓ   

中央制御室非常用循環ファン出口ダンパ（2） MS-1   662×  763 Ｓ   

中央制御室給気ユニット入口ダンパ（2） MS-1   915×  915 Ｓ  ○ 

中央制御室給気ファン出口ダンパ（2） MS-1 1,218×  611 Ｓ   

制御用空気圧縮機室外気取入風量調節ダンパ（2） MS-1   611×  460 Ｃ   

ディ－ゼル発電機室外気取入風量調節ダンパ（2） MS-1 1,319×1,521 Ｃ   

ディ－ゼル発電機室排気風量調節ダンパ（4） MS-1 1,218×  915 Ｃ   

中央制御室事故時循環風量調節ダンパ（2） MS-1   662×  763 Ｓ   

格納容器給気気密ダンパ（1） 高*2 1,210×1,210 Ｂ   

格納容器排気気密ダンパ（1） 高*2 1,210×1,210 Ｂ   

安全補機室給気第１隔離ダンパ（2） MS-1   810×  810 Ｃ   

安全補機室給気第２隔離ダンパ（2） MS-1   810×  810 Ｓ   

安全補機室排気第１隔離ダンパ（2） MS-1   810×  810 Ｓ   

安全補機室排気第２隔離ダンパ（2） MS-1   810×  810 Ｃ   

中央制御室外気取入ダンパ（2） MS-1   510×  510 Ｓ   

中央制御室循環ファン入口ダンパ（2） MS-1   860×  860 Ｓ   

中央制御室外気取入風量調節ダンパ（2） MS-1   510×  510 Ｓ   

中央制御室循環風量調節ダンパ（2） MS-1   860×  860 Ｓ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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表3.13-6（2/4） 泊２号炉 ダンパの代表機器 

分離基準 

機器名称（台数） 

選定基準 
｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 形式 
駆動方法 

(作動原理) 
重要度*1 

サイズ 

(W×H mm) 

耐震 

重要度 

ダンパ 

空気作動 
中央制御室排気風量調節ダンパ（2） MS-1   510×  510 Ｓ   

中央制御室事故時外気取入風量調節ダンパ（2） MS-1   510×  510 Ｓ   

逆止 安全補機室冷却ファン出口逆止ダンパ（2） MS-1   705×  605 Ｃ ○ ○ 

手動 

燃料取扱棟給気ガラリ出口手動ダンパ（2） MS-1 
955×  805 

1,205×  805 
Ｃ ○ ○ 

安全補機室冷却ユニット入口手動ダンパ（2） MS-1   705×  605 Ｃ   

安全補機開閉器室給気ユニット入口手動ダンパ（2） MS-1   555×  505 Ｃ   

中央制御室加湿器出口ダンパ（1） MS-1   860×  860 Ｓ  ○ 

防火 

安全補機室給気系高圧注入ポンプ室防火ダンパ（2） MS-1   255×  255 Ｃ   

安全補機室給気系余熱除去ポンプ室防火ダンパ（2） MS-1   355×  355 Ｃ   

安全補機室排気系余熱除去ポンプ室防火ダンパ（2） MS-1   405×  405 Ｃ   

安全補機室排気系高圧注入ポンプ室防火ダンパ（1） MS-1   255×  255 Ｃ   

電動補助給水ポンプ室給気系ディーゼル発電機制御盤室防火ダンパ（2） MS-1   605×  605 Ｃ   

安全補機開閉器室給気系蒸気トラップ弁エリア第１防火ダンパ（1） MS-1   555×  555 Ｃ   

安全補機開閉器室給気系安全系継電器室防火ダンパ（2） MS-1 
  655×  655 

  555×  555 
Ｃ   

安全補機開閉器室給気系安全系継電器室第１防火ダンパ（1） MS-1   555×  555 Ｃ   

安全補機開閉器室給気系インバータ室防火ダンパ（2） MS-1   355×  355 Ｃ   

安全補機開閉器室給気系安全系継電器室第２防火ダンパ（1） MS-1   655×  655 Ｃ   

安全補機開閉器室給気系蒸気トラップ弁エリア第２防火ダンパ（1） MS-1   655×  655 Ｃ   

安全補機開閉器室給気系ＲＣＣ室防火ダンパ（1） MS-1 φ305 Ｃ   

安全補機開閉器室循環系ＲＣＣ室防火ダンパ（1） MS-1   605×  605 Ｃ   

安全補機開閉器室循環系メタクラ室第２防火ダンパ（2） MS-1   605×  605 Ｃ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 
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表3.13-6（3/4） 泊２号炉 ダンパの代表機器 

分離基準 

機器名称（台数） 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 形式 
駆動方法 

(作動原理) 
重要度*1 

サイズ 

(W×H mm) 

耐震 

重要度 

ダンパ 防火 

安全補機開閉器室循環系蒸気トラップ弁エリア防火ダンパ（1） MS-1 805×  805 Ｃ   

中央制御室給気系中央制御室防火ダンパ（1） MS-1 860×  860 Ｓ  ○ 

中央制御室非常用循環フィルタユニット入口防火ダンパ（1） MS-1 655×  655 Ｓ   

アニュラス空気浄化フィルタユニット出口防火ダンパ（2） MS-1 φ505 Ｓ   

安全補機室給気系配管貫通部室防火ダンパ（1） MS-1 φ205 Ｃ   

安全補機室排気系配管貫通部室防火ダンパ（1） MS-1 φ205 Ｃ   

安全補機室空気浄化フィルタユニット出口防火ダンパ（1） MS-1 φ455 Ｓ   

ディーゼル発電機室給気系サービスタンク室防火ダンパ（2） MS-1 φ205 Ｓ   

ディーゼル発電機室排気系サービスタンク室防火ダンパ（2） MS-1 φ205 Ｓ   

安全補機開閉器室給気系安全補機開閉器室防火ダンパ（1） MS-1 φ155 Ｃ   

安全補機開閉器室給気系ケーブル処理室第１防火ダンパ（1） MS-1 φ255 Ｃ   

安全補機開閉器室給気系ケーブル処理室第２防火ダンパ（1） MS-1 φ155 Ｃ   

安全補機開閉器室給気系メタクラ室防火ダンパ（3）  MS-1 
655×  655 

φ205 
Ｃ   

安全補機開閉器室給気系ＥＰ盤室防火ダンパ（2） MS-1 φ205 Ｃ   

安全補機開閉器室循環系ＥＰ盤室防火ダンパ（2） MS-1 φ205 Ｃ   

安全補機開閉器室循環系メタクラ室第１防火ダンパ（2） MS-1 φ205 Ｃ   

安全補機室排気系余熱除去ポンプ室防火兼風量調節ダンパ（1） MS-1 355×  355 Ｃ   

安全補機室排気系高圧注入ポンプ室防火兼風量調節ダンパ（1） MS-1 255×  255 Ｃ   

安全補機開閉器室給気系安全補機開閉器室第１防火ダンパ（1）  MS-1 755×  505 Ｃ   

安全補機開閉器室給気系安全補機開閉器室第２防火ダンパ（1） MS-1 φ255 Ｃ   

電動補給水ポンプ室給気系ディーゼル発電機室防火兼風量調節ダンパ（2） MS-1 605×  605 Ｃ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 
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表3.13-6（4/4） 泊２号炉 ダンパの代表機器 

分離基準 

機器名称（台数） 

選定基準 
｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 形式 
駆動方法 

(作動原理) 
重要度*1 

サイズ 

(W×H mm) 

耐震 

重要度 

ダンパ 防火 

制御用空気圧縮機室給気系防火兼風量調節ダンパ（2） MS-1 611×  460 Ｃ   

安全補機開閉器室循環系安全系継電器室第１防火兼風量調節ダンパ（1）  MS-1 555×  555 Ｃ   

安全補機開閉器室循環系安全系継電器室防火兼風量調節ダンパ（1） MS-1 1,105×  605 Ｃ   

中央制御室循環系中央制御室防火兼風量調節ダンパ（1） MS-1 860×  860 Ｓ   

中央制御室非常用循環フィルタユニット出口防火兼風量調節ダンパ（1） MS-1 655×  655 Ｓ   

アニュラス空気浄化フィルタユニット入口防火兼風量調節ダンパ（2） MS-1 φ505 Ｓ   

安全補機室空気浄化フィルタユニット入口防火兼風量調節ダンパ（1） MS-1 φ455 Ｓ   

ディーゼル発電機室給気系防火兼風量調節ダンパ（4） MS-1 1,510×1,510 Ｃ ○ ○ 

ディーゼル発電機室排気系防火兼風量調節ダンパ（4） MS-1 1,410×1,410 Ｃ   

安全補機開閉器室循環系ケーブル処理室防火兼風量調節ダンパ（1） MS-1 φ255 Ｃ   

安全補機開閉器室循環系ケーブル処理室第１防火ダンパ（1） MS-1 φ255 Ｃ   

安全補機開閉器室給気系ケ－ブル処理室防火ダンパ（1） MS-1 755×505 Ｃ   

安全補機開閉器室循環系インバータ室防火兼風量調節ダンパ（2） MS-1 φ305 Ｃ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

 



 3.13.11 

3.13.3 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

(1) 「技術評価」での検討結果の整理 

3.13.2項で選定した代表空調設備について，「技術評価」で検討された経年

劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉空調設

備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.13-7～表3.13-12

参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.13-7～表3.13-12中に記載した。 
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表3.13-7 泊２号炉 ファンに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 安全補機 

開閉器室 

給気ファン 

中央制御室 

給気ファン 

中央制御室 

循環ファン 

ディーゼル 

発電機室 

給気ファン 

－ － － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.13-8 泊２号炉 電動機に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 安全補機開閉器室 

給気ファン用電動機 

中央制御室 

給気ファン用電動機 

空調用冷凍機用 

電動機 

－ － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.13-9 泊２号炉 空調ユニットに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 安全補機開閉器室 

給気ユニット 

中央制御室 

非常用循環フィルタ 

ユニット 

－ － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.13-10 泊２号炉 冷凍機に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

空調用冷凍機 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.13-11 泊２号炉 ダクトに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 
非常用排気筒 

安全補機開閉器室

空調系統ダクト 

中央制御室 

空調系統ダクト 

－ － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.13-12(1/2) 泊２号炉 ダンパに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 安全補機開閉器室

給気ユニット 

入口ダンパ 

中央制御室 

給気ユニット 

入口ダンパ 

安全補機室 

冷却ファン出口 

逆止ダンパ 

燃料取扱棟 

給気ガラリ出口 

手動ダンパ 

－ － － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.13-12(2/2) 泊２号炉 ダンパに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 中央制御室加湿器

出口ダンパ 

中央制御室 

給気系中央制御室 

防火ダンパ 

ディーゼル発電機室

給気系防火兼 

風量調節ダンパ 

－ － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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(2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.13.3 項(1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表 3.13-13～

表 3.13-18に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す）  

 

a. ファンにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

ファンにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」で

の検討結果に基づき整理した結果（表3.13-7），現在発生しているか，又は

将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.13-13参照） 

 

b. 電動機において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

電動機において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」で

の検討結果に基づき整理した結果（表3.13-8），現在発生しているか，又は

将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.13-14参照） 

 

c. 空調ユニットにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

空調ユニットにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術

評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.13-9），現在発生している

か，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかっ

た。（表3.13-15参照）  

 

d. 冷凍機において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

冷凍機において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」で

の検討結果に基づき整理した結果（表3.13-10），現在発生しているか，又は

将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.13-16参照） 

 



 3.13.20 

e. ダクトにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

ダクトにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」で

の検討結果に基づき整理した結果（表3.13-11），現在発生しているか，又は

将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.13-17参照） 

 

f. ダンパにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

ダンパにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」で

の検討結果に基づき整理した結果（表3.13-12），現在発生しているか，又は

将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表

3.13-18参照） 
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表3.13-13 泊２号炉 ファンの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

安全補機開閉器室 

給気ファン 

中央制御室 

給気ファン 

中央制御室 

循環ファン 

ディーゼル 

発電機室 

給気ファン 

－ － － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.13-14 泊２号炉 電動機の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

安全補機開閉器室 

給気ファン用電動機 

中央制御室 

給気ファン用電動機 

空調用冷凍機用 

電動機 

－ － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.13-15 泊２号炉 空調ユニットの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

安全補機開閉器室 

給気ユニット 

中央制御室 

非常用循環フィルタ 

ユニット 

－ － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.13-16 泊２号炉 冷凍機の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

空調用冷凍機 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.13-17 泊２号炉 ダクトの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

非常用排気筒 
安全補機開閉器室 

空調系統ダクト 

中央制御室 

空調系統ダクト 

－ － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.13-18(1/2) 泊２号炉 ダンパの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

安全補機開閉器室 

給気ユニット 

入口ダンパ 

中央制御室 

給気ユニット 

入口ダンパ 

安全補機室 

冷却ファン出口 

逆止ダンパ 

燃料取扱棟 

給気ガラリ出口 

手動ダンパ 

－ － － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.13-18(2/2) 泊２号炉 ダンパの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

中央制御室加湿器 

出口ダンパ 

中央制御室 

給気系中央制御室 

防火ダンパ 

ディーゼル発電機室

給気系防火兼 

風量調節ダンパ 

－ － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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3.13.4 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項にて整理し抽出した経年劣化事象及び2.2項(2)bの表４で耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象に対して耐震安全性評価を実施する。 

(1) 凝縮器伝熱管の内面腐食（流れ加速型腐食）に対する耐震安全性評価 

（空調用冷凍機） 

耐震安全性評価では，伝熱管の地震時の発生応力（地震力はＣクラス静的

地震力）を算出し評価した。算出にあたり，腐食により伝熱管が施栓基準ま

で一様減肉することを想定し，解析モデルは両端支持はりモデル（「固定－支

持」又は「支持－支持」）を使用した。 

結果は，表 3.13-19 に示すとおりであり，地震時の凝縮器伝熱管の発生応

力は許容応力を超えることはなく，凝縮器伝熱管の内面腐食は，耐震安全性

評価上問題ない。 

 

表 3.13-19 泊２号炉 凝縮器伝熱管の内面腐食に対する評価結果 
 

評価対象 
耐震 

重要度 
応力比*1 

凝縮器伝熱管 Ｃ 0.46 

*1：応力比＝一次応力／許容応力 

  



 3.13.29 

3.13.5 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施する

こととする。 

 

3.13.5.1 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

3.13.3項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討結果を用いて，代表機器以外の評価対象機器につ

いても，「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用い

て整理を行った。 

 

(1) 凝縮器伝熱管の内面腐食（流れ加速型腐食） 

凝縮器伝熱管の内面腐食（流れ加速型腐食）に関しては，評価対象機器

すべてを評価しているため，代表機器以外の機器はない。 

 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器におけ

る抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

3.13.5.2 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

3.13.3項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器の

振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる事象

を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体において

代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 
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3.13.5.3 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，3.13.5.2項で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象

が抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事

象に対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については表 3.

13-1～ 表 3.13-6を参照のこと） 

 

(1) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 

 

3.13.6 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

空調設備における高経年化に対する技術評価により，各部位に想定される経

年劣化事象については，現状の保全対策により機器に与える影響が十分小さい

ことを確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価

の実施により，空調設備における動的機能維持に必要となる部位での経年劣化

事象は，機器の振動応答特性への影響が「軽微若しくは無視」できる事象であ

ることを確認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求され

る機器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回るもの

ではないと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断する。 

 

3.13.7 保全対策に反映すべき項目の抽出 

空調設備においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全性の

観点から追加すべき項目はない。 
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3.14 機械設備 

本章は，泊２号炉で使用されている以下（①～⑥）の機器に係わる経年劣化事象

について，耐震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号炉の主要機器につ

いては，既に「技術評価」において経年劣化事象に対する健全性評価を行うととも

に，現状保全の評価を実施しているため，本章においてはこれら検討結果を前提条

件とし，評価を実施することとする。 

① 重機器サポート 

② 空気圧縮装置 

③ 燃料取扱設備 

④ 原子炉容器上蓋付属設備 

⑤ 非核燃料炉心構成品 

⑥ 濃縮減容設備 

 

3.14.1 重機器サポート 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要な重機器サポート（「技術評価」の評価対象機

器）を評価対象機器とする。なお，評価対象重機器サポートを表3.14.1-1に示

す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価対象機器と同様に，主要な重機器サポートを代表機器と

して評価する。 

対象機器の重要度並びに重要度分類を整理したものを表3.14.1-1に示す。 
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表3.14.1-1 泊２号炉 重機器サポートの代表機器 

機器名称 部位 重要度*1 
耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価代表機器 

原子炉容器 

サポート 

原子炉容器 

サポート 
PS-1 Ｓ ○ ○ 

蒸気発生器 

サポート 

上部胴 

支持構造物 
PS-1 Ｓ ○ ○ 

中間胴 

支持構造物 
PS-1 Ｓ ○ ○ 

オイルスナバ PS-1 Ｓ ○ ○ 

下部 

支持構造物 
PS-1 Ｓ ○ ○ 

支持脚 PS-1 Ｓ ○ ○ 

１次冷却材 

ポンプサポート 

上部 

支持構造物 
PS-1 Ｓ ○ ○ 

オイルスナバ PS-1 Ｓ ○ ○ 

下部 

支持構造物 
PS-1 Ｓ ○ ○ 

支持脚 PS-1 Ｓ ○ ○ 

加圧器 

サポート 

上部 

支持構造物 
PS-1 Ｓ ○ ○ 

下部 

支持構造物 

（スカート） 

PS-1 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 
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(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表重機器サポートについて，「技術評価」で検討された

経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉機

械設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経年

劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.14.1-2～表3.

14.1-5参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.14.1-2～表3.14.1-5中に記載した。 
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表3.14.1-2 泊２号炉 原子炉容器サポートに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果の概要*1 

原子炉容器サポート 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.14.1-3 泊２号炉 蒸気発生器サポートに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果の概要*1 上部胴 

支持構造物 

中間胴 

支持構造物 

オイル 

スナバ 

下部 

支持構造物 
支持脚 

－ － － － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 



 

3
.
1
4
.
6
 

表3.14.1-4 泊２号炉 １次冷却材ポンプサポートに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果の概要*1 上部 

支持構造物 

オイル 

スナバ 

下部 

支持構造物 
支持脚 

－ － － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.14.1-5 泊２号炉 加圧器サポートに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果の概要*1 上部 

支持構造物 

下部 

支持構造物 

（スカート） 

機器の支持 スカート溶接部 疲労割れ － ○ 
 

○：現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの 

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 



 3.14.8 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕在化

した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」であ

るか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」で

きる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.14.1-6～

表3.14.1-9に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す）  

 

a) 原子炉容器サポートにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

原子炉容器サポートにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を

「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.14.1-2），現在発生

しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出さ

れなかった。（表3.14.1-6参照） 

 

b) 蒸気発生器サポートにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

蒸気発生器サポートにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を

「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.14.1-3），現在発生

しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出さ

れなかった。（表3.14.1-7参照） 

 

c) １次冷却材ポンプサポートにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化

事象 

１次冷却材ポンプサポートにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化

事象を「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.14.1-4），現

在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は

抽出されなかった。（表3.14.1-8参照） 
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d) 加圧器サポートにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

加圧器サポートにおいて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技

術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.14.1-5），現在発生して

いるか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は，以下のと

おりである。 

・スカート溶接部の疲労割れ 

 

本経年劣化事象については機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影

響が「軽微若しくは無視」できるとは言えず，耐震安全性評価対象（表3.1

4.1-9で◎となっているもの）とした。 
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表3.14.1-6 泊２号炉 原子炉容器サポートの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

原子炉容器サポート 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.14.1-7 泊２号炉 蒸気発生器サポートの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

上部胴 

支持構造物 

中間胴 

支持構造物 

オイル 

スナバ 

下部 

支持構造物 
支持脚 

－ － － － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.14.1-8 泊２号炉 １次冷却材ポンプサポートの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

上部 

支持構造物 

オイル 

スナバ 

下部 

支持構造物 
支持脚 

－ － － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.14.1-9 泊２号炉 加圧器サポートの耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

上部支持構造物 
下部支持構造物 

（スカート） 

スカート溶接部 疲労割れ － ◎ 

◎：以降で評価する 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項にて整理し抽出した経年劣化事象及び2.2項(2)bの表４で耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象に対して耐震安全性評価を実施する。 

1) サポートブラケット（サポートリブ）の中性子及びγ線照射脆化に対する

耐震安全性評価（原子炉容器サポート） 

耐震安全性評価では，「技術評価」と同様，欠陥寸法については，「日本電

気協会 原子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験方法（JEAC4206-20

07）」に準拠し，板厚の1/4として，亀裂のアスペクト比（深さと表面長さ

の比率）はASME Section Ⅲ Appendix Gに準拠して1/6とした。  

脆化度はNUREG-1509 “Radiation Effects on Reactor Pressure Vessel

Supports ”R.E.Johnson,R.E.Lipinski NRC 1996 P14の評価手法に基づき，プ

ラント運転開始後60年時点の値を予測した。サポートブラケット（サポート

リブ）の破壊靭性値とＳ１地震力を受けた場合の応力拡大係数の比較を行うこ

とによる破壊力学評価を実施した。 

結果は，表3.14.1-10に示すとおりであり，サポートブラケット（サポー

トリブ）の応力拡大係数は破壊靭性値を超えることはなく，サポートブラ

ケット（サポートリブ）の中性子及びγ線照射脆化は，耐震安全性評価上問

題ない。 

 

表3.14.1-10 泊２号炉 サポートブラケット（サポートリブ）の 

中性子及びγ線照射脆化に対する評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 

応力拡大係数 

／破壊靭性値 

サポートブラケット 

（サポートリブ） 
Ｓ Ｓ１

*1 0.15 

*1：Ｓ１地震力による発生応力がＳＳ地震力及びＳクラスの機器に

適用される静的地震力より大きいことから，発生応力が厳し

くなるＳ１地震力にて評価した。 
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2) ヒンジ摺動部の摩耗に対する耐震安全性評価 

（蒸気発生器支持脚，１次冷却材ポンプ支持脚） 

耐震安全性評価では地震時の発生応力を算出し評価した。なお，算出にあ

たり，摺動部に「技術評価」結果から想定される運転開始後60年時点での摩

耗量の一様減肉を仮定した。 

結果は，表3.14.1-11に示すとおりであり，地震時のヒンジ摺動部の発生応

力は許容応力を超えることはなく，ヒンジ摺動部の摩耗は，耐震安全性評価

上問題ない。 

 

表3.14.1-11 泊２号炉 ヒンジ摺動部の摩耗に対する評価結果 
 

評価対象 
耐震 

重要度 

応力比*1 

一次 一次＋二次 

蒸気発生器支持脚 Ｓ ＳＳ
*2 0.11 0.48 

１次冷却材ポンプ 

支持脚 
Ｓ ＳＳ

*2 0.04 0.24 

*1：応力比＝地震時応力／許容応力 

*2：ＳＳ地震力がＳ１地震力及びＳクラスの機器に適用される静的地

震力より大きく，ＳＳ地震力による評価応力がＳ１地震力及びＳ

クラスの機器に適用される静的地震力の許容応力を下回るため，

Ｓ１地震力及び静的地震力による評価を省略した。 
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3) スカート溶接部の疲労割れに対する耐震安全性評価 

（加圧器下部支持構造物） 

耐震安全性評価では，地震時の発生応力を求め，「技術評価」での疲労評価

結果を加味して評価した。 

結果は，表3.14.1-12に示すとおりであり，通常運転時及び地震時の疲労累

積係数の合計は1以下であり，スカート溶接部の疲労割れは，耐震安全性評価

上問題ない。 

 

表3.14.1-12 泊２号炉 スカート溶接部の疲労割れに対する評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 

疲労累積係数 

（許容値1以下） 

通常運転時 地震時 合計 

スカート溶接部 Ｓ 

ＳＳ 0.156 0.012 0.168 

Ｓ１ 0.156 0.000 0.156 

 

(5) 評価対象機器全体への展開 

重機器サポートに関しては，評価対象機器すべてを評価しているため，代表

機器以外の機器はない。 

 

(6) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

重機器サポートにおいては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安

全性の観点から追加すべき項目はない。 
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3.14.2 空気圧縮装置 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要な空気圧縮装置（「技術評価」の評価対象機器）

を評価対象機器とする。なお，評価対象空気圧縮装置を表3.14.2-1に示す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価対象機器と同様に，制御用空気圧縮装置を代表機器とし

て評価する。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要度

の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価するこ

ととする。 

対象機器の重要度並びに耐震重要度分類を整理したものを表3.14.2-1の「耐

震安全性評価代表機器」に示す。 
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表3.14.2-1 泊２号炉 空気圧縮装置の代表機器 

分離基準 

機器名称（台数） 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
設置場所 

型式 
流体 材料 

仕様 

（容量） 
重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 運転状態*2 
最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内 

往復式 
空気 鋳鉄 

制御用空気圧縮装置(2) 約17.0 Nm3/min MS-1 
連続 

[連続] 
約0.83 約200 Ｓ ○ ○ 

ディーゼル発電機空気圧縮機(2) 約 1.5 Nm3/min 高*3 
一時 

[一時] 
約2.9 約 90 Ｃ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

*3：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 
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(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表空気圧縮装置について，「技術評価」で検討された経

年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉機械

設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経年劣

化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.14.2-2参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.14.2-2中に記載した。 
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表3.14.2-2 泊２号炉 空気圧縮装置に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

制御用空気圧縮装置 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕在

化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.14.2-3

に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a) 空気圧縮装置において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

空気圧縮装置において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術

評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.14.2-2），現在発生してい

るか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されな

かった。（表3.14.2-3参照） 
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表3.14.2-3 泊２号炉 空気圧縮装置の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

制御用空気圧縮装置 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項にて整理し抽出した経年劣化事象及び2.2項(2)bの表４で耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象に対して耐震安全性評価を実施する。 

1) 制御用空気だめの腐食（全面腐食）に対する耐震安全性評価 

耐震安全性評価では，地震時の発生応力を算出し評価した。 

なお，算出にあたり，制御用空気だめの内面に「技術評価」から想定され

る運転開始後60年時点での腐食量の一様減肉を仮定した。 

結果は，表3.14.2-4に示すとおりであり，地震時の制御用空気だめの発生

応力は許容応力を超えることはなく，制御用空気だめの腐食は，耐震安全性

評価上問題ない。 

 

表3.14.2-4 泊２号炉 制御用空気だめの腐食に対する評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 
応力比*1 

制御用空気だめ Ｓ ＳＳ
*2 0.23 

*1：応力比＝地震時応力／許容応力 

*2：ＳＳ地震力がＳ１地震力及びＳクラスの機器に適用される静的地震力より

大きく，ＳＳ地震力による評価応力がＳ１地震力及びＳクラスの機器に適

用される静的地震力の許容応力を下回るため，Ｓ１地震力及び静的地震

力による評価を省略した。 
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(5) 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施する

こととする。 

 

1) 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

(3)項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要の

ある経年劣化事象の検討結果を用いて，代表機器以外の評価対象機器につい

ても，「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて

整理を行った。 

 

a) 制御用空気だめの腐食（全面腐食） 

制御用空気だめの腐食（全面腐食）に関しては，評価対象機器すべてを

評価しているため，代表機器以外の機器はない。 

 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器におけ

る抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項(2)

bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器の振動

応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる事象を耐

震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体において代表

機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3) 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，(5)項 2)で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象が

抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象

に対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については表3.14.

2-1を参照のこと） 

 

a) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 
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(6) 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

空気圧縮装置における高経年化に対する技術評価により，各部位に想定され

る経年劣化事象については，現状の保全対策により機器に与える影響が十分小

さいことを確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価

の実施により，空気圧縮装置における動的機能維持に必要となる部位での経年

劣化事象は，機器の振動応答特性への影響が「軽微若しくは無視」できる事象

であることを確認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求され

る機器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回るもの

ではないと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断する。 

 

(7) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

空気圧縮装置においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全

性の観点から追加すべき項目はない。 
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3.14.3 燃料取扱設備 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要な燃料取扱設備（クレーン関係），燃料移送装

置及び新燃料貯蔵設備（「技術評価」の評価対象機器）を評価対象機器とする。

なお，評価対象燃料取扱設備を表3.14.3-1～表3.14.3-3に示す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象燃料取扱設備をタイプ等を基に分類してい

るが，本検討においてもこの分類に従って整理するものとし，それぞれの分類

ごとに，「技術評価」における代表機器を本検討の代表機器とする。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要度

の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価するこ

ととする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.14.3-1～表3.14.3-3の「耐震安

全性評価代表機器」に示す。 
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表3.14.3-1 泊２号炉 燃料取扱設備（クレーン関係）の代表機器  

分離基準 

機器名称 

（台数） 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 型式 重要度*1 仕様 
使用条件 

耐震 

重要度 
運転状態*2 使用温度 

クレーン 

燃料取替クレーン 

（1） 
PS-2 

容量×揚程： 

燃料集合体１体分×約7.8m 

一時 

[一時] 

気中：約49℃ 

水中：約40℃ 

［水中最高使用温度:約60℃］ 

Ｂ ○ ○ 

使用済燃料ピットクレーン 

（1） 
PS-2 

容量×揚程： 

約19.6kN×約8.2m 

一時 

[一時] 
気中：約40℃ Ｂ  

 

燃料取扱棟クレーン 

（1） 
PS-2 

容量×揚程： 

約1,226kN×約20.9m(主巻) 

約196kN×約27.9m(補巻) 

一時 

[一時] 
気中：約40℃ Ｂ  

 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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表3.14.3-2 泊２号炉 燃料移送装置の代表機器 

機器名称 

（台数） 
重要度*1 仕様 

使用条件 
耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 運転状態*2 使用温度 

燃料移送装置 

（1） 
PS-2 

容量×移送距離： 

燃料集合体１体分 

×約13.9m 

一時 

[一時] 

気中*3 ：約49℃ 

約40℃ 

水中 ：約40℃ 

［水中最高使用温度 

    ：約66℃］ 

Ｂ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

*3：上段は原子炉格納容器内を示す。下段は燃料取扱棟内を示す。 
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表3.14.3-3 泊２号炉 新燃料貯蔵設備の代表機器 

機器名称 

（台数） 
重要度*1 容量 最高使用温度 

耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 

新燃料ラック(1) PS-2 96セル 約40℃ Ｃ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 
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(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表燃料取扱設備について，「技術評価」で検討された経

年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉機械

設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経年劣

化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.14.3-4～表3.14.

3-6参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.14.3-4～表3.14.3-6中に記載した。 
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表3.14.3-4 泊２号炉 燃料取扱設備（クレーン関係）に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果の概要*1 

燃料取替クレーン 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.14.3-5 泊２号炉 燃料移送装置に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果の概要*1 

燃料移送装置 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.14.3-6 泊２号炉 新燃料貯蔵設備に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果の概要*1 

新燃料ラック 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕在

化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.14.3-7

～表3.14.3-9に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a) 燃料取扱設備（クレーン関係）において高経年化対策上着目すべき経年

劣化事象 

燃料取扱設備（クレーン関係）において高経年化対策上着目すべき経年

劣化事象を「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.14.3-4），

現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象

は抽出されなかった。（表3.14.3-7参照） 

 

b) 燃料移送装置において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

燃料移送装置において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術評価」

での検討結果に基づき整理した結果（表3.14.3-5），現在発生しているか，又

は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されなかった。（表3.1

4.3-8参照）  

 

c) 新燃料貯蔵設備において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

新燃料貯蔵設備において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を

「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.14.3-6），現在

発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象

は抽出されなかった。（表3.14.3-9参照）  
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表3.14.3-7 泊２号炉 燃料取扱設備（クレーン関係）の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

燃料取替クレーン 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.14.3-8 泊２号炉 燃料移送装置の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

燃料移送装置 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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表3.14.3-9 泊２号炉 新燃料貯蔵設備の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

新燃料ラック 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，燃料取扱設備において，耐

震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

(5) 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施する

こととする。 

 

1) 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

(3)項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要の

ある経年劣化事象の検討を行った結果，経年劣化事象は抽出されなかった。 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器におけ

る抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項(2)

bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器の振動

応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる事象を耐

震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体において代表

機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3) 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，(5)項 2)で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象が

抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象

に対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については表3.14.

3-1を参照のこと） 

 

a) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 
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(6) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

燃料取扱設備においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全

性の観点から追加すべき項目はない。 
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3.14.4 原子炉容器上蓋付属設備 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要な原子炉容器上蓋付属設備（「技術評価」の評

価対象機器）を評価対象機器とする。なお，評価対象原子炉容器上蓋付属設備

を表3.14.4-1に示す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価対象機器と同様に，制御棒駆動装置を代表機器として評

価する。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要度

の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価するこ

ととする。 

対象機器の重要度並びに耐震重要度分類を整理したものを表3.14.4-1の「耐

震安全性評価代表機器」に示す。 
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表3.14.4-1 泊２号炉 原子炉容器上蓋付属設備の対象機器 

分離基準 

機器名称（台数） 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 設置場所 材料 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

原子炉容器上蓋上 ステンレス鋼 

制御棒駆動装置(33) PS-1 約17.2 約343 Ｓ ○ ○ 

炉内熱電対フランジ(2) PS-1 約17.2 約343 Ｓ 
  

*1：機能は最上位の機能を示す。 

 



 3.14.42 

(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表原子炉容器上蓋付属設備について，「技術評価」で検

討された経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所

２号炉機械設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要の

ある経年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.14.4

-2参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.14.4-2中に記載した。 
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表3.14.4-2 泊２号炉 原子炉容器上蓋付属設備に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果の概要*1 

制御棒駆動装置 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されていないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 



 3.14.44 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕在

化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.14.4-3

に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a) 原子炉容器上蓋付属設備において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

原子炉容器上蓋付属設備において高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象を「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.14.4-2），現在

発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽

出されなかった。（表3.14.4-3参照） 
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表3.14.4-3 泊２号炉 原子炉容器上蓋付属設備の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

制御棒駆動装置 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 



 3.14.46 

(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，原子炉容器上蓋付属設備の

代表機器において，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

(5) 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施する

こととする。 

 

1) 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

(3)項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要の

ある経年劣化事象の検討を行った結果，経年劣化事象は抽出されなかった。 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器におけ

る抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項(2)

bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器の振動

応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる事象を耐

震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体において代表

機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3) 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，(5)項 2)で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象が

抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象

に対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については表3.14.

4-1を参照のこと） 

 

a) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 

 



 3.14.47 

(6) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

原子炉容器上蓋付属設備においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，

耐震安全性の観点から追加すべき項目はない。 



 3.14.48 

3.14.5 非核燃料炉心構成品 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている非核燃料炉心構成品（「技術評価」の評価対象機器）

を評価対象機器とする。なお，評価対象非核燃料炉心構成品を表3.14.5-1に示す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価対象機器と同様に，制御棒クラスタを代表機器として評価す

る。 

対象機器の重要度並びに耐震重要度分類を整理したものを表3.14.5-1に示す。 
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表3.14.5-1 泊２号炉 非核燃料炉心構成品の評価対象機器 

機器名称 

（体数） 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

制御棒クラスタ（33） MS-1 約17.2 約343 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

 



 3.14.50 

(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表非核燃料炉心構成品について，「技術評価」で検討さ

れた経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号

炉機械設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある

経年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。 

（表3.14.5-2参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.14.5-2中に記載した。 
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表3.14.5-2 泊２号炉 非核燃料炉心構成品に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 

制御棒クラスタ 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：［×］としたものの理由を記載 

 



 3.14.52 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕在

化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.14.5-3

に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a) 非核燃料炉心構成品において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

非核燃料炉心構成品において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を

「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.14.5-2），現在発生

しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出さ

れなかった。（表3.14.5-3参照） 
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表3.14.5-3 泊２号炉 非核燃料炉心構成品の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

制御棒クラスタ 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 

 



 3.14.54 

(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項にて整理し抽出した経年劣化事象及び2.2項(2)bの表４で耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象に対して耐震安全性評価を実施する。 

 

1) 被覆管の摩耗に対する耐震安全性評価 

耐震安全性評価では，図3.14.5-1に示すとおり被覆管肉厚までの摩耗を想

定し地震時の発生応力を算出し評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.14.5-1 泊２号炉 被覆管想定摩耗形状 

 

結果は，表3.14.5-4に示すとおりであり，地震時の被覆管の発生応力は許

容応力を超えることはなく，被覆管の摩耗は，耐震安全性評価上問題ない。 

 

表3.14.5-4 泊２号炉 被覆管の摩耗に対する評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 
応力比*1 

被覆管 Ｓ ＳＳ
*2 0.33 

*1：応力比＝一次応力／許容応力 

*2：ＳＳ地震力がＳ１地震力及びＳクラスの機器に適用される静的

地震力より大きく，ＳＳ地震力による評価応力がＳ１地震力及

びＳクラスの機器に適用される静的地震力の許容応力を下回

るため，Ｓ１地震力及び静的地震力による評価を省略した。 

  



 3.14.55 

(5) 評価対象機器全体への展開 

非核燃料炉心構成品に関しては，評価対象機器すべてを評価しているため，

代表機器以外の機器はない。 

 

(6) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

非核燃料炉心構成品においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐

震安全性の観点から追加すべき項目はない。 



 3.14.56 

3.14.6 濃縮減容設備 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている濃縮減容設備（「技術評価」の評価対象機器）を評

価対象機器とする。なお，評価対象濃縮減容設備を表3.14.6-1に示す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価対象機器と同様に，低水質廃液蒸発装置を代表機器とし

て評価する。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要度

の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価するこ

ととする。 

対象機器の重要度並びに耐震重要度分類を整理したものを表3.14.6-1の「耐

震安全性評価代表機器」に示す。 
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表3.14.6-1 泊２号炉 濃縮減容設備の代表機器 

分離基準 

機器名称（台数） 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 
減容方式 流体 材料 重要度*1 

使用条件*5 
耐震 

重要度 運転状態*2 
最高使用圧力*3 

（MPa[gage]） 

最高使用温度*3 

（℃） 

蒸発減容 

廃液 ステンレス鋼 低水質廃液蒸発装置(1) 高*4 
一時 

［一時］ 
約0.1 /約0.93 約150/約185 Ｂ ○ ○ 

１次冷却材 ステンレス鋼 ほう酸回収装置(1) 高*4 
一時 

［一時］ 
約0.93/約0.1 約185/約150 Ｂ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

*3：管側／胴側を示す。 

*4：最高使用温度が95℃を超え，又は最高使用圧力が1900kPaを超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器。 

*5：蒸発器又は加熱器の使用条件を示す。 

 

 



 3.14.58 

(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表濃縮減容設備について，「技術評価」で検討された経

年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉機械

設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経年劣

化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.14.6-2参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できないもの

（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価対

象外とし，その理由を表3.14.6-2中に記載した。 
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表3.14.6-2 泊２号炉 濃縮減容設備に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

低水質廃液蒸発装置 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 

 



 3.14.60 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕在

化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有意」

であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しくは無視」

できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。（表3.14.6-3

に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a) 濃縮減容設備において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

濃縮減容設備において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術

評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.14.6-2），現在発生してい

るか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出されな

かった。（表3.14.6-3参照） 
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表3.14.6-3 泊２号炉 濃縮減容設備の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

低水質廃液蒸発装置 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 
 



 3.14.62 

(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項にて整理し抽出した経年劣化事象及び2.2項(2)bの表４で耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象に対して耐震安全性評価を実施する。 

1) ステンレス鋼使用部位の応力腐食割れに対する耐震安全性評価 

耐震安全性評価では，蒸発器胴板及び加熱器伝熱管に応力腐食割れを想定

し地震時の発生応力（地震力はＢクラス地震力）を算出し評価した。 

ステンレス鋼使用部位の応力腐食割れについては，現状保全として定期的

な内面目視や漏えい確認を実施することで機能を維持しており，これまでの

目視確認においては有意な割れは認められていないが，評価にあたっては，

安全側に蒸発器胴板及び加熱器伝熱管の半周に貫通亀裂を想定した。 

結果は，表3.14.6-4に示すとおりであり，地震時の蒸発器胴板及び加熱器

伝熱管の発生応力は亀裂安定限界応力を超えることはなく，ステンレス鋼使

用部位の応力腐食割れは，耐震安全性評価上問題ない。 

 

表3.14.6-4 泊２号炉 ステンレス鋼使用部位の応力腐食割れに対する評価結果 

評価対象 
耐震 
重要度 

耐震安全性評価 

応力比*1 

低水質廃液蒸発装置 
蒸発器胴板 

Ｂ 0.27 

低水質廃液蒸発装置 
加熱器伝熱管 

Ｂ 0.07 

*1：応力比＝地震時応力／亀裂安定限界応力 
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(5) 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施する

こととする。 

 

1) 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

(3)項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要の

ある経年劣化事象の検討結果を用いて，代表機器以外の評価対象機器につい

ても，「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて

整理を行った。 

a) ステンレス鋼使用部位の応力腐食割れ 

ステンレス鋼使用部位の応力腐食割れに関しては，評価対象機器すべて

を評価しているため，代表機器以外の機器はない。 

 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器におけ

る抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項(2)

bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器の振動

応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる事象を耐

震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体において代表

機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3) 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，(5)項 2)で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象が

抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象

に対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については表3.14.

6-1を参照のこと） 
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a) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 

 

(6) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

濃縮減容設備においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全

性の観点から追加すべき項目はない。 
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3.14.7 基礎ボルト 

本章は，泊２号炉で使用されている主要機器・配管等の基礎ボルトに係わる

経年劣化事象について，耐震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号

炉の主要機器・配管等の基礎ボルトについては，「技術評価」において経年劣化

事象に対する健全性評価を行うとともに，現状保全の評価を実施しているため，

本章においてはこれら検討結果を前提条件とし，評価を実施することとする。 

 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている主要機器・配管等すべての基礎ボルト（「技術評価」

の評価対象機器・配管の基礎ボルト）を評価対象基礎ボルトとする。 

 

(2) 代表機器の選定 

評価対象基礎ボルトについてグループ化や代表機器の選定を行わずにすべて

を評価するものとする。 

 

(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

基礎ボルトについて，「技術評価」で検討した経年劣化事象に対し，「技術評

価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉機械設備の技術評価書」参照）に

基づき，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対し保全対策を考慮し

整理した結果，現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定で

きない事象は抽出されなかった。 

 

(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，基礎ボルトにおいて，耐震

安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

(5) 評価対象機器全体への展開 

基礎ボルトに関しては，評価対象機器すべてを評価しているため，代表機器

以外の機器はない。 

 

(6) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

基礎ボルトにおいては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全性

の観点から追加すべき項目はない。 
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3.15 電源設備 

本章は，泊２号炉で使用されている以下（①～③）の機器に係わる経年劣化事象

について，耐震安全性評価をまとめたものである。なお，泊２号炉の主要機器につ

いては，既に「技術評価」において経年劣化事象に対する健全性評価を行うととも

に，現状保全の評価を実施しているため，本章においてはこれら検討結果を前提条

件とし，評価を実施することとする。 

① ディーゼル発電設備 

② 直流電源設備 

③ 計器用電源設備 

 

3.15.1 ディーゼル発電設備 

3.15.1.1 ディーゼル発電機 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されているディーゼル発電機（「技術評価」の評価対象機器）

を評価対象機器とする。なお，評価対象ディーゼル発電機を表3.15.1.1-1に

示す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価対象機器と同様に，ディーゼル発電機を代表機器とし

て評価する。 

対象機器の重要度並びに耐震重要度分類を整理したものを表3.15.1.1-1に

示す。 
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表3.15.1.1-1 泊２号炉 ディーゼル発電機の代表機器 

機器名称 

（台数） 

仕様 

定格出力×定格回転数 

（kVA × rpm） 

重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 運転状態*2 
定格電圧 

（V） 

周囲温度 

（℃） 

ディーゼル発電機 

（2） 
5,925×428 MS-1 

一時 

[一時] 
6,900 約40 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 
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(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表ディーゼル発電機について，「技術評価」で検討さ

れた経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２

号炉電源設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要の

ある経年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表

3.15.1.1-2参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない

もの（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価

対象外とし，その理由を表3.15.1.1-2中に記載した。 
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表3.15.1.1-2 泊２号炉 ディーゼル発電機に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

ディーゼル発電機 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有

意」であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しく

は無視」できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。 

（表3.15.1.1-3に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を

示す） 

 

a) ディーゼル発電機において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

ディーゼル発電機において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を

「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.15.1.1-2），現在

発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は

抽出されなかった。（表3.15.1.1-3参照） 

 



 

3
.
1
5
.
6
 

表3.15.1.1-3 泊２号炉 ディーゼル発電機の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

ディーゼル発電機 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果よりディーゼル発電機において，

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

(5) 評価対象機器全体への展開 

ディーゼル発電機に関しては，評価対象機器すべてを評価しているため，

代表機器以外の機器はない。 

 

(6) 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

ディーゼル発電機における高経年化に対する技術評価により，各部位に想

定される経年劣化事象については，現状の保全対策により機器に与える影響

が十分小さいことを確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評

価の実施により，ディーゼル発電機における動的機能維持に必要となる部位

での経年劣化事象は，機器の振動応答特性への影響が「軽微若しくは無視」

できる事象であることを確認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求さ

れる機器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回る

ものではないと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断す

る。 

 

(7) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

ディーゼル発電機においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐

震安全性の観点から追加すべき項目はない。 
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3.15.1.2 ディーゼル機関 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されているディーゼル機関（「技術評価」の評価対象機器）

を評価対象機器とする。なお，評価対象ディーゼル機関の主な仕様を表

3.15.1.2-1に示す。 
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表3.15.1.2-1 泊２号炉 ディーゼル機関の主な仕様 

機器名称 

（台数） 

仕様 

定格出力×定格回転数 

(kW×rpm) 

重要度*1 運転状態*2 
耐震 

重要度 

「技術評価」 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 

ディーゼル機関(2) 4,740×428 MS-1 
一時 

［一時］ 
Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

 

 



 3.15.10 

(2) 代表部位の選定 

「技術評価」の評価では評価対象ディーゼル機関を組立品単位に分類して

いるが，本検討においてもこの分類に従って評価する。 

本検討での主要機能及び構成を表3.15.1.2-2に示す。 
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表3.15.1.2-2 泊２号炉 ディーゼル機関の主要機能及び構成 

主要機能 サブシステム 構成 

100％負荷耐力保有 

爆発力伝達 
ピストン組立品 

連接棒組立品 

回転運動 

クランク軸組立品 

カム軸駆動装置組立品 

カム軸組立品 

燃焼室構成 
シリンダライナ組立品 

シリンダカバー組立品 

冷却水供給 シリンダ冷却水ポンプ組立品 

吸排気系 

吸気管組立品 

吸気弁組立品 

空気冷却器組立品 

過給機組立品 

排気管組立品 

排気弁組立品 

動弁駆動 動弁駆動装置組立品 

支持 シリンダブロック及びフレーム組立品 

その他 
クランク室安全弁組立品 

シリンダ安全弁組立品 

時間内始動 

燃料油供給 

燃料油供給ポンプ組立品 

燃料油供給ポンプ調圧弁組立品 

燃料噴射ポンプ組立品 

燃料噴射弁組立品 

潤滑油供給 
潤滑油ポンプ組立品 

潤滑油ポンプ調圧弁組立品 

始動空気供給 

始動弁組立品 

インターロック弁組立品 

始動空気管制弁組立品 

速度制御・保持 回転数制御 

調速機組立品 

燃料噴射ポンプ調整装置組立品 

非常停止装置組立品 

保護 
プロセス値の 

検出・信号変換 
圧力・温度スイッチ 
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(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表ディーゼル機関について，「技術評価」で検討され

た経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号

炉電源設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のあ

る経年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表

3.15.1.2-3参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない

もの（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価

対象外とし，その理由を表3.15.1.2-3中に記載した。 
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表3.15.1.2-3 泊２号炉 ディーゼル機関に想定される経年劣化事象 
機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

ディーゼル機関 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有

意」であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しく

は無視」できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。

（表3.15.1.2-4に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示

す） 

 

a) ディーゼル機関において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

ディーゼル機関において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を

「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.15.1.2-3），現在

発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は

抽出されなかった。（表3.15.1.2-4参照） 
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表3.15.1.2-4 泊２号炉 ディーゼル機関の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

ディーゼル機関 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 
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(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項にて整理し抽出した経年劣化事象及び2.2項(2)bの表４で耐震安全上考

慮する必要のある経年劣化事象に対して耐震安全性評価を実施する。 

 

1) 伝熱管の内面の腐食(流れ加速型腐食)に対する耐震安全性評価 

（空気冷却器） 

耐震安全性評価では，伝熱管の地震時の発生応力を算出し評価した。算

出にあたり，腐食により伝熱管が施栓基準まで一様減肉することを想定し，

解析モデルは両端支持はりモデル（「固定－支持」または「支持－支持」）

を使用した。 

結果は，表3.15.1.2-5に示すとおりであり，地震時の伝熱管の発生応力

は許容応力を超えることはなく，伝熱管の内面の腐食は，耐震安全性評価

上問題ない。 

 

表3.15.1.2-5 泊２号炉  伝熱管の内面の腐食に対する評価結果 
 

評価対象 
耐震 

重要度 
応力比*1 

空気冷却器 Ｓ ＳＳ
*2 0.13 

*1：応力比＝一次応力／許容応力 

*2：ＳＳ地震力がＳ１地震力及びＳクラスの機器に適用される

静的地震力より大きく，ＳＳ地震力による評価応力がＳ１

地震力及びＳクラスの機器に適用される静的地震力の許

容応力を下回るため，Ｓ１地震力及び静的地震力による

評価を省略した。 

 

(5) 評価対象機器全体への展開 

ディーゼル機関に関しては，評価対象機器すべてを評価しているため，代

表機器以外の機器はない。 

 

  



 3.15.17 

(6) 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

ディーゼル機関における高経年化に対する技術評価により，各部位に想定

される経年劣化事象については，現状の保全対策により機器に与える影響が

十分小さいことを確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評

価の実施により，ディーゼル機関における動的機能維持に必要となる部位で

の経年劣化事象は，機器の振動応答特性への影響が「軽微若しくは無視」で

きる事象であることを確認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求さ

れる機器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回る

ものではないと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断す

る。 

 

(7) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

ディーゼル機関においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震

安全性の観点から追加すべき項目はない。 

 



 3.15.18 

3.15.1.3 ディーゼル機関付属設備（ポンプ） 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されているディーゼル機関付属設備（ポンプ）（「技術評価」

の評価対象機器）を評価対象機器とする。なお，評価対象ディーゼル機関付

属設備（ポンプ）を表3.15.1.3-1に示す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価対象機器と同様に，燃料弁冷却水ポンプ及び燃料油移

送ポンプを代表機器として評価する。 

対象機器の重要度並びに耐震重要度分類を整理したものを表3.15.1.3-1に

示す。 
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表3.15.1.3-1 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（ポンプ）の代表機器 

機器名称 

（台数） 
重要度*1 

使用条件 

耐震 

重要度 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価代表機器 
運転状態*2 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

燃料弁冷却水ポンプ(2) MS-1 

一時 

（機関運転時運転） 

［一時（機関運転時運転）］ 

約0.49 約65 Ｓ ○ ○ 

燃料油移送ポンプ(2) MS-1 

一時 

（タンク補給時運転） 

[一時（タンク補給時運転）] 

約0.34 約50 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

 



 3.15.20 

(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表ディーゼル機関付属設備（ポンプ）について，「技

術評価」で検討された経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳

細は「泊発電所２号炉電源設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全

上考慮する必要のある経年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり

整理した。（表3.15.1.3-2参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない

もの（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価

対象外とし，その理由を表3.15.1.3-2中に記載した。 
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表3.15.1.3-2 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（ポンプ）に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 燃料弁冷却水 

ポンプ 

燃料油移送 

ポンプ 

－ － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 



 3.15.22 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕在

化した場合，対象となる機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が

「有意」であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若

しくは無視」できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。

（表3.15.1.3-3に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a) ディーゼル機関付属設備（ポンプ）において高経年化対策上着目すべ

き経年劣化事象 

ディーゼル機関付属設備（ポンプ）において高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象を「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表

3.15.1.3-2），現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定

できない事象は抽出されなかった。（表3.15.1.3-3参照） 
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表3.15.1.3-3 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（ポンプ）の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

燃料弁冷却水ポンプ 燃料油移送ポンプ 

－ － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 

 



 3.15.24 

(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，ディーゼル機関付属設備

（ポンプ）において，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

(5) 評価対象機器全体への展開 

ディーゼル機関付属設備（ポンプ）に関しては，評価対象機器すべてを評

価しているため，代表機器以外の機器はない。 

 

(6) 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

ディーゼル機関付属設備（ポンプ）における高経年化に対する技術評価に

より，各部位に想定される経年劣化事象については，現状の保全対策により

機器に与える影響が十分小さいことを確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評

価の実施により，ディーゼル機関付属設備（ポンプ）における動的機能維持

に必要となる部位での経年劣化事象は，機器の振動応答特性への影響が「軽

微若しくは無視」できる事象であることを確認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求さ

れる機器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回る

ものではないと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断す

る。 

 

(7) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

ディーゼル機関付属設備（ポンプ）においては，「技術評価」にて検討され

た保全対策に，耐震安全性の観点から追加すべき項目はない。 

 



 3.15.25 

3.15.1.4 ディーゼル機関付属設備（熱交換器） 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されているディーゼル機関付属設備（熱交換器）（「技術評

価」の評価対象機器）を評価対象機器とする。なお，評価対象ディーゼル機

関付属設備（熱交換器）を表3.15.1.4-1に示す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象ディーゼル機関付属設備（熱交換器）を

タイプ等を基に分類しているが，本検討においてもこの分類に従って整理す

るものとし，それぞれの分類ごとに，「技術評価」における代表機器を本検討

の代表機器とする。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要

度の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価す

ることとする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.15.1.4-1の「耐震安全性評価

代表機器」に示す。 
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表3.15.1.4-1 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（熱交換器）の代表機器 

分離基準 

機器名称 

（台数） 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 型式 
内部流体 

（管側／胴側） 

材料 

仕様 

熱交換量 

：MW 

重要度*1 

使用条件（管側／胴側） 

耐震 

重要度 
胴板 水室 伝熱管 運転状態*2 

最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

横置 

直管形 

海水/純水 炭素鋼 
炭素鋼鋳鋼 

（ライニング） 
チタン 

清水冷却器 

（2） 
約1.48 MS-1 

一時*3 

[一時*3] 
約0.69/約0.49 約50/約90 Ｓ ○ ○ 

燃料弁冷却水 

冷却器（2） 
約0.02 MS-1 

一時*3 

[一時*3] 
約0.69/約0.49 約50/約65 Ｓ   

海水/潤滑油 炭素鋼 
炭素鋼鋳鋼 

（ライニング） 
チタン 

潤滑油冷却器 

（2） 
約0.47 MS-1 

一時*3 

[一時*3] 
約0.69/約0.78 約50/約80 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［  ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

*3：機関運転時にのみ運転。ただし，管側（海水）は常時通水。 

 



 3.15.27 

(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表ディーゼル機関付属設備（熱交換器）について，

「技術評価」で検討された経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果

（詳細は「泊発電所２号炉電源設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震

安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のと

おり整理した。（表3.15.1.4-2参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない

もの（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価

対象外とし，その理由を表3.15.1.4-2中に記載した。 

 



 

3
.
1
5
.
2
8
 

表3.15.1.4-2 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（熱交換器）に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

清水冷却器 潤滑油冷却器 

－ － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：［×］としたものの理由を記載 

 

 



 3.15.29 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有

意」であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しく

は無視」できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。

（表3.15.1.4-3に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示

す） 

 

a) ディーゼル機関付属設備（熱交換器）において高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象  

ディーゼル機関付属設備（熱交換器）において高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象を「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表

3.15.1.4-2），現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定で

きない事象は抽出されなかった。（表3.15.1.4-3参照）  
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表3.15.1.4-3 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（熱交換器）の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

清水冷却器 潤滑油冷却器 

－ － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 



 3.15.31 

(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，ディーゼル機関付属設備

（熱交換器）において，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

(5) 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施す

ることとする。 

 

1) 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

(3)項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討を行った結果，経年劣化事象は抽出されなかっ

た。 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器にお

ける抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器

の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる

事象を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体に

おいて代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3) 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，(5)項 2)で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象

が抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ

事象に対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については

表3.15.1.4-1を参照のこと） 

 

a) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 

  



 3.15.32 

(6) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

ディーゼル機関付属設備（熱交換器）においては，「技術評価」にて検討さ

れた保全対策に，耐震安全性の観点から追加すべき項目はない。 

 



 3.15.33 

3.15.1.5 ディーゼル機関付属設備（容器） 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されているディーゼル機関付属設備（容器）（「技術評価」

の評価対象機器）を評価対象機器とする。なお，評価対象ディーゼル機関付

属設備（容器）を表3.15.1.5-1に示す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象ディーゼル機関付属設備（容器）をタイ

プ等を基に分類しているが，本検討においてもこの分類に従って整理するも

のとし，それぞれの分類ごとに，「技術評価」における代表機器を本検討の代

表機器とする。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要

度の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価す

ることとする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.15.1.5-1の「耐震安全性評価

代表機器」に示す。 
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表3.15.1.5-1 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（容器）の代表機器 

分離基準 

機器名称（基数） 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価代表機器 機能 

設置場所 
内部流体 材料 容量 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

タンク・屋内 

純水 ステンレス鋼 

シリンダ冷却水タンク(2) 0.6m3 MS-1 大気圧 約90 Ｓ ○ ○ 

燃料弁冷却水タンク(2) 0.2m3 MS-1 大気圧 約65 Ｓ   

潤滑油 炭素鋼 

潤滑油タンク(2) 6.0m3 MS-1 大気圧 約80 Ｓ ○ ○ 

シリンダ油サービスタンク(2) 1.3m3 MS-1 大気圧 約50 Ｓ   

燃料油 炭素鋼 燃料油サービスタンク(2) 11.0m3 MS-1 大気圧 約50 Ｓ ○ ○ 

空気 炭素鋼 空気だめ(4) 3.0m3 MS-1 約3.2 約90 Ｓ ○ ○ 

タンク・屋外 

(土中埋設) 
燃料油 炭素鋼 燃料油貯油槽(4) 115m3 MS-1 大気圧 約40 Ｓ ○ ○ 

フィルタ・屋内 

潤滑油 炭素鋼鋳鋼 潤滑油主こし器(2) 
110m3/h 

（流量） 
MS-1 約0.78 約80 Ｓ ○ ○ 

燃料油 炭素鋼鋳鋼 

燃料油第１こし器(2) 
3.0m3/h 

（流量） 
MS-1 大気圧 約50 Ｓ   

燃料油第２こし器(2) 
3.0m3/h 

（流量） 
MS-1 約0.49 約50 Ｓ ○ ○ 

燃料油移送ポンプ出口こし器(2) 
25.0m3/h 

（流量） 
MS-1 約0.34 約50 Ｓ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

 



 3.15.35 

(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表ディーゼル機関付属設備（容器）について，「技術

評価」で検討された経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細

は「泊発電所２号炉電源設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上

考慮する必要のある経年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整

理した。（表3.15.1.5-2参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない

もの（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価

対象外とし，その理由を表3.15.1.5-2中に記載した。 
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表3.15.1.5-2（1/2） 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（容器）に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 シリンダ 

冷却水タンク 

潤滑油 

タンク 

燃料油 

サービスタンク 
空気だめ 

－ － － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 
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表3.15.1.5-2（2/2） 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（容器）に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 燃料油 

貯油槽 

潤滑油 

主こし器 

燃料油 

第２こし器 

－ － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 

 



 3.15.38 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有

意」であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しく

は無視」できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。

（表3.15.1.5-3に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示

す） 

 

a) ディーゼル機関付属設備（容器）において高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象 

ディーゼル機関付属設備（容器）において高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象を「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表

3.15.1.5-2），現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否

定できない事象は抽出されなかった。（表3.15.1.5-3参照） 
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表3.15.1.5-3 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（容器）の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

シリンダ 

冷却水タンク 

潤滑油 

タンク 

燃料油 

サービスタンク 
空気だめ 

燃料油 

貯油槽 

潤滑油 

主こし器 

燃料油 

第２こし器 

－ － － － － － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 

 



 3.15.40 

(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，ディーゼル機関付属設備

（容器）において，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

(5) 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施す

ることとする。 

 

1) 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

(3)項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討を行った結果，経年劣化事象は抽出されなかっ

た。 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器にお

ける抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器

の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる

事象を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体に

おいて代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3) 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，(5)項 2)で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象

が抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ

事象に対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については

表3.15.1.5-1を参照のこと） 

 

a) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 

 



 3.15.41 

(6) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

ディーゼル機関付属設備（容器）においては，「技術評価」にて検討された

保全対策に，耐震安全性の観点から追加すべき項目はない。 



 3.15.42 

3.15.1.6 ディーゼル機関付属設備（配管） 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されているディーゼル機関付属設備（配管）（「技術評価」

の評価対象機器）を評価対象機器とする。なお，評価対象ディーゼル機関付

属設備（配管）を表3.15.1.6-1に示す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象ディーゼル機関付属設備（配管）を設置

場所等を基に分類しているが，本検討においてもこの分類に従って整理する

ものとし，それぞれの分類ごとに，「技術評価」における代表機器を本検討の

代表機器とする。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要

度の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価す

ることとする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.15.1.6-1の「耐震安全性評価

代表機器」に示す。 
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表3.15.1.6-1 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（配管）の代表機器 

分離基準 

機器名称 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 設置場所 内部流体 材料 重要度*1 

使用条件 

耐震 

重要度 最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

屋内 

純水 炭素鋼 

シリンダ冷却水系統配管 MS-1 約0.49 約90 Ｓ ○ ○ 

燃料弁冷却水系統配管 MS-1 約0.49 約65 Ｓ   

潤滑油 炭素鋼 

潤滑油系統配管 MS-1 約0.78 約80 Ｓ ○ ○ 

シリンダ油系統配管 MS-1 大気圧 約50 Ｓ   

空気 ステンレス鋼 始動空気系統配管 MS-1 約3.24 約50 Ｓ ○ ○ 

屋内・外 燃料油 炭素鋼 燃料油系統配管 MS-1 約0.34 約50 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

 



 3.15.44 

(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表ディーゼル機関付属設備（配管）について，「技術評価」

で検討された経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発

電所２号炉電源設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表

3.15.1.6-2参照）  

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない

もの（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価

対象外とし，その理由を表3.15.1.6-2中に記載した。 

 

 



 

3
.
1
5
.
4
5
 

表3.15.1.6-2 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（配管）に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 シリンダ冷却水 

系統配管 

潤滑油 

系統配管 

始動空気 

系統配管 

燃料油 

系統配管 

－ － － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 



 3.15.46 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕在

化した場合，対象となる機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が

「有意」であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若

しくは無視」できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。

（表3.15.1.6-3に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す）  

 

a) ディーゼル機関付属設備（配管）において高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象 

ディーゼル機関付属設備（配管）において高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象を「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表

3.15.1.6-2），現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否

定できない事象は抽出されなかった。（表3.15.1.6-3参照）  
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表3.15.1.6-3 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（配管）の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

シリンダ冷却水 

系統配管 

潤滑油 

系統配管 

始動空気 

系統配管 

燃料油 

系統配管 

－ － － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 

 



 3.15.48 

(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，ディーゼル機関付属設備

（配管）において，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

(5) 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施す

ることとする。 

 

1) 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

(3)項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討を行った結果，経年劣化事象は抽出されなかっ

た。 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器にお

ける抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器

の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる

事象を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体に

おいて代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3) 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，(5)項 2)で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象

が抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ

事象に対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については

表3.15.1.6-1を参照のこと） 

 

a) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 

 



 3.15.49 

(6) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

ディーゼル機関付属設備（配管）においては，「技術評価」にて検討された

保全対策に，耐震安全性の観点から追加すべき項目はない。 



 3.15.50 

3.15.1.7 ディーゼル機関付属設備（弁） 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されているディーゼル機関付属設備（弁）（「技術評価」の

評価対象機器）を評価対象機器とする。なお，評価対象ディーゼル機関付属

設備（弁）を表3.15.1.7-1に示す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象ディーゼル機関付属設備（弁）をタイプ

等を基に分類しているが，本検討においてもこの分類に従って整理するもの

とし，それぞれの分類ごとに，「技術評価」における代表機器を本検討の代表

機器とする。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要

度の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価す

ることとする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.15.1.7-1の「耐震安全性評価

代表機器」に示す。 
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表3.15.1.7-1 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（弁）の代表弁 

分離基準 

機器名称（台数） 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価代表機器 弁型式 設置場所 内部流体 材料 重要度*1 

使用条件 

耐震 

重要度 最高使用圧力 

(MPa[gage]) 

最高使用温度 

（℃） 

特
殊
弁 

温
度
制
御
弁 

屋内 

純水 炭素鋼鋳鋼 

シリンダ冷却水温度制御弁（2） MS-1 約0.49 約90 Ｓ ○ ○ 

燃料弁冷却水温度制御弁（2） MS-1 約0.49 約65 Ｓ   

潤滑油 炭素鋼鋳鋼 潤滑油温度制御弁（2） MS-1 約0.78 約80 Ｓ ○ ○ 

主
始
動
弁 

屋内 空気 炭素鋼 主始動弁（4） MS-1 約3.24 約50 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

 

 



 3.15.52 

(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表ディーゼル機関付属設備（弁）について，「技術評価」

で検討された経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発

電所２号炉電源設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表

3.15.1.7-2参照）  

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない

もの（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価

対象外とし，その理由を表3.15.1.7-2中に記載した。 
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表3.15.1.7-2 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（弁）に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 シリンダ冷却水 

温度制御弁 
潤滑油温度制御弁 主始動弁 

－ － － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 
 



 3.15.54 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有

意」であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しく

は無視」できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。

（表3.15.1.7-3に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示

す） 

 

a) ディーゼル機関付属設備（弁）において高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象 

ディーゼル機関付属設備（弁）において高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象を「技術評価」での検討結果に基づき整理した結果(表

3.15.1.7-2)，現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否

定できない事象は抽出されなかった。(表3.15.1.7-3参照) 
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表3.15.1.7-3 泊２号炉 ディーゼル機関付属設備（弁）の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 

代表機器 

シリンダ冷却水 

温度制御弁 
潤滑油温度制御弁 主始動弁 

－ － － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 



 3.15.56 

(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，ディーゼル機関付属設備

（弁）において，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

(5) 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施す

ることとする。 

 

1) 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

(3)項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討を行った結果，経年劣化事象は抽出されなかっ

た。 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器にお

ける抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器

の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる

事象を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体に

おいて代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3) 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，(5)項 2)で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象

が抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ

事象に対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については

表3.15.1.7-1を参照のこと） 

 

a) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化

事象はない。 

  



 3.15.57 

(6) 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

ディーゼル機関付属設備（弁）における高経年化に対する技術評価により，

各部位に想定される経年劣化事象については，現状の保全対策により機器に

与える影響が十分小さいことを確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評

価の実施により，ディーゼル機関付属設備（弁）における動的機能維持に必

要となる部位での経年劣化事象は，機器の振動応答特性への影響が「軽微若

しくは無視」できる事象であることを確認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求さ

れる機器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回る

ものではないと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断す

る。 

 

(7) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

ディーゼル機関付属設備（弁）においては，「技術評価」にて検討された保

全対策に，耐震安全性の観点から追加すべき項目はない。 



 3.15.58 

3.15.2 直流電源設備 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている直流電源設備（「技術評価」の評価対象機器）を

評価対象機器とする。なお，評価対象直流電源設備を表3.15.2-1に示す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価では評価対象直流電源設備をタイプ等を基に分類して

いるが，本検討においてもこの分類に従って整理するものとし，それぞれの

分類ごとに，「技術評価」における代表機器を本検討の代表機器とする。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要

度の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価す

ることとする。 

各分類における，本検討での代表機器を表3.15.2-1の「耐震安全性評価代

表機器」に示す。 
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表3.15.2-1 泊２号炉 直流電源設備の代表機器 

分離基準 

機器名称 

（台（群）数） 
仕様 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価代表機器 電圧 

区分 
型式 

設置 

場所 
重要度*1 

使用条件 

耐震 

重要度 運転状態*2 

定格 

電圧 

（V） 

周囲 

温度 

（℃） 

低圧 

バッテリ 

屋内 

蓄電池(2) 
CS形，1,400Ah 

（10時間率），60セル 
MS-1 

連続 

[連続] 
129 約35 Ｓ ○ ○ 

盤 

ドロッパ(2) 
負荷電圧許容範囲 

126～132V 
MS-1 

連続 

[連続] 
125 約35 Ｓ   

直流コントロールセンタ(2) 
定格電圧125V 

電流容量600A 
MS-1 

連続 

[連続] 
125 約35 Ｓ ○ ○ 

直流分電盤(2) 定格電圧125V MS-1 
連続 

[連続] 
125 約35 Ｓ   

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

 



 3.15.60 

(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表直流電源設備について，「技術評価」で検討された

経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉

電源設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある

経年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.15.2-2

参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない

もの（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価

対象外とし，その理由を表3.15.2-2中に記載した。 
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表3.15.2-2 泊２号炉 直流電源設備に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 

「技術評価」評価結果概要*1 
蓄電池 

直流コントロール

センタ 

－ － － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 



 3.15.62 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有

意」であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しく

は無視」できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。

（表3.15.2-3に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示す） 

 

a) 直流電源設備において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

直流電源設備において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技

術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.15.2-2），現在発生し

ているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出さ

れなかった。（表3.15.2-3参照） 
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表3.15.2-3 泊２号炉 直流電源設備の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

蓄電池 直流コントロールセンタ 

－ － － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 



 3.15.64 

(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，直流電源設備の代表機器

において，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

(5) 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施す

ることとする。 

 

1) 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

(3)項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討を行った結果，経年劣化事象は抽出されなかっ

た。 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器にお

ける抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器

の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる

事象を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体に

おいて代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3) 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，(5)項 2)で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象

が抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ

事象に対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については

表3.15.2-1を参照のこと） 

 

a) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣

化事象はない。 

  



 3.15.65 

(6) 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

直流電源設備における高経年化に対する技術評価により，各部位に想定さ

れる経年劣化事象については，現状の保全対策により機器に与える影響が十

分小さいことを確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評

価の実施により，直流電源設備における動的機能維持に必要となる部位での

経年劣化事象は，機器の振動応答特性への影響が「軽微若しくは無視」でき

る事象であることを確認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求さ

れる機器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回る

ものではないと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断す

る。 

 

(7) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

直流電源設備においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安

全性の観点から追加すべき項目はない。 

 



 3.15.66 

3.15.3 計器用電源設備 

3.15.3.1 無停電電源 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている無停電電源（「技術評価」の評価対象機器）を評

価対象機器とする。なお，評価対象無停電電源を表3.15.3.1-1に示す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価対象機器と同様に，計装用インバータを代表機器とし

て評価する。 

対象機器の重要度並びに耐震重要度分類を整理したものを表3.15.3.1-1に

示す。 
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表3.15.3.1-1 泊２号炉 無停電電源の代表機器 

機器名称（台数） 仕様 重要度*1 

使用条件 

耐震重要度 
｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 運転状態*2 

定格出力 

電圧 

（V） 

周囲温度 

（℃） 

計装用インバータ(4) 定格出力10kVA MS-1 
連続 

[連続] 
100 約35 Ｓ ○ ○ 

*1：機能は最上位の機能を示す。 

*2：上段は断続的運転時，下段の［ ］は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

 



 3.15.68 

(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表無停電電源について，「技術評価」で検討された経

年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉電

源設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経

年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表3.15.3.1-2

参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない

もの（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価

対象外とし，その理由を表3.15.3.1-2中に記載した。 
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表3.15.3.1-2 泊２号炉 無停電電源に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

計装用インバータ 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 



 3.15.70 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有

意」であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しく

は無視」できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。

（表3.15.3.1-3に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示

す） 

 

a) 無停電電源において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

無停電電源において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技術

評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.15.3.1-2），現在発生し

ているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は抽出さ

れなかった。（表3.15.3.1-3参照） 
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表3.15.3.1-3 泊２号炉 無停電電源の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

計装用インバータ 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 

 



 3.15.72 

(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，無停電電源において，耐

震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

(5) 評価対象機器全体への展開 

無停電電源に関しては，評価対象機器すべてを評価しているため，代表機

器以外の機器はない。 

 

(6) 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

無停電電源における高経年化に対する技術評価により，各部位に想定され

る経年劣化事象については，現状の保全対策により機器に与える影響が十分

小さいことを確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評

価の実施により，無停電電源における動的機能維持に必要となる部位での経

年劣化事象は，機器の振動応答特性への影響が「軽微若しくは無視」できる

事象であることを確認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求さ

れる機器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回る

ものではないと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断す

る。 

 

(7) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

無停電電源においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安全

性の観点から追加すべき項目はない。 

 



 3.15.73 

3.15.3.2 計装用分電盤 

(1) 評価対象機器 

泊２号炉で使用されている計装用分電盤（「技術評価」の評価対象機器）を評

価対象機器とする。なお，評価対象計装用分電盤を表3.15.3.2-1に示す。 

 

(2) 代表機器の選定 

「技術評価」の評価対象機器と同様に，計装用交流分電盤を代表機器として評

価する。 

ただし，グループ内で選定された「技術評価」の代表機器より，耐震重要度の

上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価することと

する。 

対象機器の重要度並びに耐震重要度分類を整理したものを表3.15.3.2-1の「耐

震安全性評価代表機器」に示す。  
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表3.15.3.2-1 泊２号炉 計装用分電盤の代表機器 

分離基準 

機器名称（台数） 仕様 

選定基準 

｢技術評価｣ 

代表機器 

耐震安全性 

評価 

代表機器 電圧区分 設置場所 重要度*1 

使用条件 
耐震 

重要度 運転状態*2 
定格電圧 

（V） 

周囲温度 

（℃） 

低圧 屋内 

計装用交流分電盤(4) 
屋内自立形 

電流容量600A 
MS-1 

連続 

[連続] 
100 約35 Ｓ ○ ○ 

計装用交流電源切換器盤(4) 
屋内壁掛形 

電流容量100A 
MS-1 

連続 

[連続] 
100 約35 Ｓ   

*1：機能は最上位の機能を示す｡ 

*2：上段は断続的運転時，下段の[ ]は冷温停止状態時の運転状態を示す。 

 



 3.15.75 

(3) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

1) 「技術評価」での検討結果の整理 

(2)項で選定した代表計装用分電盤について，「技術評価」で検討された

経年劣化事象に対し，「技術評価」での検討結果（詳細は「泊発電所２号炉

電源設備の技術評価書」参照）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある

経年劣化事象に対し保全対策を考慮し以下のとおり整理した。（表

3.15.3.2-2参照） 

① 現在発生しておらず，今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの

（表中×） 

② 現在発生しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない

もの（表中○） 

なお，①（表中×）に分類した経年劣化事象については耐震安全性評価

対象外とし，その理由を表3.15.3.2-2中に記載した。 
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表3.15.3.2-2 泊２号炉 計装用分電盤に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 
部位 経年劣化事象 

代表機器 
「技術評価」評価結果概要*1 

計装用交流分電盤 

－ － － －  

－：経年劣化事象が考慮されないもの 

*1：「×」としたものの理由を記載 

 



 3.15.77 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項 1)で整理された②の経年劣化事象については，これらの事象が顕

在化した場合，代表機器の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「有

意」であるか「軽微若しくは無視」できるかを以下で検討し，「軽微若しく

は無視」できる事象については耐震安全性評価対象外とすることとした。

（表3.15.3.2-3に耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧表を示

す） 

 

a) 計装用分電盤において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

計装用分電盤において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を「技

術評価」での検討結果に基づき整理した結果（表3.15.3.2-2），現在発生

しているか，又は将来にわたって起こることが否定できない事象は，抽

出されなかった。（表3.15.3.2-3参照） 

 

 



 

3
.
1
5
.
7
8
 

表3.15.3.2-3 泊２号炉 計装用分電盤の耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象一覧 

部位 経年劣化事象 
代表機器 

計装用交流分電盤 

－ － － 

－：経年劣化事象が想定されないもの及び今後も発生の可能性がないもの，又は小さいもの 

 

 



 3.15.79 

(4) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

前項及び2.2項(2)bの表４における検討結果より，計装用分電盤において，

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象はない。 

 

(5) 評価対象機器全体への展開 

以下の手順により，評価対象機器全体への耐震安全性評価の展開を実施す

ることとする。 

 

1) 代表機器以外の評価対象機器における「技術評価」での検討結果の整理 

(3)項の代表機器及び2.2項(2)bの表４における耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象の検討を行った結果，経年劣化事象は抽出されなかっ

た。 

「技術評価」での経年劣化事象の抽出及び保全対策の検討結果を用いて，

代表機器以外の評価対象機器についても整理を行った結果，代表機器にお

ける抽出結果以外の経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

2) 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

(3)項にて整理し抽出した代表機器に想定される経年劣化事象及び2.2項

(2)bの表４で耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対して，機器

の振動応答特性上又は構造・強度上，影響が「軽微若しくは無視」できる

事象を耐震安全性評価対象外としたものについては，評価対象機器全体に

おいて代表機器と同様の評価が可能であることを確認した。 

 

3) 耐震安全性評価 

本項では，代表以外の機器に対する耐震安全性評価を実施する。 

具体的には，(5)項 2)で代表機器に想定される経年劣化事象以外の事象

が抽出されなかったことから，代表機器に想定される経年劣化事象と同じ

事象に対する耐震安全性評価を実施した。（代表機器以外の機器については

表3.15.3.2-1を参照のこと） 

 

a) 代表機器に想定される経年劣化事象と同じ事象に対する耐震安全性評価 

代表機器以外の機器に関して，耐震安全上考慮する必要のある経年劣

化事象はない。 

 



 3.15.80 

(6) 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

計装用分電盤における高経年化に対する技術評価により，各部位に想定さ

れる経年劣化事象については，現状の保全対策により機器に与える影響が十

分小さいことを確認した。 

また，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象に対する耐震安全性評

価の実施により，計装用分電盤における動的機能維持に必要となる部位での

経年劣化事象は，機器の振動応答特性への影響が「軽微若しくは無視」でき

る事象であることを確認した。 

これより，経年劣化事象を考慮しても，地震時に動的機能の維持が要求さ

れる機器における地震時の応答加速度は各機器の機能確認済加速度を上回る

ものではないと考えられ，地震時の動的機能についても維持されると判断す

る。 

 

(7) 保全対策に反映すべき項目の抽出 

計装用分電盤においては，「技術評価」にて検討された保全対策に，耐震安

全性の観点から追加すべき項目はない。 

 




